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大震災 とエネルギーシステム

大阪大学 工学部 教授
ゆたか

鈴 木 辟

1月17日 に発生 した阪神 ・淡路大震災 では5,500人 を越 える死者 を出し,14万 戸

以上 の家屋が倒壊 した。今,神 戸,芦 屋,西 宮な どの住宅地 を歩 いて見 ると,空

き地 にぽつ りぽつ りと倒壊 を免がれ た家屋が立っている とい う,以 前 とは全 く変

わ って しまった風景が至 る ところに見 られ る。

停電 は地震発生直後100万 件にのぼったが,18日 朝 には40万 件,20日 には11万 件

と急速に減少,2月1日 には完全復 旧し,と くに苦境 にあえ ぐ被災者に大 きな安

堵 を与 えるこ とができた。

ガ スは高圧幹線,中 圧導管 にはほ とん ど被害が無か った ものの,末 端での被害

と地震発生後に広 く供給停止の処 置が とられたため復 旧に手間 どり,完 全復 旧ま

でには3ヶ 月近 くを要 した。

給油所 については重大な被害はほ とん どな く,周 辺地域 を危険にさらす という

よ うな例 も全 くなかったが,電 力の供給停 止や従業員の確保が出来なか ったため

営業 を停 止 した所 が多かった。被 災地域 にあ る316ヶ 所 の給油所の うち,震 災 当 日

営業 を再 開で きたのはわずか11件 であったが,震 災後5日 目には50%以 上 の給油

所 が営業 を再開 し,緊 急 自動車等へ の給油 に大活躍 した。

避難者の数 はピー ク時(1月23日 ごろ)に は32万 人,避 難箇所 は1,200ヶ 所以上

にのぼった。 これ らの避難所 では地震発生後の情報途絶が大 きな問題 になった。

被 災地に いる人達 は地域全体 が ど うなったか何 も分か らず,逆 に外 の人の方が

刻々映像 で詳 しい状況 を知 らされ る とい う矛盾 した状況が生 じたのである。

今 回の震災ではエネルギー システムはネ ッ トワー クでつながれ るだけでな く,

それが分 断された場合 に どう対処 す るか とい う重大な命題 を投げかけられた。主

要 な避難所 となった小 中学校等 には,被 災地に限 らず広 く,緊 急の場合 に自立で

きる分散型太陽電池 を常備 してお くなどの防災対策 を早急に講ず る必要が ある。
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撒 懸 理 事 長 対 談 懸 懸懸懸 懸糠懸懸糠潔懸灘継懸糠懸懸懸獺懸

「最近の原子力情勢について想う」

藤 家

山 本

洋 一一(翻 萎査碁 言炉工学研究所長)

寛((麺 暴 ルギー総合工学研究所)

灘灘潔潔潔潔灘灘潔灘潔潔潔灘灘潔潔孫潔潔灘潔懸潔潔灘懸葵潔灘灘灘灘潔潔灘潔濾潔鎌 灘潔灘潔潔灘灘懸 灘 潔

1.原 子力委員に就任 されて

理事長 藤家先生は,平 成7年4月 か ら原子

力委員会委員に就任されました。 まず,原 子

力委員へのご就任,お めで とうございます。

藤家 どうもあ りが とうございます。

理事長 「おめで とう」と申し上げるのか,

「大変ですね,ご 苦労 さま」 と申し上げるの

か,難 しいところですけれども。

原子力委員会では,各 委貝それぞれの専門

分野に応 じて主な担当事項が決め られていま

すが,藤 家先生 は担当としてはどんなことを

おや りになるんですか。

藤家 原子力委員 としての仕事には,毎 週定

例的に開催 される委員会および打合せ会に出

席す ることのほか,原 子力委員会の下部機関

として設け られている各専門部会への出席が

あります。私が出席の要請を受けている専門

部会 としましては,原 子力委員会が対処 して

いる問題で,例 えば国際問題,核 融合,基 盤

技術,核 燃料サイクルなどです。 これらは,

従来から取組んで来た話の延長上 にあるもの
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が多いのですが,お いおい政策検討の重点事

項が決まって くると思います。

理事長 ヨーロッパを見渡 します と,原 子力

の開発利用は強い逆風に吹かれて,大 変 困難

な状況にあ ります。 日本は,決 して楽ではあ

りませんが,幸 い非常にいい方ではないか と

思われます。 しか し一方で,ア ジア各国はこ

れか ら急速に原子力の開発利用を増大 させ る

様相にあ ります。原子力委員会 としては広 く

欧米およびアジアの諸国の動向を念頭に置い

て政策 を進めなければならないので,責 任は

重大ですが,や り甲斐はありますね。

藤家 そうですね。現在の状況がすべてこの

まま順調にいくとは思えませんが,将 来 を展

望 します と,や は り原子力が文明を支える基

盤 となる,総 合技術 の道 を歩むことが大事な

のかな と思 ってお ります。そうい う意味では,

や り甲斐のある仕事 と思 っています。

2.第8次 「原子力開発利用長期計画」

の狙 いについて

理事長 昨年(平 成6年)6月24日 第8次 の

「原子力の研究 ,開 発及び利用に関する長期

計画」いわゆる 「原子力開発利用長期計画」

が原子力委員会決定 として策定 され ました。

昔の原子力長期計画 とい うと,国 の研究開発

の各分野 をどの研究機関が どうやって進めて

い くのかの記載に力点が置かれていました。

それは,原 子力長期計画に記載 されていない

と,国 会筋や予算 当局者か らなかなか認めて

貰えないとい う事情があったからです。 しか

し,最 近では事情が変って,前 回それか ら今

回と,原 子力長期計画の内容が非常に広い立

場か ら記載 されるようにな り,大 変結構なこ

とだと思います。

そこで,今 回の原子力長期計画のポイン ト

について,藤 家先生の所感 をお伺いしたいと

思います。

まず 「序章」では,今 回の 「長期計画策定

に当たっての配慮事項」のなかで,「 長期計画

の狙 い」として「国民に理解 される長期計画」,

「国際的に理解 される長期計画」,「 原子力関

係者の具体的指針 となる長期計画」の3点 が

謳われています。

まず,「 国民に理解される長期計画」という

狙いについて,こ れは一番大事 なことだ と思

いますが,所 感 をお願 いします。

藤家 日本の 「原子力開発利用長期計画」は,

世界のなかで見て も立派な もの だ と思いま

す。原子力委員会がしっか りしていて,原 子

力をエネルギー開発のみにとらわれず,原 子

力が持つ もろもろの特性 をとらえた基礎研

究 ・基盤技術の開発から,今 後の研究開発が

目指すべ き分野を明確に しながら活動 を展開

して きた,と いう大 きな特徴のゆえと思いま

す。

昭和30年 代初期か らわが国の原子力利用は

始まりましたが,資 源小国 という日本の状況

が国民に広 く認識されていたため,原 子力エ

ネルギーの開発 は,特 に軽水炉 を中心に急速

に進展 してきました。そ ういった当時の位置

付けのなかで,発 電の部分は伸びましたけれ

ども,核 燃料サイクルに関 しては立地の問題

もあ り,当 初の計画 どお りには進みませんで

した。逆に,最 近では,こ ういった現実 に起

こって きた問題 を中心に議論す る傾 向が出て

きています。例 えば,TMI事 故 とかチェル

ノブイ リ事故 とか,少 数例ではあっても現実

に起 こった問題 を中心に議論す るという,ど

ちらか というとアンチテーゼが先行す る型の
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藤家 洋一 氏

(鷲 講 塁貢炉工学研究所長)

懲

劉

原子力論議が,世 界的に見てもなされる傾 向

にあ ります。

しか しなが ら,こ れまで原子力長期計画の

なかで対象 としてきた原子力の研究,開 発及

び利用に係 る政策の一連の体系 というのは,

今後 とも基本 においては踏襲 されるべ きもの

と考えています。この点については,是 非 と

も国民に広 く分かっていただかな くてはいけ

ないところです。

これまで国民に理解 されるよう日常的に努

力 してきたか と言われると,や は りまだまだ

欠けるところもあるか と思います。この話 は

大変大事だ し,こ れから,原 子力長期計画は

常に国民の理解 を考えながら進めなければい

けない,と 肝に銘 じているところです。

これは,山 本先生 もご存 じのように,国 際

的にもやは り,日 本が非核大国として平和利

用に限った原子力開発 をや ってい くんだとい

うことが,残 念なが らまだ世界に十分理解 さ

れてない と思 うんです。戦後50年 が経ちまし

た。わが国は これだけの経済大国にはなって

いますが,あ る国にとってはけっしてまだ過

去の歴史が忘れられる状況でないのも事実で

す。従 って,わ が国は,原 子力は平和利用に

限定 して進め ることを国際的に一層鮮明にす

べ きだ と思います。

3.原 子力発電の立地打開 に求め られる

発想の転換

理事長 「国民に理解される長期計画」にす

るとの見地か ら,原 子力発電立地の停滞 とそ

の打開策につ いてお話 を伺 いたい と思い ま

す。

国民の意識調査によります と,国 民の6割

は総論 として 「原子力は必要だ」 という意識

は持っているようですが,原 子力の個個の問

題にな ります と途端に,ま た地域絡み という

ことにな ります となかなか受け入れて もらえ

ないんですね。

このような原子力発電立地の停滞=打開策 と

して,ま ず情報公開の必要性が指摘されてい

ます。 しか しながら,情 報公開については,

どの程度 どうやってやったらいいのか,全 く

裸 になって全部出してしまうのがいいのか,

実施に当たっては難 しいところがあ ります。

藤家 そうですね。原子力の理解 を求め るに

は,キ メの細かな語 りかけが大切 と思います

ね。

原子力広報や情報公開には,こ れまで一般

に対す る話 と地元に対す る話 と,大 雑把に分

ければ二 とお りあ り,ま たいろいろな性格の

ものがあ りましたが,対 象をどこまでキメ細

かにとらえ伝えてきたか ということでは,ま

だまだ反省すべ きことあ りという気が してい

ます。

山本先生がおっしゃるように,私 も日本の

原子力問題 というのはす ぐれて立地問題だと

思ってお ります。や はり地元の人たちの理解
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と支援 がない限 り進展 しない ところが あっ

て,そ の意味では,「原子力,そ の必要性 と安

全性」 というキャッチフレーズによる原子力

広報は,エ ネルギー問題 として原子力発電が

どれほど必要かということの説得面では,あ

る程度目的 を達成 したと思います。

ただ,地 元がそのまま素直に受け止めて く

れ るかということにな ります と,こ れはマク

ロとミクロの問題にな ります。私 はこの数年,

非常に重要なことだ と思ってお りますのが,

「原子力,そ の必要性 と安全性」 というマ ク

ロのキャッチフレーズだけではな くて,時 代

が変わ り,む しろ「地方が原子力を見る時代」

になってきているということです。 これだけ

参加意識が盛んにな り,国 民の意識 レベルが

上がってきます と,「彼 らの原子力」である間

はなかなか地元の理解 は得 られないと思 うん

です。地元の人たちがいかに 「われわれの原

子力」あるいは 「自分 たちの原子力」 と考 え

るか という,そ うい うプロセスを経なければ,

という気がするんです。

そのためには,地 域 コミュニティの形成に

原子力が どう関与できるか,ど うコミッ トで

きるか ということを真剣 に考 える時代に入っ

たか と思っています。

理事長 少 し前に,フ ランスのある小 さな町

で再処理工場があるところか ら,下 院議員,

行政関係者,学 識経験者,住 民か ら構成 され

る十数名の地域代表者 グループがやって来ま

した。話を聞きます と,原 子力施設のあると

ころでは,地 域のいろいろな声を国の行政 に

反映すると同時に,国 のほ うもいろいろな情

報 を地域に流す ということで,コ ミュニケー

ションが非常にうまくいっているように思え

ました。

山 本 寛 氏

((鍵 ルギー総合工学研究所)

日本 では,ま だそういうところまでいって

ないように思われます。

藤家 そうですね。 これからの 「地方が原子

力を見 る時代」を考えるうえで,原 子力発電

所の建設だけで地域 コミュニティの形成に果

たして関与できるのかどうか,あ るいは,も

う少 し幅広 く原子力 をとらえないと 「地方が
辱原子力 を見

る時代」 というなかには入ってい

けない,と いう気が します。

いま山本先生はフランスの例をお話しにな

りましたが,実 は私が大 きな関心 を持 って見

ているものに,福 井県の「ア トムポリス構想」

があります。 これは福井県自身が,原 子力発

電所 を15基 も持 っており,ア トムポ リスとい

う構想 を打ち出して,21世 紀の地域活性化に

役立てようとしています。 これに対 して科学

技術庁 と通産省が協力 し,『若狭湾エネルギー

センター』 というのができました。 これは,

「研究 ・交流 ・研修」の名 目の下に地域のオ

ピニオン ・リーダーの方々に参加 していただ

き,そ こでものごとを決めていくとい うや り

方を取 り入れてお り,新 しい試みなのです。

このや り方が うまくいくと日本全体に広がる
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余地があり,「地方が原子力を見る時代」のハ

シリかなと大変関心深 く見守っています。

理事長 やは り,地 域の人たちが原子力 を自

分たちの地域の問題だとして取 り上げて くれ

ないことには,な かなか進みませんね。

藤家 全 く同感です。

4.創 り出 したい,放 射性廃棄物処理 ・

処分の プラス面

理事長 原子力長期計画のなかで 「放射性廃

棄物の処理 ・処分」の問題がありますが,藤

家先生の日頃か らの所感あるいは打開策の在

り方について伺いたいと思います。

藤家 放射性廃棄物の処理 ・処分の問題は,

やはり幾つかの側面 を持っているという気が

します。

一つは,現 代文明のなかでこういう類の問

題 を扱ったことがあるか ということですね。

それ と,「放射性廃棄物」とは非常に直載的

なものの言い方であ り,廃 棄物 というような

考 え方が どこから出てきたのでしょうか。た

ぶんアメリカの極めて初期における原子力開

発のなかか ら出て きた言葉 を,そ のまま日本

語に訳したように思 うんです。 これを日本語

で読みます と,マ イナス面 しか持 ってないと

いうイメージにな ります。マイナス面 しか持

たないものに対 して理解 を求め るのは,そ う

簡単なことではないのです。

それから,こ の廃棄物は,現 代文明が扱っ

たことがな く,ま た人間の寿命の何倍 もす る

タイムスパンの長い問題であり,そ れを技術

の側面から議論 して答 えが出せ るのだと誤信

していたこと,こ の2つ の面か ら,当 初考 え

たこの問題の扱い方とは違った方向がいま出

て きている,と いう気がします。

これ を解決 しませんと先へ行けないのは明

白です し,開 発の当初からいずれこの問題 に

直面す ると予期 されてはいたのです。

原子力開発のような非常にスパ ンの長い研

究開発については,現 状否定をし始め ると何

もで きな くなってしまいます。 したがって,

現状 を認識し肯定 しながら,さ らなるものを

求めてい くとい う見方 をしていかないと,原

子力問題は解決 しないと思っています。

そういう意味では,私 どもがこの問題につ

いて最終的に何 に解決手法を求めようとして

いるのか,と いうことです。

その一つは,「消滅処理」*と いう方向で環

境負荷 を減 らすのが,い ま議論されているな

かでの努力すべ き究極的な目標なのですが,

このような技術は一朝一夕でモノになるわけ

ではあ りません。現実には,ガ ラス固化**と

深地層処分***と いう,一 つ は技術の性格 を

持 った もの,一 つは地球が歴史的に持ってい

る性格,こ れ ら二つを合せて,い ままでの文

明が経験 しなかったこの問題に対処 してい く

ということです。現実的な解決策は,や は り

大事 なものですから。

ただし,こ の処理 ・処分 を,従 来の廃棄物

というマイナスの側面だけで説得 してい くの

は相 当難 しいと思 ってお ります。何かこれに

プラスの側面を出していく必要があるかなと

*消 滅処理:長 寿命の核種(原 子)を,中 性子などの照射によって短寿命の,ま たは非放射性の核種に

変換する処理をいう。

**ガ ラス固化:ガ ラスを固化媒体 として固化することで,主 として高レベル廃棄物の固化体に対して用

いられる。

***深 地層処分:地 層の深い安定な地層,岩 体中に埋設処分すること。主として高レベル廃棄物の固化体

に対 して用いられる。
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いう気がします。

理事長 なかなかプラス面がない仕事ですか

ら,難 しいですね。

藤家 それで,一 つは,プ ラスの側面 という

うえで考えます と,マ イナス面 をただ監視 し

続けるのが これか らの半世紀,な ぜ監視が必

要か というと,廃 棄物から出る放射能レベル

も,熱のレベル も無視できないからでしよう。

これは見方 を変 えれば,「それだけの資産的要

素を持 っている」 という言い方 もできると思

うんです。マイナスを放置するのか,対 応 し

なが ら少 しでもプラス面 を出してい くのか,

その辺に考 える余 地が残 されているか どう

か。これは,明 らかに,従 来の経済性 という

側面だけの議論では成 り立たない世界である

と思ってます。

理事長 廃棄物の中には白金族元素がた くさ

ん含 まれていますので,こ の有効利用 をプラ

スの面 として言お うとした人がいましたが,

これだけで説得す ることはむつ か しいです

ね。か りに人類が何万年,ま たはそれ以上存

続す るとして,そ のような遠い将来にも悪影

響 を及ぼさない ということを理解 してもらう

ことは,難iし いところですね。

浅地層処分*の 技術 をうま く使えれば,い

まの低 レベル廃棄物 ぐらいの ものは,少 な く

とも千年 ぐらいを考 えればよいとい うことに

な りますけれ どもね。

しか し,そ れにして も,少 なくともいま考

えている深地層処分が技術的に大丈夫だとい

うことをまず実証 し,その うえで,国 民の方々

に受け入れていただけるような対策 を進め る

べ き,と 思いますね。

藤家 その とおりだと思います。技術だけで

はなかなか社会的受容性は得 られません。原

子力エネルギーのプラスの面 を享受 している

んだか ら,廃 棄物処分にまつわるマイナスは

当然被るべ きだ,と いう議論ではなかなか難

しい という気がいたします。

理事長 これか ら先の原子力委貝会の一つの

大 きな課題ですね。

しか し,こ の問題 を解決 しません と,い つ

までもこれが喉の奥に引っかか り,「原子力開

発はやめろ」 というようなことにな りかねま

せん。

5.国 際的に理解が ほしい日本のプル ト

ニウム利用政策

理事長 その次に伺いたいのが,原 子力長期

計画の狙 いの第二 として挙げ られている 「国

際的に理解される長期計画」についてです。

最大の問題はプル トニウムですね。

この間,高 レベル廃棄物 をフランスか ら輸

送 してきた ときには,マ スコミもいろいろ騒

ぎましたし,外 国のなかには自国領海内の航

行 は困るという主張 もあ りました。これは,

分かってもらえれば,プ ル トニウムよりは話

は簡単だと思います。

プル トニウムは,わ れわれのほうか ら諸外

国に対 し,「余剰のプル トニウムを持たない」

というわが国の原則 と,「合理 的で整合性 あ

り」 と宣言する リサイクル計画の透明性 とを

十分 に説明 し,理 解 を得 る必要があるのです

が,そ の辺は どうでしょうね。

藤家 プル トニウムを核不拡散の観点から見

て負債 だと考 えるのか,平 和利用の観点か ら

*浅 地層処分:地 表から数10m程 度 までの浅い所に,低 レベルで比較的短寿命の固化体を埋設し処分するこ

と。
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見て資産だ と考えるのか,こ れはまさに原子

力開発 と,世 界の政治経済あるいは社会が持

つタイムスパンとの大 きな違いですね。この

相違のなかでの議論 とな りますので,相 当難

しいと思いますね。

平和利用か らみて資産だとい う観点に立ち

ます と,こ れはまさに石油文明か ら原子力文

明への移行,し か もその文明を支える一番 の

ポイン トはやはりエネルギーの供給源ですか

ら,そ の観点に立てば,プ ル トニウムなしに

原子力文明を語るのはおよそ意味がない,と

いう気が してるんです。

一方,核 不拡散の観点から,「余剰のプル ト

ニウムは持つべ きでない」 という話が出てい

ます。私は,軽 水炉からのプル トニウムが核

不拡散 の観点か ちはいかなる意味 を持つの

か,冷 静に議論 され るべ きと思います。かっ

て,米 国 の カー ター 政 権 時 代 にINFCE

(lnternationalNuclearFuelCycleEvalua-

tion:国 際核燃料サイクル評価)の 議論があ

りました。今度の北朝鮮問題でガス炉か ら軽

水炉へ炉型変更 されたということは,軽 水炉

プル トニウムが核不拡散のうえか らはそう大

きな意味を持たない,と 評価 されている具体

的事例ではないか と思っています。私は,核

燃料サイクルの専門ではあ りませんが,そ う

い う見方 をしています。

それ と,も う一つ大 きな点は,こ のプル ト

ニウムが軍事利用 される虞があるという話が

あるんですが,本 来デ平和利用以前に軍事利

用は存在 していたわけです。平和利用するか

ら軍事利用がでるのではな くて,そ れは もう

全然別個の ものと考えるべ きで,平 和利用を

やめれば軍事利用がおさまるという論理 では

あ りません。

それか ら,日 本はこの軍事利用に関 し過去

一度 もお くびに も出したことがありません。

考えたことすらないのですか ら,い ままでの

不利用の実績の上に立 って高唱すべ きと思 う

んです。技術先進国であ り非核大国でもある

日本は,立 場 として,原 子力の平和利用を世

界に向け率先 して提言しなければいけないと

思 うんですね。私 は,そ のためには,日 本が

安全保障理事会の常任理事 国になることも大

切なことだ と思 っています。

理事長 やは りプル トニウムの国際管理 とい

うのが必要でしょうね。

藤家 もしそれで原子力の平和利用が担保で

きるというのであれば,こ れは積極的にや る

べ きと思います。これまで,国 際的な管理は,

冷戦構造の中ではなかなか難 しいところがあ

りました。ソ連が崩壊 したら一気にそちらへ

動 くか とい うと,な かなかそれ もまた難しさ

を持ってお ります。国際管理が果 してどこま

でうまくい くか,い ままでは残念ながち不透

明です。

理事長 核兵器から回収 したプル トニウムの

管理 さえ十分にできない状況ですか ら,ま ず

その辺 もしっか りや って欲 しいですね。

藤家 む しろ,そ の点は,日 本側か らどん ど

ん提言すべ き性質の問題かと思っています。

そうい う意味では,こ れか ら日本が国際社会

で生きてい くうえで,や は り世界に対する積

極的な発言が必要だ と思います。

理事長 でも,や は り強固な国際組織のもと

でプル トニ ウムの適切 な管理が保 証 されれ

ば,プ ル トニウム問題 は国際的にかなり信頼

がえられるのではないか と思います。

藤家 そうあ りたいものですね。それと,折

角そういう国際機関をつ くったら,す べての
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国がそれを信用 し,信 頼す ることだと思いま

す。

6.新 しい原子力長期計画の推進に想 う

理事長 これまでの話を伺います と,原 子力

委員会 は対処すべ き課題が多 く,大変ですね。

藤家 確かに原子力委員会は,1956年 の設置

以来,一 貫 して原子力の開発 ・利用を全体的

に見 る立場 をとってきました。 これは,特 筆

されるべ きであ り,世 界に誇れる話だ と私は

思っています。

と同時に,確 かに現状は,率 直に申し上げ

ますが,ア ンチテーゼ先行型で,マ イナス面

をゼロにす る努力が非常に多い状況です。 し

か し,原 子力は,将 来に向けての夢と可能性

を持つがゆえに国策 として開発 を進めている

のですから,マ イナス面 をゼロにする努力 も

必要ではあ りますが,よ り重要なのはやは り

国民の皆さんに将来の夢 と可能性 を十分にご

理解いただ くことだ と思 うのです。

理事長 ここで話題 を一寸変 えて,「原子力技

術の海外移転」についてお話を伺います。 こ

れから21世 紀にかけて東南アジア諸国の原子

力開発が急速に進展することは間違いなく,

これに伴いいろいろな問題が派生す るもの と

予想されます。

まず安全問題につ きましては,日 本が今 ま

で保有 しているノウハ ウを提供す るとか,運

転員の教育訓練に協力するこ とが可能です。

次に,原 子力発電所の設計・建設については,

日本が持つ現在のポテンシャルか らして十分

可能ではあ りますが,部 品や機械類単体の輸

出はあっても,燃 料集合体を提供す る必要性

への対応の問題等か ら,わ が国が原子炉本体

を輸出することはまずないのではないか と思

われます。

このように,東 南アジア諸国 との関わり合

いはますます深 くなってい くので,原 子力政

策をつかさどる原子力委員会の仕事 も大変だ

なと思 うのです。 この場合,最 も難しいのは

バ ックエン ド対策 をどうするか ということだ

と思われますが,こ の点についてどうお考え

でしょうか。

藤家 明治の脱亜入欧の時代か ら,い まはア

ジアの中の 日本 をどう位置づけてい くか とい

う時代が来たと思います。やはり日本のこれ

か らの行 き方には,先 進技術 を基本 とした世

界への貢献が求め られます。当然のことなが

ら,原 子力についてもそれは十分認識しなけ

ればいけない ところで して,特 にアジアの中

での 日本 として,何 ができるか を十分考 えて

お く必要があると思います。

山本先生がおっしゃいましたように,こ れ

までの日本は,原 子力の技術移転については

相 当慎重に進めてきた と思 ってお ります。物

の輸出に対 しては相当ナーバスで,た だソフ

トウェアの面で,教 育訓練 とか,あ るいは情

報伝達 とか,そ ういうことだけに限って きた

んですね。 日本の産業 でこれまで輸出を考え

ない産業はなかったのは事実であ ります し,

これか らもそれはあ りえぬことだろうと思い

ます。

山本先生が先程お話 しになった,原 子炉の

輸出はないが部品だけならあ りうるというの

には,私 はちょっと違 った考 えを持 っており

ます。原子力は巨大技術ですか ら,そ のシス

テムを移す ことなしに技術は移転できないと

思います。部品を足 していけばシステムがで

きるという従来型産業 と少 し違った性質を持

ってますから,で きればシステムの輸出まで
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いかなきゃいけない。そこまでいって初めて

バ ックエン ド対策の話が出て くるという気が

しているんです。

バ ックエン ド対策は,ア ジアの諸国いずれ

もまだ直接手をつける段階にはきてお りませ

ん。例えば韓国のや り方です と,軽 水炉の使

用済燃料 をキャン ドゥ炉(CANDU炉)に 入

れてバーン ・アップ(燃 焼度)を 増す方法を

考えています。その後は,そ の使用済燃料の

中間貯蔵 または処分 といった方向を考えてい

るようですが,長 い目で見ますと,ア ジアで

も完結 した核燃料サイクルが必要になって く

ると思 うんです。

いま,不 幸なことに,核 燃料サイクルに関

す るアメリカの考 え方 と,使 用済燃料の再処

理 を基本 とす るフランスあるいは 日本の考 え

方が違 っています。

おそらく,原 子力を少 しで も学んだ人間か

ら見れば,核 燃料サイクルを完結するにはや

は りプル トニウムの話にケ リをつけなければ

な らないのは当然で して,軽 水炉でプルサー

マルを使用す ることにしても,2,3回 核燃

料サイクルを回せばもう使 えないわけですか

ら,や は りプル トニウム使用は正論 として主

張すべ きだ と思ってお ります。

アジア諸国へのバックエン ド対策の協力は

かなり時間が先のことかなと私は思 ってお り

まして,そ れまでにはアップス トリームにつ

いての協力をやってい くなかで,で きれば一

種の リー ジョナルセンター的な一 その リー

ジョナルセンター をどこの国に置 くかは政情

の問題 もあ りますからまた難しいところがあ

るんですけれども,必 ず しも日本 じゃなくて

いいと思いますか ら,そ ういったいわゆ る一

つのブロック的な考え方が必要なんじゃない

か と思われます。

ヨー ロッパはEU(欧 州連合)で 一つになっ

てお ります し,ア メ リカもNAFTA(北 米 自

由貿易協定)を 中心に一つのブロックができ

てお ります。 まあ,そ れ と対応 していいのか

どうか,世 界全体 と地域 との役割分担につい

てはもう少 し政治的経済的な議論が要るんで

すが,原 子力技術 ということで見 ますれば,

アジアの中では 日本が協力できる一つの方法

か と思います。

理事長 なかなかア ジアは難 しいわけでござ

いますね。

そこで,先 程,私 が原子炉の輸出は難 しい

と申しましたのは,日 本で開発 し日本で使用

してい る軽水炉 は非常 に難 しい ということ

で,東 南アジア諸国で使いやすい原子炉 を開

発 して輸 出す るのな らば よろしいんです け

ど,そ ういう開発が 日本で行 えるかどうか。

国内にマーケッ トがないものを造って売るわ

けにもいきませんのでね。その辺はどうでし

ょうかね。

藤家 原子炉の国内マーケッ トがあるかない

か という議論にな ります と,む しろ日本はい

いほ うなのか と思います。ただ,山 本先生が

おっしゃられるように,日 本で使用 している

大型軽水炉 を裾野の技術のないところへ いき

な り持ってい くのは,相 当問題があると思い

ます。

したがって,私 は 日本が自らの判断で技術

提 携 も何 もな しに育 て て きた新型転 換炉

(ATR),舶 用炉(小 型軽水炉),高 温ガス炉*

*高 温ガス炉:ガ ス冷却炉のうち,冷 却材に高温ヘ リウムを用いる原子炉であって,か つてこの炉の使用に

より,製 鉄工程における原子力エネルギーの利用が盛んに研究された。
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等をどう見 るか,と いうのが一つの見方だ と

思 ってます。出力 も十数万kWか ら始 まって

いますが,立 地は別に 日本だけでなくてもか

まわないわけですから,技 術の海外移転の対

象 として考えてみ ることも必要 じゃないかと

思います。

確かに,軽 水炉はもう熟成 された技術です

か ら,そ れほど苦労な く移転できることは分

かっていますが,日 本は大型炉技術をずっと

やってきましたのでどうでしようか。

理事長 原子力委員会で も十分お考 えいただ

きまして……。

藤家 それ と,や っぱ り自由主義国家の 日本

ですか ら,国 が表に立 って何をや るか という

話 と,民 間の活力に期待するべ き話 との間に

は差があると思います。

理事長 ことにメーカーがあま り積極的でな

いですね。 その辺の ところに問題があるんじ

ゃないか と思いますね。

7.原 子力工学専攻の動機

一 夢 と可能性 を求めて一

理事長 こ ・で,大 学の話題 に移 らせて頂 き

ます。 まず藤家先生が原子力工学 を専攻なさ

った動機 と,最 も力点を置いてこられた研究

領域についてお伺いします。

藤家 大学院の学生の頃ちょうど原子力の夢

の話が出て,あ るいは学部学生の頃からと言

ってもいいか もしれませんが,ま さに原子力

の夢 と可能性,し か もテーゼで語る原子力の

時代だった ものですかち,つ いつい面 白いん

じゃないか と思 って入ったという,単 純な動

機 です。

私はそういう意味では,小 さなことを考 え

るのはあまり好 きじゃあ りませんので,最 初

にや ったのがシンクロ トロン加速器の研究で

した。修士終了(昭 和35年3月)後,原 子力

工学に転 じたわけです。原子力システムとい

うことで最初に給料をもらったのが原子力船

「むつ」の開発でして,安 全審査が終 わるま

で 「むつ」に関係 しました。

そのあと,昭 和43年4月 大阪大学に移 り,

高速炉に関連 した液体金属の熱流体 とか,あ

るいは電磁流体の研究をや り,そ の頃か ら安

全に関する議論 をしてまい りました。私 自身

も安全の重要さに気がつ きながら,ど うした

ら攻めの安全ができるか一 守ってばか りの

安全は嫌 でしたので そういった合理的安

全についていろいろなことを考 えてました。

そのあと,核 融合で実際に トリチウム ・バー

ニング(三 重水素の核反応)の 計画が名古屋

大学のプ ラズマ研究所 で始った ものですか

ら,昭 和55年6月 からそちらへ行 きまして,

核融合の安全に関する研究 を6年 ばか りや っ

てお りました。

そこで,核 融合におけ る安全性に関する評

価手法 をつ くりあげた頃,昭 和61年8月 にい

まの東京工業大学原子炉工学研究所へ呼ばれ

ました。 ここでは 「大学における今後の原子

力研究のあり方」 をテーマにして取組んでき

ました。 そのなかで,今 後の原子力開発に対

して大学が発言す る立場になるとすれば,「原

子力の持つ整合性 を十分発揮 した研究開発が

重要だ」 という主張だ と思いますq

おそらくこれか ら,「長所追求型の研究」じ

ゃな くて,「調和優先型の研究」というのが技

術 の世界 で要求 され ると思い ましたので,

「整合性」 というような言葉 を使 った原子力

システムのあり方について,私 どもの研究所

のうち4割 ぐらいの人間がこれに取組んでい
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夢

・搾
急

ます。

以上の ように,私 の原子力工学 との取組み

は,大 きく分けると4段 階 もしくは5段 階に

分けられ ます。

そうい う意味では,私 は,普 通の学者 らし

くな く,あ れこれやって きたというのが一つ

の特徴か と思います。

理事長 思い起 こしてみます と,昭 和30年 頃

というのは,原 子力は研究者にとって一番関

心のある分野であったことは間違いありませ

ん。 また,原 子力工学科には,そ の頃は非常

に優秀な連中が集まっていました。いまとは

ちょっと様相が違 ってますけれ どもね。そし

て,原 子力,核 分裂の研究をやっていると,

次に核融合が流行 り,こ れに も学生の関心が

集 ってきました。いまでも,核 融合は学生の

関心が非常に高いと思います。藤家先生は,

それをみな一通 りや ってこられた,ほ ん とに

先達 でいらっしゃいますね。

どの工学問題 も,そ れが実際に産業 として

発展 して くる頃には,も う大学の研究課題 と

しては少々古 くなってきますのでね。ですけ

ど,や っぱ り技術者の養成は必要なわけで,

そこが非常に難 しいところですね。

藤家 おそらく,昭 和 の30年代か ら始 まった

原子力の研究で,大 学 として大事 なことは,

それを抽象化 し学問 として体系化 してい くこ

とと思っています。中性子学,そ れか ら放射

線学,安 全学,こ の3つ は少な くとも原子力

研究のなかで育 ち,定 着 した分野だ と思 って

います。その段階のなかの原子力は,学 際的

とい うか,境 界領域的な性格を持 ってお りま

した。いま私が原子力 を定義す るとすれば,

「複合領域」,あ るいは 「多領域」ということ

で定義 したいと思っています。

このようにして,原 子力工学 を 「原子核 と

放射線の相互作用にベースに置いた分野」 と

とらえます と,こ れは相当な広が りを持 って

くると思います。そういう方向に動いてい く

ことが,特 にアカデ ミアでは重要だ と信 じて

お ります。

8.気 配 りの要る留学生受入れ,学 ぶべ き

「科学としての原子力」

理事長 最近の大学における傾向 として,原

子力に関心を持ち,原 子力専攻 を希望 して く

れ る学生の数は,ど うでしょうか。

藤家 幸か不幸か,私 どもの研究所は学部に

学生 を持っておりませ ん。大学院からスター

トしますか ら,学 生が大学へ入ってきてから

3年 ない し4年 の間に原子力に対する関心 を

持 ってもらえればいい,と 考 えています。実

は教養課程 に講義 を下ろしまして,私 どもの

研究所の教官が交代交代,全 員参加するよう

な形で講義をしています。

各年の学生の1割 強が講義に出てお りまし

て,椅 子が足 りないような状況 も出てるんで

す。

それと同時に,国 際化の波の中で 「国際大

学院」 とい うのをつ くりました。その中に原

子核工学専攻があります。おそらく日本で唯
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一の
,定 員10名 の国際大学院原子核工学専攻

が,一 昨年から発足 しました。

これは,旧 ソ連,ア ジア諸国など各国の原

子力機関あるいは大学から毎年推薦 して もら

いまして,5人 程度は国の奨学金が付 くこと

もあり,相 当優秀な人が来てます。

この人たちを卒業後そのままお帰 しするの

がいいのか,日 本でしばら く研修期間をとっ

て力をつけてもらい,帰 国後は第一線で活躍

していただ くのがいいのか,こ の1,2年 真

剣に考 えたいと思ってます。

理事長 大学院に も大学に も,外 国か ら入学

して くる学生が非常に多 くなって,国 際協力

の面から大変結構 なことだ と思いますね。

藤家 私どもの大学には,ふ つ うの原子核工

学専攻には大学院生は35名 お りまして,こ れ

に加えて国際大学院生が10名 います。国際大

学院の方は,講 義は全部英語です。教官が相

当苦労 してお りますけ ど,一 切英語で講義す

るということで通 しています。

学生の出身は,中 国,韓 国,イ ン ドネシア,

台湾等アジア諸国のほか,ロ シア,カ ザフ,

モンゴル,そ ういった国か らも来てお ります。

理事長 いまロシアの名前が出ましたけれど

も,藤 家先生はロシアにはかな りおいでにな

った というお話ですが。

藤家 なぜ ロシアに行 き始めたか といいます

と,国 際会議の招待状が直接届いたのが きっ

かけです。私は,ロ シアの原子力 をどうとら

えるかは大変重要だと思っています。

こういうとらえ方がいいかどうかはわか り

ませんけれ ども,日 本はやは り,「技術の原子

力」だ と思ってます。技術 を,非 常に高品質

でシスティマティックな ものに してい くとい

う点では優れていると思 うんですが,ロ シア

は 「サ イエンス としての原子力」の世界 をつ

くり上げて きた,と いえると思 うんですね。

アイデアをその まま実行 に移す ところがあ

り,私 はその点相当学ぶところがあると見て

お ります。

こういった 「サイエンス としての原子力」

を学ぼうとします と,共同研究も必要ですが,

私 は,ま ず人的交流が重要 なんじゃないか と

思っています。それで,ク ルチャ トフ研究所

と,そ れか らモクスワ物理工科大学と協力の

手を結び,助 手や客員教授を呼んだ り,あ る

いは大学院生に来てもらったりしてるんです

が,ま だこれは完全に一方通行です。こっち

から出すのは,こ れか ら考 えたいと思ってお

ります。「サイエンス としての原子力」は,ま

だ十分学ぶ余地があるかな という気が してお

ります。

理事長 なるほど。 日本の大学 もそうやって

国際化 されてい くとことは,大 変結構 なこと

ですね。

ただ,外 国から日本に来 た人に,特 に東南

アジアの人のみか もしれませんけれども,居

住 をはじめ生活関係が十分 にお世話で きない

点があ りますね。物価が高いです しね。

藤家 そうなんですね。残念ながら,国 際交

流会館に住 んでいただけるのは1年 で,あ と

は民間の住居 を探すことになりますので。教

官が大変な思いをしてるんですけれども。

私は「できるだけ夫人同伴でいらっしゃい」

と言ってるんです。あとは何 とかするか らと

いうことでですね。こちらへ来ていろいろな

技術交流 も必要なんですけれ ども,や はり日

本 を知って もらうというのが一番大事だ と思

ってお りますから。
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9.継 続すべき米国 との技術交流

理事長 東南アジア,あ るいはロシア,中 国

の話が中心になりましたけれども,ア メリカ

の方はこの頃,原 子力には非常に冷たい風が

吹いてます よね。アメリカも,原 子力技術に

ついては過去の蓄積 をずいぶん持っているん

ですけどね。 日本 として も,ま だいろいろ学

ぶべ きことがた くさんあると思 うんですが,

その辺の ところは どうで しょうかね。

藤家 まさに,ア メリカは非常にいい先生で

あった時代が続いてたわけですね。 したがっ

て,日 本の原子力は,初 期の技術だけでな く,

原子力界 リーダーの方方も,ア メリカか ら多

くを学んだ と思います。それから見れば,昔

日の面影がないアメリカが残念に思えて仕方

がありませ ん。ただ,ア メリカ政府の政策 と,

蓄積された優れた技術がどこかに残っている

という話 とは別問題 と思いますから,で きる

だけアメリカとの交流は絶やさないようにし

たい と思 っています。最近 は,ど うも建前論

で話が潰れて しまうことが多過 ぎ,交 流が非

常に難iしくな りました。

今 もアメリカの原子力学会 には出て行 くん

ですけれ ど,残 念なが ら目を輝かせて聞 く話

が大変乏 しくな って きた とい うのは事実 で

す。や はり自由主義社会の リーダー としてこ

れまで活動 して きたアメリカで,こ のまま原

子力が衰退 してい くのか とい うと,何 とも残

念な気が します。

理事長 私は,ま た原子力が復活するん じゃ

ないか と思 うんですが……。

藤家 そうでしょうね,当 然。どう考 えても,

原子力,し かも原子力が持っている大きな幅と

奥行 きの中で,エ ネルギーの話をしないで済む

なんてことはあ り得ないと思ってるんです。

理事長 まあそこが,資 源のない日本 とアメ

リカの違 うところか もしれませんね。

藤家 ええ,ア メリカには,ま だしばら くゆ

とりがあるんでしょうけれども。

10.中 性子が決める原子力の究極の姿

理事長 最後に,こ れからの原子力技術一

「21世紀社会における原子力技術の在 り方」

について伺っていくこととします。先生は「21

世紀社会 と原子力文明」という著書のなかで,

「整創 生のある原子力システム」(付図参照)確

立の必要性について述べておられます。この基

本的考 え方について,少 しお聞かせ下さい。

藤家 エン リコ ・フェル ミが原子炉 をつ くっ

てか ら半世紀経ちました。科学技術の開発が

半世紀 も経ったとき,そ のものの究極のある

べ き姿 を改めて展望 しないでいいだろうか と

函
・新しいエネルギー源

の創出

・天然資源の

有効活用

1エネルギー系1
・低廉且つ安定供給

・長期間連続運転

・高燃焼度

核分裂

連鎖反応

㊥嶺Ψ

{廃棄物処理系1

・TRU消 滅処理

・超長半減期FP

の物質変換

放射性
一一→ 物質の

～ 核変換
固有の

安全性 團
・負の出力係数

・負のボイド係数

・ATWSに 自然炉停止

・燃料溶融時の未臨界性

付図 整合性ある原子力システム
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い う問題意識,そ れが最初のきっかけなんで

すね。すると,原 子力の持っているもの,核

分裂 の持 っているもの,こ れはまさに中性子

と原子核 との反応ですか らね。中性子はそん

なにいろいろな動 きはできないわけでして,

核分裂,吸 収,散 乱 ぐらいです。この3つ を

いかにうまく使 うかが原子力の究極の姿を決

め ると思います。そうすると,中 性子の運動

す る場 としての原子炉 はいったい何 だろ う

か。 そこから考えまして,こ れから原子力に

調和 なり整合性が優先 されるとします と,原

子力がいまアンチテーゼで議論 されている課

題 も一緒に考 えられるん じゃないか。いいこ

とと悪 いことと全部合わせて一つのセットが

で きないか ということで,4つ の話にまとめ

てお ります。

その一つは,も うこれはエン リコ ・フェル

ミが証明 して くれた話ですけれ ども,「核分裂

は制御可能で,そ こか らエネルギーを取 り出

し得 る」 ということ。これは もう証明されて

いるわけです。

その次に,や は りさっきか ら話に出てお り

ます「プル トニウム」,こ れを正 しく利用する

こ とによって,大 げさに言えば,百 万年近 い

エネルギー源が確保 できます。

いま申しました2つ は原子力の光の部分 で

すけれ ども,陰 の部分にやは り2つ の話があ

ります。一つは 「空間的な安全」 と,も う一

つは 「時間的な安全」 と考えています。

「時間的安全」 というのは,廃 棄物 に放射

能がいつ まで も残留するという時間的に持続

する安全問題 のことで,こ れの消滅は当然皆

さん考 えることだし,も うすでに多 くの人々

によ り考えられてお ります。中性子の動 きの

なかに必ず入っている話ですか ら。見方によ

ります と,プ ル トニウムの製造 と放射能消滅

ということは,共 通の技術基盤 を持 っている

のです。

もう一つは,「 空間的な安全」,い まわれわ

れが申 してい ます事故に対す る安全 なんで

す。軽水炉が どうしてここまでうまく順調に

育ってきたか というと,臨 界に直接関連 した

安全問題が事実上ないとい うことです。あの

スリーマイル事故 も,そ ういった臨界に関す

る安全問題はなかったんです。

臨界に関係 した安全問題を排除すれば,お

そらく一般産業 と同じような意味で安全が考

えられるのではないか とい うことで,こ の4

つを整合性をつ くり上げる要件 として考 える

わけです。

これを,従 来 です と,個 々に比較するもの

ですから,重 さと長さを比較す るような話に

なってしまいます。それでは駄 目なので,こ

の4つ を同時に評価 しようとしますと,1回

の核分裂に出て くる中性子で,こ の4つ が満

足できるか どうかを評価することが整合性 を

評価す るうえでの科学的検証であると考えた

わけです。

そうい うことで,あ とはエネルギー的に成

り立つかどうか。これは核分裂 という核のエ

ネルギーですか ら,極端な言い方をします と,

あ との燃料サイクルでの元素の分離 と混合で

すね。分離お よび混合に必要 とされるエネル

ギーの基本はケ ミカル ・エナジーですか ら,

これは核 エネルギー をに比べ れば小 さいの

で,多 分 これで満足できるで しょう。

ということで,中 性子の数のバ ランスとエ

ネルギーのバランスとで整合性が見れるんじ

ゃないか,と いうのが大学で考えている夢物

語 です。
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理事長 学生にこうい う講義 もなさるわけで

すか。

藤家 ええ,や ってお ります。

理事長 一つ一つ取 り上げてみても,ま だま

だやるべ き問題がた くさんあ りますが,さ っ

きおっしゃった 「済んでいる2つ 」は一応 う

ま くいってますが,残 っているものは大変で

すね。

藤家 だから,科 学的な可能性 を見せておい

て,そ れで技術 をどう開発 してい くか という,

その二段構えで世の中に話 をするのが大事か

なとい う気がしています。

11.原 子力立地を進める鍵

一 国と地方の コンバインー

理事長 それから,原 子力の開発 ・利用の発

展には,な んといっても原子力技術に対する

国民の支持 と受容 を得 るのが大切 と思 いま

す。それには推進する側の発想の転換が必要

か と思われますが,い かがで しょうか。

藤家 難しいですね。昭和30年 代の原子力開

発の初期,「 日本型原子力発電の早期実用化」

というキャッチフレーズの下で開発 を推進 し

ていた当時の原子力関係者は,原 子力発電の

経済性,信 頼性,安 全性が確保できれば,社

会は自ずから原子力 を容認すると考 えていた

と思います。それがそもそも社会的受容性だ

ったんですね。おそらくその時代にはエネル

ギー源が十分なくて,比 較的容易に国民の理

解が得 られたんですね。 ところが,時 代の経

過 とともに,原 子力関係者の変 らぬ思考 をい

つの間にか社会が乗 り越 して行 ったんです。

原子力そのものが変わったのではな く,む し

ろ社会が変わったことに対 して十分なフォロ

ーができてなかった。エネルギー源の確保 を

標榜す るのは,ど ちらか というと中央集権的

な発想ですね。「国のため」,「国が生 きてい く

ため」 といり……。

いまの 日本のなかでは,「 お国のため」とい

う言葉は通用 しな くなっています。それ と原

子力の社会的受容性が同じような意味を持っ

ていると私は思います。そういうことか ら,

「国のため」か ら,「地方が原子力 を見る時代」

になっているのではないでしょうか。囲碁の

勝負 もあるところまで行ったら相手に手を渡

してみる,とい うのと同じか と思われますが。

ただ,き ょう話が出ましたバックエン ド対

策の幾つかは,確 かにこれから大変に重要な

問題ですけれ ども,私 は率直に申し上げて,

日本の一般の方々は原子力 をもう十分肯定的

に とらえて くださっていると思っています。

今 日の段階で,原 子力に対する国民一般の理

解が不十分だとはけっして思いませんし,十

分 ご理解いただいていると思います。

それだけに,こ れからは原子力の情報 を正

確 に,分 か りやすい形で出してい くことが,

いままで得 てきた原子力に対する理解な り支

援 を散逸させない方法である,と 思ってるん

ですが……。

理事長 私 も,情 報の公開 というのは非常に

大事だ し,公 開の仕方 というのも大事だ と思

うんです。

ただ,日 本はまさに資源小国,こ とにエネ

ルギー資源では極めて貧 しい国なんですけれ

ども,国 民はそんなことは全 くといっていい

程感 じていないのですか ら。 このような状況

にある限 り,社 会的受容の形成はなかなか難

しいです よね。

藤家 これをテス トしてみ るわけにいきませ

ん。
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理事長 しか し,先 程おっしゃったとお り,

時間 とともに変わってい くと思 うんです。い

つまで も石油 に依 存するわけに もいかない

し,石 炭はかなりあると言って も,環 境へ の

影響が大 きいです しね。

そういう意味で,原 子力 を見る目も時代 と

ともに変わって くると思 うのです。 じっ くり

と構 えている以外に妙手はない と思います。

藤家 いろいろな議論がありますが,こ れま

で日本の原子力がつ くり上げてきた安全上の

実績は,も う皆さん分かっておられると思 い

ます。人身事故を一度 も起 こしてないという,

こういう技術が社会に定着 しない筈はない,

と思っています。

理事長 ただ,原 子力に携わる人々に とって

は,営 々と築 き上げてきた実績が,あ る瞬間

に一ぺんにひっ くり返 るようなこともあり得

ますので,気 を抜いてはな りません。

藤家 明らかに原子力を技術論の枠組みの中

で話す時代はもう終わってお り,これか らは,

世界の政治,経 済,社 会にどう組み込ませて

い くか ということにな りますね。

理事長 炉の開発のほ うでも,や は り安全性

の高い,事 故のない炉 をつ くっていかない と

いけませんね。しか し,こ れらも完成には相

当費用がかか りますから大変ですが,や は り

原子力委員会 としては,先 をにらんで,そ う

い う原子炉 の研究開発 も必要ですね。

藤家 原子力は,端 的にいいます と巨大技術

ですか ら,い きな り民間が というわけにいき

ません。国民の理解を得なが ら,国 の政策 と

してあるところまで引っ張っていき,そ れか

ら民間移転 という,こ の線はやは り崩せない

だろうと思います。

そういう意味で,社 会の原子力を見 る目へ

の配慮 も当然必要ですが,日 本全体すべてに

足並みを揃えるわけにもいかず,ま た地域が

地域の立場だけで独立 して主張できる時代で

もあ りません。それは,国 際関係 において も,

一国が鎖国をしながら生 きていける時代では

ないの と同様に,や は り原子力 という巨大技

術は,中 央集権的な性格 と,そ れ を受け止め

ていただ く地域の地方分散的な性格 とをどう

うまく 「コンバイン」させてい くかというこ

とだと思うんです。

理事長 軽水炉がこれだけ成熟 し,い まおっ

しゃったように事故 もなく動いてますので,

ここで新 たに違 う型の炉の開発を進めること

について,国 民的合意を形成するのはなかな

か難 しいと思われますが。

藤家 そうですね。ただ,幸 いなことに,発

電用原子炉 と比べて,非 電力利用の炉はユニ

ッ トがそんなに大 きくならないという特徴を

どう生かすか,と いうことだと思 うんです。

そうします と,受 動的安全炉*と いったよう

な概念が直接適用できる世界 も出てきて,山

本先生のおっしゃる,「より安全 で,よ り分か

りやす く」 という方向へ動 くところもあるか

と思いますね。

理事長 舶用炉についても,原 子力船が次に

実用化 されるのがいつになるのか,こ れも全

く見当がつ きませんけれども。

藤家 あれ も,社 会 に開発気運があったとき

にパ ッとつ くれていれば……。あまりにもタ

イムスパンが違いすぎて,原 子力船ができた

頃にはもう造船界も海運界に も原子力船への

*受 動 的安全炉=原 子炉の安全システムに,例 えば注水ポンプのような機械装置を使用せず,重 力のような自然

力を使用して事故に対処する方式で操作盤監視員の作業軽減,シ ステム構成機器数の削減が可能性 となる。
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意欲が一 あるいは経済的 な事情か もしれま

せんけど な くなっていた。製鉄業界 と高

温ガス炉の関係も,や っぱ りそんなタイム コ

ンスタン トの違い,あ るタイムスパンの違 い

があると思います。 したがって,基 礎基盤 と

なる技術を必要に備えて持 ち,状 況が訪れた

ら直ちに適応 できる態勢まで国の政策 として

もってい く必要がある,と いう気が します。

理事長 なかなか,ど の開発 もお金がかかる

ことですか ら,原 子力委員会 としても大変難

しいですね。

藤家 おっしゃるとお りと思います。

12.原 子力文明一21世 紀を支える

総合科学技術

理事長 それでは,最 後に原子力技術 に関す

る藤家先生の総体的所感 をお伺いしたいと思

いますが。

藤家 私は,原 子力をどうい う目で とらえる

のか ということが大事だと思っています。お

そらく,原 子力を技術 という側面だけでとら

えたのでは不十分だ と思います。いままで石

油文明をとらえる目は,サ イエンスから技術

までの広い範囲で眺めてきた ところがありま

す。その目で原子力を見ます と,原 子力は原

子核 という小 さな世界か ら始って,宇 宙の星

につなが る大 きな世界を包含 しているわけで

すから,や は りサイエンスの側面 も常 に見て

お く必要があ ると思います。

おそらくは,化 石エネルギーが これまで果

してきた機能は,原 子力でほ とん どカバーで

きるはずだ と思ってます。そ うします と,20

世紀 も終わ りが迫 り石油文明に一つの転機の

兆 しを迎えた現在,次 の文明は何が支 えるの

かの問いに,や は り原子力 を「総合科学技術」

としてとらえる視野の広い見方を最初に持っ

てお く必要があるん じゃないでしょうか。

それともう一点は,最 初の部分でお話しま

したけれども,こ れまでの科学技術は 「長所

追求型」であったか と思 うんですね。 したが

ってそれは,環 境がどうだとか,あ るいは自

動車公害がどうだということとあま り接点が

ないままに発達 してきたところもあると思い

ます。

ただ,ジ ェームス ・ワッ トによる蒸気機関

の発明がいまの炭酸ガス問題に繋がってるん

だ と,こ んな議論 をしているようでは始 まり

ませんけどね。

そういう点か ら見 ます と,い わゆる 「長所

追求型」だけでは進 まな くて,や は り 「調和

優先型」の世界に確実に移行 してい くもの と

考 えます。だか ら,こ の2つ の見方 をしなが

ら原子力を把えてい く必要があ ると思いま

す。

日本の原子力委員会は,そ ういう意味では

原子力政策 をつ くり,そ れを遂行す るという

役割があ ります。そこは,ま さに原子力の基

礎基盤か ら巨大技術 までの全体を見据 え,新

しい展望 を加 えながら進めていける組織であ

ると期待 しています。

理事長 昔から,戦 時に開発された技術 でそ

のあと長 く生き残 った技術はないとよく言わ

れてましたが,私 は第2次 世界大戦後の生 き

残 り技術のなかでは原子力が一番大 きい と思

います。航空機 もや はり同様で一 第1次 大

戦の ときかな り使われて,第2次 大戦でまた

飛躍的進歩 しましたね。それか らレーザー技

術,こ れはますます有用に使われてお ります

ね。

技術の有用性が様変わ りの因と思うんです
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が,た だ,原 子力はや はり世間の見る目が厳

しいですか らね。航空機 とかレーザーのほう

は,一 般の人の 目に見 えて役立つ面があ りま

すけれど,原 子力は,電 気になって しまいま

す と,石 油 ・石炭などほかのエネルギー源で

発電 した電気 と区別できないですか ら,原 子

力のあ りがたみが どうもフルに分かってもら

えないわけですね。

藤家 そういう意味で申しますと,原 子炉 と

並んでの原子力の主要技術 というのはやは り

加速器技術 だと思 うんですね。これは,宇 宙

の誕生から,元 素の生成か ら,あ るいはガン

治療などのメディカルユースもあって,加 速

器は明 らかに原子力を担う一方の旗頭だと思

うんです。原子炉 と加速器 は,今 後の原子力

の中心 ・主要技術 として見てお く必要がある

と思います。

理事長 ごく最近,加 速器 の技術が進み,か

な り経済的 にも使 え るようにな りましたの

で,こ れか らの一つの大 きな到達 目標になり

ますね。

本 日はご多用にもかかわらず,長 時間いい

お話 をいただきましてどうもありが とうござ

いました。

藤家 洋 一教 授 略歴

(昭和10年10月17日生)

1.学 歴等

東京大学 理学部物理学科(昭和33年3月 卒業)

同 大学院数物系研究科

電気工学専門課程博士課程

(昭和38年3月 修了)

工学博士(東 京大学昭和38年)

2.職 歴

昭和43年4月

大阪大学 助教授 工学部

昭和55年6月

名古屋大学 教授 プラズマ研究所附属核融

合研究企画情報センター

昭和61年8月

東京工業大学 教授 原子炉工学研究所

平成元年4月

同 原子炉工学研究所長 ・評議員

平成7年4月 原子力委員会 委員

現在に至る
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〔寄稿 〕

電気事業法の一部を改正する法律について

飯 田 健 太(前 資源エネルギー庁 公益事業部計画課 総括係長*)幽 鹸 溢
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1.法 律改正の必要性

我が国の電気事業については,電 力需要の

増大,特 に夏季ピー クの尖鋭化に対応 した安

定供給を確保 しつつ,よ り効率的な電力供給

体制 を構築す ることが必要 となった。かかる

観点から,第132通 常国会 に「電気事業法の一

部を改正す る法律案」を提出 したところ,衆 ・

参両議院で全会一致 をもって可決 ・成立 し,

平成7年4月21日,同 法を公布 した。

2.改 正法の概要

(1)発 電部門への新規参入の拡大

近年,需 要地に近接 し,経済性に優れた中小

規模の電源による発電事業への参入の可能性

が拡大 している。これ ら新 たな事業者に対 し

て適切な参入機会を確保するとともに,発 電

分野における競争関係の導入が必要 である。

更に,卸 託送(発 電事業者による地元以外の

電力会社への売電を可能 とするための,電 力

会社の送電線の活用)の 活性化により広域発

電市場の形成が必要である(図 一1参 照)。

〈措置内容〉

①卸電気事業(一 般電気事業者にその一般電

気事業のための電気 を供給する事業)許 可

等の原則撤廃。

口電 力 会 社口

独 　

匡璽]畠

」-L

発電部門 送変電部門 配電部門

競
争
的

ムテスシ新

大
規
模
電
源

分
散
型
電
源

天
札
制

里

送電線網の利用
(託送)促 進

∈
再開発地域等
での直接供給
制度の創設
(新規参入条
件の整備(供
給義務有り))

_/

＼ ＼新規参入事業者○鉄鋼会社
○石油会社
○ガス会社 等

)

発電事業の活性化(卸 電気事業に係る許
可の原則廃止と入札制度の導入)

図一1発 電部門等への新規参入の拡大を目的とした事業規制の見直し

*現 職:通 商産業省 産業政策局 商政課 総括係長
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・大規模電気事業者の場合を除き,卸 電気

事業に係 る参入の許可をi撤廃。

②入札制度の導入

・一般電気事業者の電源調達について入札

制度を導入。

・入札を通 じた売電については,料 金認可

不要。

③卸託送の活性化

・指定電気事業者(電 力9社 を予定)に 対

し,卸 託送に係 る約款の策定,届 出,公

表 を義務付け。

・不当に卸託送 を拒否する場合 には,卸 託

送の引き受けに係 る命令 を規定。

(2)特 定電気事業に係 る制度の創設

コージェネレーション等中小規模の電源 を

需要地に近接して有 し,特 定の供給地点にお

け る需要に応 じ電力小売販売事業 を営む能力

を有する事業者の参入の可能性が拡大 してい

る。 これ らの供給事業 を実現可能 とす るため

に,事 業の実態,位 置づけに応 じた新たな制

度の構築が必要である(図 一1参 照)。

〈措置内容〉

・「特定の供給地点における需要 に応 じ電

気 を供給す る事業」 として特定電気事業

を定義。

・特定電気事業は供給地点ごとの許可制 と

し,供 給地点における需要に責任 を持 っ

て応ず ることのできる能力 を有 している

か等 を審査。

・特定電気事業における料金は届出制。需

要家間の不当な差別に対 しては,供 給条

件の変更命令 を規定。

・特定電気事業者の供給地点についての供

給義務 を規定。

(3)料 金規制の改善

夏季ピー クの尖鋭化等 とこれに伴 う負荷率

の悪化による電力会社の資本費の上昇傾 向を

抑えるため,需 要家の負荷平準化に資す るよ

うな料金規制の改善が必要である(図 一2参

照)。

〈措置内容〉

・夜間電力の活用等による負荷平準化等に

資する料金 について,個 別認可(年 間約

1万 件)制 か ら,需 要家の幅広い選択 を

可能 とす る各種メニュー(約 款)の 届出

制に移行。

團
↓

1締 原価斌1 1料金は全て調 制1

1新システム1

①事業者の経営効率化の促進
②料金の多様化 ・弾力化を通した需要対策

1インセンティブ規制の導入1

事業者間の間接的競争を制度化

1料金メニューの届出制

負荷平準化のため

需要家の多様なニーズに対応

1縢 な料金1

図一2料 金規制の改善,料 金設定の柔軟化
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・当該約款の公表を義務付け。

・当該約款が認可料金による需要家の利益

を損なう場合 について,変 更命令 を規定。

・なお,事 業者の経営効率化 を促すため,

料金の透明性 を確保 し,総 括原価 の枠組

みを維持 しつつ,各 事業者の経営に係 る

諸指標を比較 し,効 率化 の度合 いに応 じ

て査定に格差 を設ける方式 を料金制度へ

導入(法 律外事項)。

②自己責任を明確化した保安規制体系への転換

・国の直接関与を重視した保安規制体系か

ら,自 己責任を明確化した保安規制体系

への転換,入 札による卸供給事業者及び

特定電気事業者の参入並びに太陽電池等

の取扱い簡素化等に伴い,条 文構成につ

いて,再 整理。

③電気主任技術者国家試験業務の民間試験機

関への委任

(4)自 己責任の明確化による保安規制の合理化

技術進歩による保安実績の向上,自 己責任

明確化の要請等を踏 まえた保安規制の見直 し

が必要 となっている。 このため,国 の直接的

関与の必要最小限 ・重点化,開 かれた規制体

系の確保,機 動的な保安 の確保及び新エネル

ギー等導入の基盤整備 を目指 し,保 安規制を

合理化することが必要 である(図 一3参 照)。

〈措置内容〉

①国の直接関与を原子力等必要最小限なもの

へ限定 ・重点化

・多段階にわたる使用前検査の簡略化。

・溶接検査について検査方法を合理化。

・定期検査について自主検査制度を導入。

(5)そ の他

・専 ら一の建物内に限 り電気 を供給する場

合は個別許可制 を廃止 し,自 由に供給で

きることとす る。

・電気工作物の変更については,個 別許可

制か ら届出制に移行。

・負荷平準化を推進し効率的な需要構造の

形成 に資す る事業 を行 う場合等 につ い

て,一 般電気事業者の兼業規制 を簡素化。

3.ス ケ ジ ュ ー ル

平成7年4月21日 公布。

公布の 日から9ヶ 月以内に施行予定。

亘 璽]====⇒ 「新システム1

国
の
を直
重接
視 関
し与
た
保
安
規
制

自
己
を責
重任
視原
し則
た
保
安
規
制

技術進歩
保安実績向上

→

保
安
規
制
合の
理
化

! く )

需要家ニーズの多様化
分散型電源の出現

{

○自己責任原則を重視した
保安規制体系の確立

○太陽電池の取扱い簡素化を含めた
電気工作物概念の再整理

○使用前検査,溶 接検査の合理化,
定期検査への自主検査の導入 等

図一3自 己責任原則の重視による保安規制の見直し
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〔寄 稿〕

石油関連の制度改正について
一特定石油製品輸入暫定措置法廃止と

石油備蓄法及び揮発油販売業法の改正一

小 林 出(前 資源エネルギー庁石油部 計画課 総括係*)

1.制 度改正の背景

石油は,我 が国のエネルギー供給の58.0%

とその大宗 を占め,そ の99.6%は 輸入に依存

し,地 域的にも75.1%が 中東に集中している

ことか ら,エ ネルギー政策 としては安定供給

の確保が最重要である。こうした観点か ら,

我が国は石油備蓄の強化,省 エネルギー,石

油代替エネルギーの導入促進,原 油 自主開発,

産油国協力等の政策 を行ってきてお り,大 き

な成果を上げて きている。さらに,昭 和62年

以降,石 油産業の自律的機能の向上 を通 じて

強靱な石油産業の形成を図るべ く,平 時にお

ける生産 ・販売活動に係る規制 を段階的に緩

和(表1参 照)し,国 内需給へのより迅速か

つ適切 な対応が可能 となった。しかしなが ら,

「国際的に遜色のない価格水準の実現 とガソ

リン独歩高の製品価格体系の国際化」及び「流

通部門を中心 とした徹底 した合理化 によるコ

ス ト削減」 という二つの課題が依然 として存

在 していることもまた事実である。

一方,今 日の我が国の石油産業 を巡 る状況

は変化 している。国際的には,ス ポッ ト市場

や先物市場等に見られるようにエネルギー市

場の一層のグローバル化 と国際的な規制緩和

が進展 してお り,我 が国石油産業の国際化へ

の対応がより一層重要 となっている。国内的

にも,規 制緩和の高ま りと石油製品の内外価

格差 を背景 として,石 油産業の一層の効率化

と市場原理の一層の貫徹 を図っていくことが

求められている。

このような石油を巡 る状況の変化にかんが

表1石 油産業基本問題検討委員会中間報告に基づ く具体的な規制緩和策

・二 次設備 設置許可 の運 用弾 力化 。(1987年7月 実施)

・各社 の個別 油種生産計 画 に対 す る指 導 の廃 止。(1989年3月 実 施)

・灯油在 庫確保 指導 の撤 廃。(1989年9月)

・給油所 に係 る建設指 導及 び転籍 ルー ルの撤廃 。(1990年3月 実施)

・一 次設備設 置許可 の運 用弾 力化 。(1991年6月 実施)

・原油処 理量 につ いての生産計 画 に対 す る指 導の原則廃 止。(1992年3月 実施)

*現職:中 小企業庁 小規模企業部 小規模企業政策課 倒産防止共済係長
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み,資 源エネルギー庁では,石 油審議会石油

部会石油政策基本問題小委員会 を開催 し,昨

年2月 より12月の10カ 月間にわたって,今 後

の石油製品供給のあり方について検討を行 っ

た。そ して,そ の集大成である,昨 年12月12

日に発表 された同小委員会最終 とりまとめ

「今後の石油製品供給のあ り方について」に

おいて,「安定供給 と効率的供給の適切 なバ ラ

ンスをとる」 という考 え方に基づ き,我 が国

石油製品市場での一層の競争促進 を図るため,

① 輸入主体の拡大(特 定石油製品輸入暫定

措置法の廃止)

② 備蓄制度の見直し(石 油備蓄法の改正)

③ 品質維持制度の見直 し(揮 発油販売業法

の改正)

④ 指定地区制度の廃止(揮 発油販売業法の

改正)

を内容 とする石油関連の制度改正が必要であ

るとの方針が示された。

今 回行われた法律改正は,こ の最終 とりま

とめを踏まえて行われたものである。以下,

今回の制度改正のポイン トについて説明する

こととしたい。

2.石 油関連制度改正のポイン ト

(1)特 定石油製品輸入暫定措置法(特 石法)

の廃止

我が国は,従 来から,相 対的に調達 しやす

い原油 を輸入 して,自 国内の製油所で,精 製,

製品化する消費地精製を基本 としてきた。

1980年 代後半になると,日 本 に対する石油

製品輸入の要請が国際的に高 まってきたた

め,こ れに対応 して石油製品輸入を円滑に進

めるべ く,10年 間の限時法 として特定石油製

品輸入暫定措置法(特 石法)が 制定 された。

特石法は,特 定石油製品(ガ ソリン,灯 油,

軽油)の 輸入主体に対 し,代 替生産能力(緊

急時において原油を精製 して必要な製品を供

給できる能力),石 油貯蔵能力,品 質調整能力

を義務づけている。これにより,我 が国は,

消費地精製を基本 として,連 産品特性を有す

る石油製品について,需 給の変動に対応 して

国内品と輸入品を弾力的に選択,組 合せ るこ

とにより,油 種間バランスを保ちつつ安定供

給を確保することが可能 となった。

しかし,特 石法には,輸 入主体 を事実上精

製能力 を有す る石油会社に限ったため,結 果

として,国 内品と輸入品の競争 を生 じに くく

し,石 油製品の内外価格差及びガソリン独歩

高の日本特有の製品価格体系の是正 を進めに

くくす る作用 も存在す る。

国内石油製品市場に輸入品 との競争による

市場原理 を一層導入 し,強 靱 な石油産業 の実

現を目指 して産業効率性 を一層高め ることの

必要性にかんがみれば,輸 入主体への精製能

力の義務づけを将来へ向けて残 し続けること

は,今 や妥当ではな くなってきている。

したが って,特 石法については,1996年3

月の期限切れをもって廃止し,輸 入主体の拡

大による我が国石油製品市場への市場原理の

一層の導入を図ることとした。しか しながら,

現在の我が国の石油製品供給体制は,特 石法

等により石油製品供給主体が石油精製会社等

に限られていることを前提 としているため,

安定供給の確保,環 境 ・安全の維持 といった

観点から,所 要の手当を講 じることが必要で

ある。このため,石 油備蓄法及び揮発油販売

業法を改正することとした。

(2)備 蓄制度の見直 し
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我が国は石油安定供給の観点から石油備蓄

の充実に力 を入れてきてお り,世 界的にみて

も最高の レベルに達 している。

しか しながら,現 行備蓄制度は,精 製設備

を保有する限られた生産 ・輸入主体によって

継続的 ・安定的に製品供給が行われているこ

とを前提 として構築 されている。このため,

特石法廃止等によ り石油製品輸入主体が拡大

された後において も,緊 急時対応能力が損な

われることのないよう,制 度の見直 しを行 う

ため,石 油備蓄法の改正を行 うこととした。

改正のポイン トは次の3点 である。

第1点 は,製 品輸入については,当 該製品

での備蓄 を原則 としていることである。これ

は,精 製能力 を持 たない輸入主体が増加す る

可能性があることか ら,原 油代替できる場合

を緊急時において備蓄 した原油 を精製 して必

要な石油製品を円滑に供給できる場合 に限っ

たものである。 したがって,輸 入業者であっ

ても,精 製業者 と契約 を結ぶ等により上述 し

た要件を満たす ことができれば,製 品輸入に

ついて原油代替す ることが可能である。

第2点 は,備 蓄義務量の算定方式 を可能な

限 り事業活動の実態に即 した ものとすること

である。現行制度は,毎 年度の基準備蓄量を

前暦年の輸入量等の事業活動の実績 を基礎 と

して算定 している。 このため,備 蓄義務者が

事業活動を実際に行 ったときか ら,当 該事業

活動にかかわる備蓄義務が発生す るまでに,

1年 程度のタイム ラグが存在するが,現 在 は

輸入のほ とんどが精製会社等による安定的,

継続的なものであるため,特 に問題はない。

しか し,輸 入主体が拡大 した場合,継 続的で

ない輸入活動が行 われる可能性があるため,

事業活動の実態に比 して過大,若 しくは過小

な備蓄義務が課せ られることを防 ぐことが必

要 となる。このため,改 正法においては,毎

月,直 前の12か 月の事業活動の実績 を基礎 と

して基準備蓄量を算定することとしている。

第3点 は,こ れは法律改正ではな く省令改

正 で対応することとなるが,全 ての輸入業者

にそれぞれの輸入量に応 じて等 しく備蓄義務

を課す ことである。これは,輸 入主体 の拡大

により少量輸入が発生する可能性が高いこと

か ら,現 行制度では備蓄を義務づけられない

少量の輸入(年 間1万kl未 満)が 相当規模に

上 る可能性があることに対応するための もの

である。

(3)品 質管理制度の見直 し

日本の石油製品の品質については,ガ ソ リ

ンの100%無 鉛化を早期に達成す る等,世 界的

に見てもかなりの水準にあるが,こ れは,現

行制度下で,我 が国の石油製品の第一次供給

者が,事 実上,精 製会社 に限定 されているこ

とに起因するところが大きいと考 えられる。

特石法廃止により輸入主体が拡大 されるこ

とによって,日 本で現在流通 している品質 と

は異なる品質の石油製品が輸入され ることが

考 えられる。このため,環 境 ・安全等 にかか

わる必要最小限の品質項目について現状の水

準 を悪化 させ ないよう,石 油製品の品質管理

制度について制度改正 を行 うこととした。

具体的な改正点は,ま ず,環 境 ・安全等の

観点か ら必要最小限の項目について,現 状 を

悪化 させ るものは,ユ ーザーに販売 されない

ようにす るため,最 低限遵守すべ き品質項 目

及び水準 を設定 している(表2参 照)。

そして,第 一次供給者である輸入 ・精製業

者は,自 らの責任においてその規格 をみたす
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ことを確認 した上で製品を出荷することとし

ている。 また,末 端販売業者については,そ

の規格 を満 たさない製品を販売してはならな

いこととしている。このような品質項 目を管

理するための枠組みは,可 能な限 り企業 自ら

の責任に基づ く管理 を基本 としてお り,特 石

法廃止の趣 旨や期待 される効果 を減 じること

のないよう配慮 したもの となっている。

また,性 能等に関わる品質問題は,基 本的

には消費者の選択に委ねることが適 当と考 え

られ るが,石 油製品の品質は一般の消費者に

は識別困難であることから,一 定の水準 を満

たすことを示す特定のマークをサー ビスステ

ーション(以 下
,SS)等 に表示できる制度 を

導入 し,消 費者の商品選択の便宜 を図ること

とした。

(4)流 通効率化の推進(指 定地区制度の廃止)

日本のSSは,依 然 として,販 売量では米

国の%,欧 州の%で あり,ま た,販 売量当た

りのコス トも大 きく,一 層の効率化 を進める

ことが必要 と考えられる。

こうした観点から,地 域 を定めてSSの 建

設制限 を行 って きた指定地区制度 について

は,競 争抑制的な側面が強いため,国 内流通

の効率化 を一層推進するとの観点から,そ の

指定数 を現在の44地 区か ら段階的に減 らして

いき,1996年10月 には制度 自体 を廃止するこ

ととした。

なお,流 通効率化の進め方によっては,急

激な変化が起 こり,小 規模SSを 中心 とする

40万 人の雇用,SS経 営そのものへ多大な悪

影響を及ぼすおそれがあるため,こ の点につ

いては配慮が必要 と考 えている。

表2品 質 項 目 及 び 水 準

項 目 水 準 根 拠

鉛 検出されない 環境(NO。 等)

硫黄 0.01%(100ppm)以 下 環境(NO。 等)
ガ
MTBE* 7%以 下 環境(NOx等)

ソ ベ ンゼ ン 5%以 下 環境(人 体)

リ 灯油混入 4%以 下 安全
メタ ノー ル 検出されない 安全

ン

実在 ガム** 5mg/100ml以 下 安全

色 オ レンジ系色 安全

軽
硫黄 0.2%以 下(平9よ り0.05%以 下) 環境(NOx等)

セタ ン指数*** 45以 上 環境(NO。 等)
油 90%留 出温度 360℃ 以 下 環境(粒 子状物質)

灯 硫黄
0.008%(80ppm)以 下 環境(SOx等)

引火点 40℃ 以 上 安全
油
色 セ ー ボ ル ト****+25以 上 安全

(注)*MTBE(メ チル ・ターシャリー ・ブチル ・エーテル)

ガソリンのオクタン価を向上させるための添加剤

**実 在 ガ ム ガソリンを蒸発させた時に残る不純物

***セ タン指数 軽油の着火性能等を表す指標

****セ ーボルト 透明度を表す指数
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〔寄稿〕

ガ ス 事 業 法 改 正 の 要 点
一都市ガス事業分野 における規制緩和 一

多 田 明

・、バ 鰹 ・碧 ・'㍉'"!"詮 烈 至"蔦 、削"熱'こ

欝 藁 ・、 鴬・描 繕 ・ 欝,脚 ・ゐ ・鵜}西}撃

大 口需要向けガス供給に係 る料金規制,参

入規制の緩和 を主内容 とす る本年3月 のガス

事業法改正は,実 に24年 ぶ りのことであり,

この立案には足掛け3年 に及ぶ検討期間を要

した。 ここまでに至 る改正の経緯 と背景,並

びにその概要を述べれば,次 の とお りである。

弘(資 源エネルギー庁 公益事業部ガス事業課 課長補佐)

・"w・ 護 餐r・ ・ 、"r」i/:rJ・ ・

1.改 正の経緯及び背景

ガス事業法は,国 民生活や経済活動に密着

す るガス事業に,公 益事業 としての諸規制 を

行 うものであ り,そ の規制内容の変更は,広

く国民生活や経済活動に大 きな影響 を与 え

る。そのため,今 回の改正に当たっても,学

識経験者,消 費者代表,関 連業界代表等か ら

幅広 く参加 していただ く形で審議会 を開催

し,3年 越 しで検討が行われた。

まず,平 成3年6月,前 年6月 にとりまと

め られた総合エネルギー調査会の中間報告を

受ける形で,総 合エネルギー調査会都市熱エ

ネルギー部会の下に 「ガス基本問題検討小委

員会」が設置された。同小委員会 では,天 然

ガスの重要性,そ の導入の主要な担い手 とし

てのガス事業の果たすべ き役割 と課題 を中心

に,一 年に亘る審議が行われた。平成4年5

月,そ の結果をとりまとめ,「大 口需要に対す

るガス供給については,一 般家庭等の小 口需

・ ジ 忌"、
"濯 、'躍

・ ・曳"跨 ・ 輯 ・ 盤 諜
軍 綴v'、 夷 窪、tS,驚3・

要 に関する諸規制 との整合性を確保 しつつ,

当事者間の交渉 を基本 とす る方向で事業規

制,料 金制度の見直 しを進めるべ きである」

ことなどが提言された。

この提言を受けて,平 成5年5月 以降,都

市熱エネルギー部会及びその下部機関として

設置された 「ガス政策小委員会」において,

今後のガス事業政策の在 り方について,広 範

な視点から議論が行 われ,平 成6年1月28

日,「大口需要向けガス供給に関する事業規制

の緩和等 を行 うべ き」旨の報告書が とりまと

め られた。

続いて,同 報告書が指摘 した上述の規制緩

和等を具現化す るため,ガ ス事業法の一部改

正案が立案 され,第129回 国会への上程及びそ

の後の国会審議iを経て,平 成6年6月24日 公

布 され,本 年3月1日 よ り施行 された。

2.改 正の概要

(1)大 ロ需要向けガス供給に関する事業規制

の緩和(図 参照)

①料金規制の緩和(図 中@)

従来,一 般ガス事業者は,原 則 として,通

商産業大臣の認可 を受けた供給規程以外 の供

給条件によるガス供給を禁止されていた。 し

か し,今 回の改正により,ガ ス供給先が大 口
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需要の場合,現 行の料金規制を緩和 し,原 則

として当事者間の自由交渉による供給条件の

決定 を認めることとした。

なお,大 口需要に対す るガス供給,す なわ

ち 「大 口供給」は,省 令において,年 間契約

数量200万m・/11,000kcal以 上 を量的基準 とす

るほか,脱 法行為防止の観点か ら適切な未達

補償条項の設定,累 犯行為者の排除及び立上

り条項の適用 を規定 した。

②参入規制の緩和

(ア)一 般ガス事業者(図 中⑤)

従来,一 般ガス事業者は,原 則 として,自

らの供給区域以外 の地域におけるガス供給 は

認められていなかった。今回の改正によ り,

大 口供給に限 り,一 定条件下で供給区域外 に

おいてもガスを供給できることとした。

(イ)一 般ガス事業者以外の者(図 中◎)

従来,一 般の需要に応じて導管によるガス

供給を行 うためには,一 般ガス事業者の許可

をとり供給区域 を設定 した上,供 給義務 を伴

いつつ事業 を行 うことが必要であった。 しか

し,今 回の改正により,大 口供給に限 り,供

給区域の設定や供給義務のない一般ガス事業

者以外の者であっても,一 定の条件下で,ガ

スを供給できることとした。

なお,一 般ガス事業者以外の者 とは,今 回

の改正によ り,新 たに 「大 ロガス事業者」 と

して定義 した。具体的に,ど のような者によ

りかかる大 口供給への新規参入がなされるの

か,現 時点では確定的に想定するのは困難で

あるが,一 般論 として,国 産天然ガス開発事

業者,副 生ガス発生プロセスを有する鉄鋼会

社,石 油会社等 自らガス導管やガスを保有す

る事業者が参入する可能性が想定される。

(2)保 安規制の合理化,見 直 し

①大 口供給に係 る保安規制の整備

今般,法 改正では,新 たに設けられた大 ロ

ガス事業(大 ロガス事業者の行 う大 口供給 と

一般ガス事業者がその供給区域以外の地域に

おいて行 う大 口供給 とを合わせて 「大 ロガス

事業」 と定義)に ついて も,保 安規制が必要

なので,既 に一般ガス事業者が供給区域 内で

課せ られている保安規制の うち,公 共の安全

確保の観点から課せ られている保安規制につ

いては,大 ロガス事業者に関 し準用すること

とし,他 方,需 要家に対する供給義務の観点

か ら課せ られている規制は適用 しないことと

した。

②ガス主任技術者試験事務の民間委託

現行 のガス主任技術者国家試験は,ガ ス工

作物の工事,維 持及び運用に関する保安に必

要な知識 ・技能について,毎 年1回,ガ ス主

任技術者免状の種類ごとに通商産業大臣が実

施 しているが,こ れを行政事務簡素化の観点

か ら,名 称を 「ガス主任技術者試験」に改め

るとともに,通 商産業大臣が,そ の指定する

者に,こ の試験の実施に関する事務 を代行 さ

せ得るもの とした。

③電気事業法 との重複適用の排除

従来,例 えば,ガ ス燃料 を使用する火力発

電所は,電 気事業法による 「電気事業者」 と

して,ま たガス事業法による 「準用事業者」

として双方の規制 を受けてきた。今 回の改正

により,準 用事業者に課せ られてきた工事計

画の届出,技 術基準適合維持義務,技 術基準

適合命令,主 任技術者の選任,報 告の徴収に

ついては,電 気事業法に同様の規制があるこ

とを踏 まえ,電 気事業法の適用 を受ける者に

は,鉱 山保安法や高圧ガス取締法の適用 を受
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ける者 と同様に,準 用事業者の適用 を除外す

ることとした。

③ その他

一般ガス事業者が現在取 り組みつつある熱

量変更の実施に備 えたガス熱量変更引当金 を

はじめ,退 職給与引当金等の積立てが十分に

行 われないときは,将 来,そ れ ら費用への対

処が困難 となり,公 益事業に要求される事業

の適格な遂行に支障を来すおそれがある。

今回の改正により,こ れらの引当金の確実

な積立てを担保す る観点から,こ れまでの一

般指導に替えて,通 商産業大臣が,新 たに積

立命令 を発動す ることができることとした。

また,違 反への罰則強化等所要の改正 を

行 ったほか,地 方税法,道 路法等の関係法律

の改正 も行 った。

[現行のガス事業規制]一 骨子:① 認可料金により,② 自社の供給区域内で,◎ 一般ガス事業者が供給

〈供給区域内〉

卜般ガス事業者(A)]

料金(認 可)〔 劃

料金
(認可) 壷
[一般ガス事業者(B)]

料金(認 可)〔 望 」

壷

〈供給区域外〉

供給全面禁止

料金
(認可)

図
匿

く フ7〔 篠 舞;欝 糊 伽 以上(",000kcal/所換算)]

[規制緩和後のガス事業規制]一 骨子:① 原則として自由な価格設定により,② 供給区域外及び他者の供給
区域内においても,◎ 一般ガス事業者以外の者も供給

〈供給区域内〉 〈供給区域外〉

原則自由な

価格設定

◎〕腕(

[一般ガス事業者(B)]

原則自由な

価格設定

◎〕蝋

幽 千

魎
÷ ◎

1(許 可)

◎ ◎(届 出)!

(許可〕

L【 大ロガス事業者(X)】 ・

幽
▲

つ 一 一一 一 」

魑
/◎(届出
→変更勧告
→変更命令)

歯
図 ガス供給に係る規制緩和の方向
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湊灘 慈潔

〔寄稿〕

スイスにおける低 ・中レベル放射性

廃棄物処分施設のサイ ト決定経緯

カ ー ラ マ ン ツ ナ ボ イ ル*(コ レンコ・パワー・コンサルティング社シニア・プロジェクト・マネージャー)

抄 訳 蛭 沢 重 信 僅 蘇 莞ず 薫魑 嘉灘 翻)

灘難潔湊

1序

スイスにおける低 ・中レベル放射性廃棄物

処分のためのサイ ト選定は,一 方で必要な安

全性要求事項 を,ま た一方で民主主義に基づ

く国民の(特 にサイ ト候補地住民の)権 利を

考慮せねばならず,極 めて多大な努力 と長期

の歳月を要する仕事 であった。

調査開始の初期には,100に 及ぶ立地地域の

オプションがあった。放射性廃棄物管理全国

組合(NAGRA,SwissNationalCooperative

forDisposalofRadioactiveWaste)は,サ

イ ト候補地の調査 を行 って次第に対象の絞 り

込みを行い,最 終的に,3種 類の母岩で4箇

所の可能 性のあるサイ トを選定 した。(図1参

照)

低 ・中レベル放射性廃棄物の処分場 として

国家的立場で受容できるサ イ トを見いだすの

に,10年 以上の歳月を要 した。NAGRAが 主

導するスイスの調査機関は,次 の項 目を含む

い くつかの分野の仕事に関与 した。

*計 画立案

*サ イ トに固有 な調査

*法 的および政治的側面

*市 民対策活動

2ス イスにおける最終処分場選定計画の

作成

NAGRAの 主な仕事は,低 レベル,中 レベ

ルおよび高レベル放射性廃棄物に対する最終

処分場の計画作成 と建設である。

NAGRAの 最初の主要な付託業務 は,原 子

力発電所の操業みならず,医 療,産 業および

研究活動の分野か ら発生するあらゆる種類の

放射性廃棄物について,安 全な処分の実現可

能性を証明す ることであった。この目標を達

成するため,NAGRAは 「ProjektGewahr」

(以下,「 保証プロジェクト」という)と 呼ば

れるプロジェク トを開始 した。

6年 に亘る調査研 究のすえ完成 した 「保証

プロジェク ト」報告書の構成を図2に 示す。

これ らの報告書 と補足技術資料が,1985年,

スイスの規制官庁 に提出された。それらは,

科学的研究業務 に従事す る人々ばか りでな

く,政 治に関心のある一般市民にとって もア

クセス可能なものであった。

*KahramanTunaboylu

SeniorProjectManager NuclearTechnologyandSafetyColencoPowerConsultingLtd.(Switzerland)
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図1低 ・中レベル放射性廃棄物処分の候補サイト

＼

NGB85-01

スイ スの核燃料廃 棄物管理:
「保証プロジェ クト」1985の コ

ンセプ トと概要

1
NGB85-02

放射性廃棄物:
処分場の種類ごとの特性と配置

i
1

i
NGB85-03 NGB85-06

高レベル廃棄物処分場:

建設と操業

低 ・中レベル廃棄物処分場:

建設と操業

1 1
NGB85-04 NGB85-07

高レベル廃棄物処分場:

安全バリアシステム

低 ・中レベル廃棄物処分場:

安全バリアシステム

1 1
NGB85-05 NGB85-08

高レベル廃棄物処分場:

安全報告書

低 ・中レベル廃棄物処分場:

安全報告書

図2「 保証プ ロジェク ト」報告書の構成
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スイス当局は,こ のプロジェクトの結果 を評

価,確 認 し,NAGRAに 対 しサイ トの詳細調

査開始についてグリー ンランプを与えること

となった。低 ・中レベル放射性廃棄物処分場

の建設は,2000年 以前の開始を目途 として,

高い優先順位 を与えられた。

2.1低 ・中レベル放射性廃棄物の処分コンセ

プト

スイスでは,最 終処分のコンセプ トが,規

制ガイ ドラインR-21(1980年)の 中に明文

化されている。これは,ス イス連邦原子力施

設安全委員会(KSA)お よび連邦エネルギ

ー局の原子力安全部(HSK)が 発行 した も

ので,最 終処分の防護 目標 を示 している。(表

1参 照)

「保証プロジェク ト」に対 してはい くつか

の公式の要請があったが,主 なタスクは二っ

である。(表2参 照)

長期安全性 と技術的実現可能性の具体化面

では,両 者は密接に リンクしている。しか し,

長期安全性の実証 を最重要 としている。

低 ・中レベル放射性廃棄物に対するスイス

の処分 コンセプ トのフレームは,以 下の事項

となっている:

○ 低 ・中レベル放射性廃棄物の処分場は,

スイス国内に建設すべ きである。

○ 主 として工学バ リアに依存す る浅地中施

設の建設は,ス イスでは処分 に対する法的

要求事項および高い人口密度のゆえに,検

討の対象外 とす る。

その理由は,た とえ建設 して も長期 間の

モニター を継続す る必要があ り,ま たモニ

ターの続行 によ りは じめて効果的な 「永久

貯蔵」が達成可能になるか らである。

○ 廃棄物は,適 切 な母岩中に設けた,水 平

アセス可能な空洞システムへの処分 を予定

している。(図3参 照)

表1R-21(1980)に 基 づ く最終処分の安全

防護 目標

処分場は,い ついかなる時点において も,

閉鎖着手後数年で閉鎖可能な設計 とす る。

閉鎖後の処分場は,安 全 ・監視の措置 を不

要なものとする。

封鎖 した処分場から生物圏に到達す る放

射性核種は,想 定可能ないかなるプロセス

と事 象 が発 生 して も,年 間個 人線 量10

mremを つねに超 えないもの とす る。

*こ の線量制限は,低 線量物質の摂取を含む,

想定可能 な全放射線の被曝合計値 に適用す

る。

(ス イスにおけ る一人あたりの平均バ ック

グラン ド放射線量は,250mrem/年 である)

表2R-21に 基づ く 「プ ロジェ ク ト保証計

画」の主要課題

綿密で詳細 な計画 を立案 し,ス イスにお

いて処分場の建設 ・操業が技術的に可能な

ることを証明するもの とす る。

あらゆる種類の放射性廃棄物の最処分場

を,公 衆に対 し許容値 を超 えた放射線 リス

クを与えることな く,今 日までの知見 と利

用可能技術の使用により実施可能なること

を,安 全解析に基づ き定量的に示す もの と

する。(長期安全性の実証)**

*実 現可能性の実証には,現 時点で予見不

能な未来技術を使用してはならない。

**現 在の知見水準に対応する結論のみに基

くものとする。
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このシステムは,大 型廃棄物容器の輸送

面で利点がある。原子力施設が廃止,解 体

されると,解 体廃棄物は大型容器に処理さ

れるか らである。

○ 処分場は,短 寿命の低 ・中レベル放射性

廃棄物の処分 に限定する。長寿命核種の量

は,処 分場の操業許可時に,サ イ ト固有の

安全解析に基づ き,連 邦当局が定め る絶対

限界安全値 より低 くなければならない。

○ 完全な品質保証システムを実施 して,公

認 された性状の廃棄物のみが処分場に処理

されていることを保証するもの とす る。

廃棄物は,そ の起源および処理,中 間貯

蔵 と輸送 を経て処分場での定位置に至る,

すべての履歴 を文書化するものとする。

○ 処分場は,既 存の原子力プラン トのライ

フサイクルにより発生する廃棄物の量,お

よび医療,産 業,研 究の各分野か ら収集期

間内に発生す る廃棄物量を収容できる設計

とす る。

また,こ れ らを超過する処分要件に対 し

十分な裕度 をもった設計 とする。

○ 地下処分場 は,何 らの監視措置 を取 らず

とも必要な長期安全性が確保 されるものと

図3低 ・中レベル廃棄物処分システムの概要
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す る。 しか し,あ る程度の監視措置はあ り

うるもの とす る。少 なくともアクセス トン

ネルが開口している間は行われることが考

えられる。このような管理方法の採用によ

り,モ ニタ リング続行か,ア クセス トンネ

ルを埋め戻 し密閉す るかの決定 ・選択 を,

将来可能なものにす る。

2.2ス イスにおける廃棄物インベントリ

処分場の操業フェー ズおよび閉鎖後フェー

ズの双方について安全解析を実施するため,

各種廃棄物の量 と特性に関する情報を取得す

る必要がある。

スイスの廃棄物 インベ ン トリについては,

その起源に対応 して,次 の分類がなされてい

る。

●原子力発電所運転廃棄物(BA)

●再処理廃棄 物(低 ・中レベル廃棄 物の

み);(WA)

●原子力発電所の廃炉廃棄物(SA)

●医療,産 業および研究分野か らの廃棄物

(MIF)

原子力発電所から発生する廃棄物(運 転,

再処理お よび廃止措置)の インベ ン トリは,

発電容量(2930MWe)に 基づ き計算 される。

MIF廃 棄物 については,廃 棄物の収集期間

が考慮された。全体計画は,2050年 か ら2060

年 までのタイムスケールを想定 している。そ

の他のカテゴリーに入 る処理済み廃棄物の量

を図4お よび表3に 示す。

さらに必要 なことは,廃 棄物を処分カテゴ

リーに分類するこ とである。スイスでは,2

種類の処分カテゴ リーが考 えろれている。(表

4参 照)

廃棄物ごとにニアフィール ドとファフィー

ル ドの挙動 を求めるため,発 生起源による廃

棄物分類か ら,特 性的により正確 な廃棄物区

分(廃 棄物グループ)へ の再分類が必要 とな

る。

この分類により,安 全解析の精度が一層向

上す る。

スイスでは放射性廃棄物のインベ ン トリ把

握作業は,過 去2回 行われた。

一度 目は,1985年 までの 「保証プロジェク

ト」 を通 じてであ り,

二度 目は,よ り精度 を高 くして行 われたサ

イ ト選定期間(1985～1994)を 通 じてである。

廃棄物のインベン トリは,廃 棄物処理,固

化および核種計測の品質保証 ・品質管理 を考

えると,今 後数年でさらに正確に把握される

ことと思われる。

2.3廃 棄物処分の安全性

廃棄物処分の安全性に関して,以 下の原則

が適用 され る。

○ 廃棄物処分の安全性は,多 重バ リア系に

よる保証 とする(図5参 照)。 処分場への受

入れは,固 化体廃棄物に限定す る。セメン

トその他の適性物質 よりなる耐浸出性母材

が,第 一の核種封 じ込め機能 を果たす。そ

の他のバ リアは,廃 棄物容器,空 隙部埋め

戻 し材,ラ イニングおよび母岩 とする。

○ 安全性は,工 学バ リア と天然バ リア(い

わゆる地圏)と を組み合 わせ確保する。地

圏には,水 文地質学的バ リアとして第一義

的役割 と,工 学バ リアに対す る物理的防護

の役割 とを期待す る。

○ サイ トの地質,処 分場 の工学的設計,廃

棄物特性に関するデータか ら,処 分 システ

ムの安全 性に関す る定量的情報を取得す る
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2010

年

BA=原 子力発電所の操業廃棄物

MIF=医 療,産 業および研究活動からの廃i棄物(MIR廃 棄物;研 究施設

の廃止措置による廃棄物を含む)

WA=再 処理廃棄物

SA=原 子力発電所の廃炉廃棄物

図4低 ・中レベル放射性廃棄物の発生量予測

表3放 射性廃棄物の累積量予測

現行の再処理契約のみによるシナ リオ
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表4処 分のための廃棄物 カテゴリー

●低 ・中レベル廃棄物(L/ILW)

(低 ・中レベル放射性の短寿命核種)

●高レベル廃棄物(HLW)

このカテゴリーは 燃料要素(FE),再 処理 しない使用済燃料

次のものを含む 要素*

中レベル放射性の長寿命超ウラン核種

(TRU)*'

中 ・長寿命の核分裂生成物(FP)**

*)処 分 を行 う前に特別な処理 と容器への封入を行 う。

**)使 用済燃料を再処理した後の高レベル廃棄物固化体

科学的手法の開発が進め られ,国 際比較に

よりテス ト(検 証,検 討 ・評価)が なされ

て きた。処分場で起 こるプロセスは,自 然

界でも観察できる。 自然系 との比較,つ ま

'り
,ナ チュラル ・アナログである。処分場

の安全性評価に使用す る数学的モデルの信

頼性を高めるため,自 然系 との比較 を利用

するものとする。

○ 「処分場の管理」は,密 閉状態にある処

分空間の品質保証,別 言すれば,ニ アフィ

ール ドのモニタ リングや,処 分空洞の密封

作業期間中の監視などを意味すると理解す

る。処分空洞直近からの水のサンプ リング

を行 ってその解析 を実施 した とき,ニ アフ

ィール ドの地圏に許容値 を超 えた汚染がな

いことを証明 しなければならない。

監視は,安 全性の保証に万全 な要素 とな

りうるものではない。それは,安 全に対 し

積極的機能 をもつ ものではな く,将 来のみ

ならず現在の世代に対 して,単 に公的な規

制条件に照 らして処分場が安全 であること

を示す,明 白な最新情報を提示するに過 ぎ

ぬものだからである。

○ 監視 と予知の方法は,い ずれに しても,

処分場の長期安全性に悪影響 を与えない方

法で行 うもの とする。特に,こ れ らの管理

方法がニアフイール ドの化学的性質にマイ

ナス影響 を与える ものであってはな らな

い 。

○ 廃棄物の取 り出しは,技 術的に問題がな

く経済的に も妥当な費用でなしうるとして

も,長 期安全性の観点か らは排除される。

定置 した廃棄物の再取 り出しは可能である

が,再 取 り出しに要する費用は,処 分場に

廃棄物 を定置 した後の経過時間 とともに増

加する。従 って,再 取 り出しできるのは,

費用が妥当 とみられる時点まで となる。

3.サ イ ト選 定 の プロセ ス

図1に 示 した候補サイ トの評価 に,地 質学

的および水文地質学的データが必要 となる。

これらのデータの一部は,実 施済みの研究か

ら入手可能だが,新 規データの取得には,目

標を定めた別途の調査計画が必要である。

一36一



固化媒質

(セ メン ト,ビ チュー メン,樹 脂)

●放射性核種の低 い漏出率

容器,容 器内充填材,廃 棄物 ドラム缶

(コ ンクリー ト/セ メン ト

●低 い溶解,移 行率

●放射性核種の収着

●化学的緩衝材

・グラウ ト/鉄)

定置のための空洞,ラ イニングおよび埋め戻し材

(コンクリー ト/特 殊なモルタル)

●水の接近の抑止

●漏出開始時期の抑制

●低い溶解,移 行率

●化学的緩衝材

●放射性核種の収着

●ガス漏出の許容

地質バ リア

処分場ゾーン:

●低い水流束

●好ましい水文化学条件

●構造的安定性

地圏:

●放射性核種の遅延(収 着,拡 散)

●放射性核種濃度の減少(希 釈,放 射性壊変)

●工学バ リアの物理的防護(例 えば,氷 河によ

る浸食からの防護)

図5短 寿命廃棄物のための安全バ リアシステム
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3.1サ イ ト選定と評価手順のための評価クラ

イテリア

ウェイ トづけした複数のクライテ リアを用

意 して,サ イ トの適合性評価 を実施する。最

も重要なものは,放 射線安全(処 分場操業時

の安全性 と施設密封後の長期安全性である)

に関連するクライテ リアである。このような

見地か ら,放 射線安全の要求事項を満足でき

ないサイ トは検討対象から除外 となる。長期

安全性には地質学的状況が影響する。例えば,

処分場 となる空洞が適性を欠 く岩石ゾーンか

ら必要な距離を隔てて設置できないとき,サ

イ トは放棄 となる。

また,サ イ トの評価においては,工 学的な

実現可能性(岩 石力学的パ ラメータ),環 境影

響,お よび土地利用計画に係 る規制(特 定の

環境保護に関する法,輸 送問題,区 割 り規制,

農業,そ の他)を 考慮 しなければならない。

4つ の候補的サイ トに対する評価手順 を図6

に示す。

上述 した4つ のサイ トに対す る評価結果 を

表5に 示す。

4つ の候補サイ トの概要 を図7に 示す。

スイス連邦政府に提出 したNAGRAに よ

る評価は,ワ ー一一eeング・グループAGNEB(放

射性廃棄物管理に関する連邦政府のワーキン

グ ・グループ)が 検討を行った。 このワー キ

ング ・グループは,複 数の関連グループから

選 出された人々による構成 となっている。

・スイス連邦政府

・スイスの電力会社

・スイスの研究開発機関

・規制機関(HSK)

AGNEBに よる評価結果の概要 を表6に 示

す。

この調査結 果に基づ き,NAGRAは,最 終

的 に,ル ツェル ン近 くのヴ ォルフェ ンシー セ

ン(ニ ー ドバルデ ン州)に あ るヴ ェレンベ ル

グ(Wellenberg)サ イ トを選定 し,政 府 に推

薦 した。

3.2政 治的要求事項

サイ トの選定は,す べてのサイ トについて

平等に扱 うという政治的プレッシャーと,連

邦評議会がすべてのサイ トに関 して比較可能

な地質学的情報 を要求す る とい う事情があ

り,こ れらに対応した進行 となった。4つ の

ケースともすべて,調 査計画か ら入手した情

報のレベルは,地 質学的および他の関連 クラ

イテリアに照 らして,そ れぞれ を比較評価す

るのに十分 なものであった。サイ ト調査 の開

始時点では,利 用可能な情報の範囲に差異が

あったため,そ れを考慮 した。

政治的な面か らみたサイ トの受容性がサイ

トごとに異なるという事実は,法 的手続きに

更に時間を必要 とすることを意味す る。しか

し,実 際には行政手続 き面の理由によって放

棄 されたサイ トはなかった。ボア ・ド・ラ ・

グレイブ(BoisdelaGlaive)に おいては,

「具体的な調査」 を実施するという連邦評議

会の要求が,法 的手続 きならびに必要な作業

の開始前段階で地元コミュニティであるオロ

ン(0110n)と の協議に5年 以上を要するとい

う負担 をNAGRAに 強いることとなった。

ヴェレンベ ルグの場合には,法 的手続 きは

より短期間で終了した。この場合には,信 頼

できる方法でサイ トの長期安全性を実証 した

ので,そ の後 に地元コミュニティ(ヴ ェレン

ベルグ)を 見つけ出すことができた。

ヴェレンベルグでのボー リング調査が良好
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NAGRAに よる立地決定

立地決定の公表

文書化

AGNEBの 意見

サイト報告書:EVED
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図6ヴ ェレンベルグ 低 ・中レベル廃棄物処分場の許認可手続き
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表54候 補サイ トの評価結果

ボ ア ・ド・ラ ・グ レー プ オーバーバ ウエ ンス トック ビ ッツ ・ピアン ・グラン ド ヴ ェ レ ンベ ル グ

評価にサイ 大規模無水セッコウ堆 低透水性のマールと想 トンネル近傍の結晶岩 低透水性のマールと想定

トを含めた 積物が存在するとの予 定された,広 範囲に存 盤中に存在 した既知の された大規模領域 の存

理由 測。利用可能だった広 在する既知堆積物。 乾燥領域。 在 。

範囲な情報。 調査可能1生が良好である

こ と。

輸送機関との接続が良好

であ ると想定 され たこ

と 。

建設実行面 工学面では岩盤は良好 岩盤構造学的には場所 岩盤構造学的には場所 岩盤構造学的には場所と

の諸問題 だが,化 学面では活性 と して 申 し分 な し。 と して 申 し分 な し。 して 問題 な し。

で あ る こ と。(腐 食,亀 岩盤中に存在するガス 冠水の危険あり,対 策 岩盤中に存在するガスに

裂のある岩盤に処分 し に対策が必要。 が必要。(貯水池の近傍 対策が必要。

た場合の水への防護) のため)

環境,計 画 意見の対立あり。 意見の対立あ り。(自然 意見の対立あり。 意見の対立あり。

廃棄物は長距離輸送が 保護地域) 長距離輸送が必要,一 輸送は比較的短距離,道

必要 。 輸送は,比較的短距離, 部 はアルプスルー トを 路および鉄道との接続は

道路との接続は不良, 通過 。 良好(鉄 道は入口まで通

鉄道との接続なし。 じる)。

総合評価 サイ トを除外する理由 サイ トを除外する理由 サイトを除外する理由 サイトを除外する理由な

なし。安全面よりは合 なし。安全面よりは合 なし。安全面から合格 し。安全面よりは合格。

格の見込。しかし,建 格の見込。重大な欠点 の判定は困難。建設上 建設実行面と安全性実証

設実行面の諸問題と地 は,母 岩の範囲が狭小 の諸問題と環境保護に 面で,他 のサイ トと比較

質学的に予測不能の リ な るこ と。 ついては,否 定的な面 し明らかに優位。

スクに関しては,否 定 が支配的。

的な面が支配的。

表64候 補サイトに対するAGNEBの 評価結果

ボ ア ・ド・ラ ・グ レー プ オーバーバ ウエ ンス トック ビッツ・ピア ン ・グラン ド ヴ ェ レンベ ル グ

長期安全性 サイトとして適地と想 サイトとして適地 と想 サイトとしての適合性 サイトとして適地の見込

定 す る。 しか し,調 査 定する。信頼 しうる安 に限界あり。信頼しう み。地表から調査できる

縦坑を建設しても,長 全性の実証には,調 査 る安全性の実証には, 可能性は大。失敗の リス

期安全性の実証は困難 縦坑の建設が必要。失 調査縦坑の建設が必 ク は小 。

な見込。失敗の リスク 敗の リスクは避 け難 要。失敗のリスクは避

は避け難い。 い 。 け難 い 。

実現可能i生 処分場建設に特段の問 処分場の建設は可能の 処分場の建設は可能の 処分場の建設に特に問題

題はない見込み。 見 込 み 。 見 込 み 。 はない見込み。

鉄道との接続は可能性 サイトは,地 形面から

な し。 は不 適。
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ボ ァ ・ド ・ラ ・グ レー プ 〔B口G〕

Otkm{CantonVaud},aralydriteh◎strock

オ ー バ ー バ ウ エ ン ス ト ツク 〔OBS〕

Bauen(CantonUr{),ValanginianMarlbOstr◎ck

ピ ッッ ・ピ ア ン ・グ ラ ン ドO⊃PG〕

臼ossauMes。CC。{CantonGraubUnden),orystallineho$trock

ヴ エ レ ン ベ ル ク{W.LB]

Wolfenschtessen(CantonNidwalden},Va】angintanMarlhostnck

図7候 補サイトの概要

であ り,レベルの高い情報を取得 できたので,

よ り高い信頼1生をもって安全性の実証が可能

になっている。施設内に トンネル掘削を行 う

次のステージへの進行 には技術的および経済

的 リスクを伴 うが,ヴ ェレンベルグの場合,

リスクは他のサイ トよりも著 しく小 さくなっ

ている。

4.許 認可手続 き

スイスでは、許認可に複数の機関(連 邦、

州、 コミュニティ)が 関係するため、許認可

手続 きは極めて時間を要する作業 となる。(表

7参 照)

ヴェレンベルグにおける許認可手続きを図

8に 示す。
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また,建 設状況 を図9、 図10、図11に 示す。

こ ・で,ヴ ェレンベルグの低 ・中レベル放

射性廃棄物処分場における主な意思決定のス

テップ をまとめると,次 のとお りである。

01985～1994,科 学的調査 を実施するため、

低 ・中レベル放射性廃棄物の4つ の候補サ

イ トそれぞれに対 して、NAGRAは 、地元

住民への説明 ・協議活動 を実施。

01994.6.10,ヴ ォルフェンシーセンで住

民投票があ り、処分場の受け入れが決定。

(建設賛成322票 、反対189票)

○ 連邦政府 レベルでは、次のような許認可

のステップがある。

・第一に、一般許可

・第二に、原子力施設建設許可

○ コミュニティお よび州 レベルでの建設許

可に係わる許認可手続 きが並行 した進行 と

な る。

(図6参 照)

5.抄 訳者むすび

スイスにおいては,低 ・中レベル放射性廃

棄物処分場の候補地が,1993年 の6月 に発表

され,昨 年6月 には地元 自治体が処分場の受

け入れを決定す るな ど,よ うや く処分事業の

実現化への第一歩を踏み出した状況にある。

NAGRAは,従 来行われてきた研究開発か

ら得 られた科学,技 術力に対 して絶対の 自信

をもってお り,研 究開発の過程 で国際協力を

積極的に進めてきた結果,ス イスは科学,技

表7許 認可事項と担当機関

許認可事項 法的根拠 責 任

土地利用ガイ ドラインの変更 州の建築法 州

地域計画の変更 州の建築法
一

コ ミュ ニ ア イ ー

地下利用の承認 州の法律 州政府/統 空議会

建築許可
州の法律お よびコミュニテ

ィー法律
州当局および地域当局

高速道路(建 設) 州の法律 州,あ る いは コ ミュニ テ ィー

鉄道の接続 特定の立法措置 連邦輸送省

水の保全 水の保全のための立法措置 州当局

水文工学 水の利権に関する立法措置 州当局

産業計画の承認 労働力に関する立法措置 州当局

環境保護

・騒音

・排気ガス

・廃棄物

・資材貯蔵

環境保護に関する立法措置 州当局

森林開拓 森林に関する立法措置 連邦,あ るいは州当局

自然および生物環境の保護 州の法律 州当局

建築物の調和 計画法,州 の法律 州 当局/コ ミュニティー

一42一



申請 決定

19941996

連邦

評 議会

認

97

承

19

原子力施設建設許可

申請 許可
19941995

許可

連邦199B

評議会

可

98

許

19

連邦

評議会

連邦

評議会

図8ヴ ェレンベルグ処分場に係る連邦レベル許認可手続き

愚灘
.灘
一馨

難難
鞍認

図9処 分場入口附近の概念図
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術的に世界をリー ドする国の一つ となったと

の自負がある。この点か らは処分場の実現は

いつでもできるという状況である。

一方で,ス イスは直接民主制が有効な政治

システムとして機能 してお り,民 意が直接意

思決定に反映されるとともに,手 続 き自体 が

/
/
/

積み込み作業の
ための空洞

操業のための
空洞 補助施設

.トンネM北 側)[エ ア ・ロツ
【

望一 一 一 學

捗 転回部(恥
～

髭 アクセスニトンネル(中央)
ク7ア クセス・トンネル(南側)

のための
空洞

○ ○

操業トン初 蛎1

準備室

D転 回舗 側)'

⊂=コー管理 区域

擁懸
.=一 蜜 ≦一 一 処分 空洞への
一玉一 一"μ 連絡 トンネル

ー

馨卦 婆 怒鯉).毒輩葦-誉

パ イロッ ト・トンネルザ

1箋 至婆染 　.
/

図10処 分場の廃棄物受け入れ施設

積み降しヱリア

移送 ゾー ン サー ビス ・ゾー ン

平面 図
取 り扱 いエ リア

1

　 　 縮盤 舞禁≒
霧 一響

一 、己
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塾

処薫 甥 一欝 驚 鷲 画管理エリア アクセゐトンネル ミ
(容器の)

断面図

一轟 集
屋根部

髪　夢 床部

--弄 一軍

　
側面図 クレーン 母岩(トンネルのライニングを含む)獲

/
連絡トンネル

処分容器 駆動車
50m

図11処 分場の処分空洞
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複雑 になっている。このため,放 射性廃棄物

処分のように社会的な側面 を持つ問題の解決

には,こ の面か らの難 しさも持 ち合わせてい

るといえよう。

スイスでは,現 在,新 規原子力発電所建設

が凍結 されてお り(モ ラ トリアム),エ ネル

ギー問題について落ちついた議論がで きる時

期 であるとされている。NAGRAと しては,

この時期 を有効に利用 して,低 ・中レベル放

射性廃棄物の処分問題 を前進 させたい と考 え

ている。
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〔調査研究報告〕

「CO
2回収型発電システム」における

エネルギー収支およびCO2排 出量の

ライフサイクル分析

和 久 英 樹 催 猛議 冒一総合工学研究所)

このような背景 を踏まえ,当 研究所では,
1.は じ め に

平成5年 度か ら新エネルギー ・産業技術総合

20世 紀が大量生産,大 量消費,大 量廃棄 を

前提 とした技術文 明の社会 であったのに対

し,21世 紀は地球にや さしい環境調和型の経

済社会が期待 されている。忍び寄 る地球温暖

化の環境危機 を防 ぐには,エ ネルギー消費の

節減,さ らには炭酸ガス放 出の抑制が現代 に

生 きる我々に課せ られた急務 となっている。

その対策の一つ として,新 しいエネルギー

技術の導入 ・普及策の検討においては,所 謂

「揺 り篭か ら墓場まで」の 「トータル」でみ

たエネルギー収支,コ ス ト,環 境負荷 などを

算出 し,こ れ と既存技術の各パラメータとを

比較検討 し,新 技術の導入 ・普及効果 を評価

する方法が採 られるようにな りつつある。

また,電 力供給における環境対策面につ い

ては,地 球温暖化 をもたらす元凶のひ とつ と

されているCO2の 排 出削減 を狙 った 「CO2

回収型発電システム」は,一 つの対象新技術

として注 目の的となってきた。さらに,環 境

負荷 面 で の改善 につ いては,窒 素 酸 化物

(NOx),硫 黄酸化物(SOx),煤 塵,廃 棄物,

その他の排出について も,エ ネルギー システ

ムのライフサイクルを考慮 した総合的評価の

必要性が指摘 されるようになっている。

開発機構の委託 を受け,化 石燃料エネルギー

システムのライフサイクルを考慮 した 「総合

的化石燃料サイクル」の分析評価手法の研究

に着手している。本稿では,こ の研究の中で

検討 した 「CO2回 収型発電 システム」に関す

るエネルギー収支分析及びCO2排 出分析の

検討結果 を紹介する。

なお,こ こでは発電プラン トとして,LNG

複合発電及び石炭ガス化複合発電の各々に対

し,CO2を 回収 した後に海中或は地中等への

隔離技術 を組合わせ たシステムを検討対象 と

している。

2.燃 料サイクルの分析評価手法

化石燃料エネルギーシステムのライフサイ

クル分析 は,発 電プラン トだけでなく燃料サ

イクルも含めた トータルシステムについて分

析す る必要がある。すなわち,発 電に係 わる

諸過程の建設,運 用において消費す る全エネ

ルギー を詳細に調べるこ とになる。そして,

投入エネルギー と産出エネルギー とから発電

システムのエネルギー収支を算 出す る。温暖

化影響に関す るライフサイクル分析は,投 入

エネルギーか ら計算できるCO2量 だけでな
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く,例 えば燃料採掘時に洩出する温室効果ガ

スの1つ であるメタンの量や,建 設資材であ

るセメン ト製造時のCO2量 につ いても検討

する必要がある。

発電 システムのライフサイクル分析法は,

ある特定の発電システムに係わる諸過程の技

術特性を明らかにし,そ れぞれの過程につい

て直接 ・間接に消費するエネルギー量 と排 出

してい るCO2量 を積み上げ法で分析 してい

く必要がある。その分析手順は以下のとお り

である。

① 発電システムの燃料採掘から輸送,精 製,

発電,廃 棄物処理に至る全てのプロセスの

特性 を明確にする。

② 各プロセスの建設 と運用に必要な資材 と

エネルギー量を調べ る。

③ 産業連関表あるいは製品製造プロセスか

ら,資 材のエネルギー とCO2原 単位 を求め

る。

④ 発電システムについて,ラ イフサイクル

で見た各プロセスの投入エネルギーの総和

と発電電力量 とから,両 者を比較す るエネ

ルギー収支を求める(図1)。

⑤ ライフサイクルで各プロセスから直接,

間接に排出する温室効果ガス と,発 電時の

燃料か ら排出す るCO2量 とを足 し合わせ

ることで,発 電システムの温暖化影響を単

位発電 量kWh当 た りのCO2量 の値 で求

め る。

3.検 討範囲及び対象 システムの概要

(1)検 討 範 囲

ケーススタディに取 り上げた発電プラン ト

としては,石 炭火力 とLNG火 力発電プ ラン

トを対象 に,図2に 示す過程を検討範囲に し

た。それぞれの発電プラン トは,CO2回 収設

備 を付加 しない一般型発電プラン ト(べ 一ス

ケース)と,CO2回 収設備 を付加 し回収 した

CO2を 輸送 ・処理す る 「CO2回 収型発電 シス

テム」の場合について検討 した。

各過程では,投 入エネルギー として設備エ

ネルギー(プ ラン トの建設に必要なエネルギ

ー としての素材エネルギーや建設エネルギー

な ど)と 運用エネルギー(プ ラン トの保守 ・

運用に必要 なエネルギー)に分類 し検討 した。

(2)対 象 システムの概要

① 前提条件

モデルスタディの前提条件は,次 の よう

に想定 した。

a.発 電プラン ト

2000～2010年 頃新設され る発電プ ラン

トか らのCO2回 収 ・処理を想定

・ 設備利用率70%

・ 耐用年数25年

産 出エネル ギー

Out

(電気エネルギー)

図1発 電 システムのエネルギー収支
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b.発 電 容 量

・CO2回 収 な しのべ一 スケー ス:発 電

端 出力 を600MWに 設 定

・ 「CO2回 収 型 ケー ス」:燃 料使用 量 を

べ 一 スケー ス と同一 に設定

② 対 象 システム

対 象 システム は,表1に 示 す シス テム を

選定 した。発 電技術 は2000年 代 の主力 火力

発 電技術 として,LNG複 合 発 電(GTCC:

GasTurbineCombinedCycle)と 酸 素 吹

き石炭 ガ ス化複合 発電(IGCC:Integrated

GasificationCombinedCycle)を 選 定 し,

表1ケ ーススタディの対象システム

発 電 技 術 CO2回 収 技 術

LNG複 合発電 排ガスからの分離 ・回収(化 学吸収法)

酸素吹き石炭ガス化複合発電 燃焼前分離 ・回収(物 理吸収法)

①LNG複 合発電 一 排ガスからの分離 ・回収(化 学吸収法)

1350℃

ガ ス タ 　 ビ ン

LNGCO・ ・H・0・N・

Air__E,.2LS

ユ　　 　　

脱 硝 麟 駆c軌 分離

CO2回 収

H20,N2

② 酸素吹き石炭ガス化複合発電 一 燃焼前分離 ・回収(物 理吸収法)
　　て　

石 炭 。
i・ ・化炉1蝉 翫 糠 轡 ・歳 砺 ガスタービン 豪掛 ℃H・・…

… 酸紛 離,
、。C。,回 収A、,UL=IM

図2対 象システムのガス処理フロー

表2回 収CO2の 輸 送 ・処理方法

処理場所 輸送 ・処理方法 輸送距離 注入深度
(km) (m)

CO2ガ ス⇒パイプライン⇒深層海水注入

100

海中処理 液化CO2⇒ 船⇒洋上基地⇒深層海水注入 3,000
500

液化CO2⇒ 船 ⇒洋上基地⇒クラスレート化⇒海底還元

CO2ガ ス⇒パイプライン⇒地中 ・油田注入 100

500

地中処理 2,000

液 化CO2⇒ 船 ⇒受入基地⇒パイプライン(100㎞) 100

⇒地中 ・油田注入 500

5,000

12,000
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CO2回 収技術は,現 状の技術 レベルか ら発

電所規模 で工業的 にCO2を 回収で きる可

能性がある技術 を想定 した。各システムの

ガス処理 フローは図2に 示す。

回収CO2の 輸送 ・処理方式は,大量のCO2の

処理が可能 と期待 される海中処理,地 中処理

を選定 し,各 技術に対 して想定 される表2に

示す輸送・処理方法をスタディの対象 とした。

4.ケ ー スス タデ ィに適 用 したデー タ

(1)エ ネルギー,素 材及び炭素排出の原単位

エネルギー,素 材及び炭素排出の原単位 は,

表3,表4及 び表5に 示す。

表3エ ネルギー原単位

電 力 2,250kcal/kWh

石 炭 6,200kca1/kg

石 油 10,000kcal/kg

天然ガス 13,000kcal/kg

出所)総 合エネルギー統計

表5炭 素排出原単位

単 位 原単位

電 力(燃 焼) 9-C/kWh 107.0

石 炭(燃 焼) 9-C/Mcal 103.44

石 油(燃 焼) 9-C/Mca1 80.23

天然ガス(燃 焼) 9-C/Mcal 56.39

セ メン ト(製 造) 9-C/9一 セ メ
ン ト 0,214

出所 ・内山洋司,山 本博巳:発 電プラン トの温暖化

影響分析,電 力中央研究所報告

Y91015,1992

(2)素 材量および使用エネルギーの試算結果例

GTCCに 関す る設備及び運用エネルギー

を試算す るための素材量及び使用エネルギー

の試算結果例 を表6に 示す。

5.ケ ー スス タデ ィ結果

各プラン トの投入エネルギー、エネルギー

収支比、炭素排出量及び炭素排出原単位の試

算結果については、 それぞれ図3、4、5、

6に 示す。

表4素 材のエネルギー原単位

単 位 電 力 石 油 石 炭 合 計

鉄 Mca1/t 1,125 0 5,000 6,125

銅 Mcal/t 3,825 5,900 1,000 10,725

アル ミニウム Mcal/t 39,375 11,000 0 50,375

一

ス ァ ン レ ス Mca1/t 2,250 0 10,000 12,250

コ ン ク リー ト Mca1/t 44 104 61 209

ポ リエチレン Mcal/t 4,500 6,000 0 10,500

出所 ・科学技術庁資源調査会 エネルギー収支からみた自然エネルギー利用技術の評価

手法に関する調査報告 昭和57年11月30日

・内山洋司、山本博巳:発 電プラン トのエネルギー収支分析、電力中央研究所報告

Y90015,1991
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表6設 備 ・運用エネルギーの検討のための素材量 ・使用エネルギー量の検討結果例

(LNG複 合発電)

検討過程 使用素材量(t) 運用エネルギーを算出する
ための使用エネルギー量(探査試掘～発電プラン トまで)

鉄 銅 アルミニウム ステンレス コン列 一ト

探査 ・試掘 探査 ・試掘 800 1 2,400 試 掘エネルギー130ト ン/本(A重 油)

採掘 ・液化 掘削 8,000 6 24,000 掘 削エネルギー130ト ン/本(A重 油)

生産設備 9,800 25 430 採掘 ・液化のためのエネルギーは
生産天然ガスの15%

液化設備 6,100 70 700

貯蔵 ・出荷設備 540 560 3,700

港湾設備 1,300 3,100

輸送 輸送船 11,400 160 320 42(t/d)(A重 油)

発電プラン ト 港湾設備 7,200 18,000 修繕 ・保守エネルギーは、設備工
(CO2回 収 な し) ネルギーの1%

LNG荷 揚 ・ 1,200 750 3,800
貯蔵設備

発電設備 28,000 1,100 60 7,500

変送電設備 12,000 250 75,000

発電プラン ト 港湾設備 7,200 18,000 修繕 ・保守エネルギーは、設備工
(CO2回 収 あ り) ネルギーの1%

LNG荷 揚 ・ 1,200 750 3,800
貯蔵設備

発電設備 28,000 1,100 60 7,500

CO2回 収設備 3,500 30 50 3,600

変送電設備 12,000 250 75,000

表6設 備 ・運用エネルギーの検討のための素材量 ・使用エネルギー量の検討結果例一続き

(LNG複 合発電)

検討過程 使用素材量(t) 運用エネルギーを算出するため
の使用エネルギー量(回収CO2輸 送 ・処理設備)

鉄 ステンレス コンクリート ポリエチレン

液化 ・貯蔵 液化設備 1,200 3,200

貯蔵 ・出荷設備 4,000 3,200

船輸送 タ ンカー 60,000 船輸送エネルギーは輸送距離100㎞
当た り2,200(Kca1/t-CO2)

パイプライン輸送 パイプライン100㎞ 58,000 27,000 18,000
・集積所～

3000皿海 底 コンプレッサ 5,000

パイプライン50Q㎞ 350,00Q 140,000 87,500

コンプレッサ 5,000

・洋上基地～ 洋上基地 46,000 ・洋上基地か らの深層注入は

3000皿深 海 983(Kca1/t-CO2)
パイプライン 240 ・洋上基地からのクラスレート化海底還元は

3,672(Kcal/t-CO2)

・集積所～ パイプライン100km 54,000
地中

コンプレッサ 5,000

パイプライン500k皿 520,000

コン九 ッサ 5,000

・受入基地～ 受入基地 20,000 16,000 CO2注 入 エネルギ ーは

地中 30,100(Kcal/t-CO2)
パイプライン100㎞ 60,000
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LNG複 合発 電投 入エ ネル ギー(Tcal/年)石 炭 ガス化複 合発 電投 入エ ネル ギー(Tcal/年)

02004006008001,0001.2001・4001.60002004006008001,0001,2001,4001・600

①べ一スケース

②1イ方イン輸送(100㎞)一 深層庄入

パイプライン輸送(500㎞)一 深層庄入

③船輸送(100㎞)一 洋上基地

深層庄入

船輸送(500㎞)一 洋上基地
深層注入

④船輸送(100㎞)一 洋上基地
クラスレートイヒ畝

船輸送(500㎞)一 洋上基地
クラスレートイヒ∠主ジへ

⑤パイプライン輸送(100㎞)一
地中 ・油田庄入

パイプライン車継 …(500km)一

地中 ・油田庄入

⑥船輸送(100㎞)一 受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(500㎞)一 受入基地
地中 ・油田注入

船輸送(5000㎞)一 受入基地

地中 ・油田注入

船輸送(12000kn)一 受入基地
地中 ・油田庄入

設備エネルギー 運用エネルキー

①探査 ・試掘 ②採掘 ・液化■ ③輸送HIII④ 発電醸 ⑤輸送 ・処理笏 ⑥探査 ・試掘綴 ⑦採掘 ・液化 ⑧諭送■ ⑨発電　 ⑩諭送 ・処理口

図3回 収CO2輸 送 ・処 分 別 投 入 エ ネ ル ギ ー

LNG複 合発 電 エネル ギー収 支比 石 炭ガ ス化 複合 発電 エ ネル ギー 収支 比

(発 電電 力量/投 入 エネル ギー)(発 電電力 量/投 入エ ネル ギー)

864200246810

①べ一スケース

②パイプライン輸送(100km)一 深層庄入

パイプライン輸送(500k皿)一 深層庄入

③船輸送(1QQk皿)一 洋上基地深層庄入

船輸送(500km)一 洋上基地
深層庄入

④船輸送(100km)一 洋上基地
クラスレート化庄入

船輸送(500km)一 洋上基地
クラスレート化注入

⑤パイプライン輸送(100km)一
地中 ・油田庄入

パイプライン輸送(500km)一

地中 ・油田注入

⑥船輸送(100km)一 受入基地
地中 ・油田注入

船輸送(500km)一 受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(5000km)一 受入基地
地中 ・曲田注入

船輸送(12000k皿)一 受入基地
地中 ・油田注入

図4回 収CO2輸 送 ・処 分 別 エ ネ ル ギ ー 収 支 比
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LNG複 合 発電炭 素排 出量(kt-C/年)

0100200300400500

■設備エネルギー

①べ一スケース

②パイプライン輸送(100㎞)一 深層庄入

パイ方イン輸送(500㎞)一 深層注入

③船輸送(100㎞)一 洋上基地
深層庄入

船輸送(500㎞)一 洋上基地
深層庄入

④船輸送(100㎞)一 洋上基地
クラスレートイヒ1主ンk

船麩(500㎞)一 洋」齪
クラスレートイヒ畝

⑤パイプライン輸送(100㎞)一
地中 ・油田庄入

パイプライン輸送(500㎞)一
地中 ・油田庄入

⑥船輸送(100㎞)一 受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(500㎞)一 受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(5000㎞)一受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(120GO㎞)一 受入基地
地中 ・油田注入

石 炭 ガス化複 合発 電炭 素排 出量(kt-C/年)

0100200300400500600700

≡運用エネルギー 川発電燃料

図5回 収CO2輸 送 ・処分別炭素排出量

LNG複 合発 電炭素 排 出原単位(g-C/kWh)

050100150

①べ一スケース

②パイプライン輸送(100㎞)一 深層注入

パイプライン輸送(500㎞)一 深層注入

③船輸送(100㎞)一 洋上基地
深層庄入

船輸送(500㎞)一 洋上基地
深層庄入

④船輸送(100㎞)一 洋上基地
クラスレートイヒ畝

船輸送(500㎞)一 洋上基地
クラスレートイヒだEフk

⑤パイプライン輸送(100㎞)一
地中 ・油田庄入

パイプライン輸送(500㎞)一

地中 ・油田庄入

⑥船輸送(100㎞)一 受入基地地中
・油田庄入

船輸送(500㎞)一 受入基地
地中 ・油田庄入

船輸送(5000㎞)一受入基地
地中 ・油田注入

船輸送(12GOO㎞)一 受入基地
地中・油田注入

石 炭ガ ス化 複合 発電 炭素 排 出原単位(g-C/kWh)

050100150200

■設備エネルギー ≡運用エネルギー 川1発電燃料

図6回 収CO2輸 送 ・処 分 別 炭 素 排 出 原 単 位
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表7試 算結果のまとめ

LNG複 合発電

(GTCC)

石炭ガス化複合発電

(IGCC)
CTCC/IGCC

投 入 エ ネ ル ギー

べ 一 ス ケ ー ス(A) 1,100Tca1/年 750Tcal/年 1.47

CO、 回収型システム(B) 1,120～1,520T、al/年 770～1,470Tcal/年 一

(B)/(A) 1.02～1.39 1.03～1.96
一

エネルギー収支比

べ 一 ス ケ ー ス(A) 7.4 10 0.74

CO、 回収型 システム(B) 4.6～6.2 3.9～7.7
一

(B)/(A) 0.62～0.84 0.39～0.77
一

炭 素 排 出 量

べ 一 ス ケ ー ス(A) 460kt-C/年 670kt-C/年 0.69

CO,回 収型 システム(B) 125～160kt-C/年 125～180kt-C/年 一

(B)/(A) 0.27～0.35 0.19～0.27
『

炭素排 出原単位

べ 一 ス ケ ー ス(A) 1289-C/kWh 1999-C/kWh 0.64

CO,回 収 型 システム(B) 40～509-C/kWh 47～709-C/kWh 一

(B)/(A) 0.31～0.39 0.24～0.35
一

また,試 算結果 の ま とめ を表7に 示す。

① べ一 ス ケー スの場合,GTCCの 投 入 エネ

ルギー は,IGCCの 約1.47倍 と なって い る

が,こ れ はGTCCの 場 合,天 然ガ スの液化

に大 きなエ ネル ギーが必要 なため であ る。

したが って,こ の結 果 に よ り試算 され る

エ ネル ギー収 支 比 は,IGCCの 方 が大 きい

結果 とな る。

② ベ ースケ ースの場合,GTCCの 炭 素排 出

量 は,IGCCの 約0.69倍 と なって い るが,

IGCCの 炭 素排 出量が大 きいの は,発 電 燃

料に よ る炭素排 出量が大 きいため である。

③CO、 回収 型 シス テ ムの 場 合 の炭 素 排 出

量 は,GTCCで125～160kt-C/年,IGCC

で125～180kt-C/年 で あ り,べ 一 スケー ス

と比較 した場合 の炭 素排 出量 の削減率 は,

GTCCで65～73%,IGCCで73～81%で あ

った。

④ ま た,CO、 回 収 型 シ ス テ ム の 場 合 の

kWh当 りの炭素排 出量(炭 素排 出原単位)

は,GTCCで40～50g-C/kWh,IGCCで

47～70g-C/kWhで あ り,べ 一 スケー ス と

比較 した場 合 のkWh当 りの炭素排 出量 の

削 減 率 は,GTCCで61～69%,IGCCで

65～76%で あ った。

6.ま と め

本研究においては,代 表的な 「CO2回 収型

発電プラン ト」 を対象 とし,燃 料の採掘 ・輸

送か ら発電,及 びCO2の 回収 ・処理に至る ト

ー タルシステムについて,各 種機器の製造や

プラン トの建造,及 びそれらの運用 までを含
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む全過程 に要するエネルギー及び物質のバ ラ

ンスを計算することにより,シ ステムのライ

フサイ クルに亘 るエネルギー収支及 びCO2

排出量の分析を行 った。

ここで得 られた結果は,広 範な回収 ・処理

システムを対象 としてお り,従 来の研究には

見られない有益な成果が得 られたものと考 え

る。本研究で分析 したCO2排 出量は,基 本的

にはエネルギー投入量が判れば計算可能であ

り,分 析が比較的容易な環境負荷要素である

と言える。

今後は,本 研究の結果に基づ き同様な手法

を使用すれば,よ り分析が困難な排出物に対

す る分析 を行 うことが可能であ り,ま た必要

である。特に発電システムを対象 としている

ことから,NOx,SOxと いった地球環境に影

響 を及ぼす有害排出物の定量化 を図る必要が

ある。また,こ のようなサイクル分析手法 を,

太陽光発電等の再生可能エネルギー利用発電

技術 といった他のCO2低 減技術に適用 し,そ

の結果 と 「CO2回 収型発電システム」 と比較

検討す ることにより,地 球温暖化対策技術 と

しての 「CO2回 収型発電システム」の位置付

け及び有効性 を評価す ることが必要 と考 え

る。

最後に,本 研究にご指導を頂いた工業技術

院機械技術研究所の赤井誠主任研究官,ご 協

力下 さった当研究所内の 「地球環境か ら見た

総合的化石燃料サイクル分析評価手法の調査

委員会」関係者の皆様 に厚 く感謝の意を表す

る次第である。
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〔海 外出張報告〕 鞭 。

欧州における最近のごみ焼却発電状況
一スーパ ーごみ発電所等の稼働調査に参加 して一

奈 良谷 孝 司 僅晶 鑛 一総合工学研究所)
鋤 。う.

講

・"tlP,1111)dllt■1,・lllll)・,■lll,・(闘醐,・`■■朋囲 ■■11)nytlItlNl朋IMIItl,・lll■1,・ll朋1,・(■■■II・lI■ll,."1■1囲1ltl,-41tll,・t■璽■翻川1朋J)・tIllt,・411NI・4111t)・`■冒朋),tl■tP・ltlsl,・tltll匿・lIlll)・t■1■lt・dmt,・醒1111,・明冒1匿,呵朋1置,・嘲馨闘■pbt■1開,・翻IIl置,・"llPd

電所などを訪問 し,設 備に関する設計思想,
1.は じめに

設備仕様,運 転状況,ト ラブル対策,負 荷変

エネルギー源の多様化,資 源の有効利用,

地球規模の環境問題への対応等の観点から,

今 までただ廃棄されていた都市ごみ焼却エネ

ルギーの有効利用が政策 として提唱され,発

電への利用が進め られている。 ところが,わ

が国の ごみ焼却発電は発電効率が低 く,か つ

負荷追従性に乏 しいこともあ り,依 然 として

補助発電的な立場を脱却できずにいるのが現

状である。これらの問題解決法の一つ として,

ごみ焼却発電設備に石油などのクリーン熱源

を導入 し,発 電用蒸気 を再加熱することによ

りごみ焼却発電による電気出力お よび効率 を

高めることが考 えられ,「 スーパー ごみ発電」

が提案 されている。当所 では,(財)石 油産業

活性化センターか ら委託を受け,こ れらに関

する調査を実施 している。その一環 として,

ごみ焼却発電では先進国である欧州の状況を

調査 したので報告す る。

2.調 査計画

2.1調 査目的

調査は,ス ーパーごみ発電の技術向上のた

め,世 界初のガスター ビン複合型スーパーご

み発電所,追 い焚き型スーパー ごみ発電所,

関連技術 としてガスター ビン複合 ごみ焼却発

動に対す る対応などを調査 した。

2.2日 程

日程及び訪問先 を表一1に 示す。調査団は

平田賢芝浦工業大学教授を団長 とした一行7

名で,平 成7年1月21日 に成 田を出発 し,2

月1日 に帰国した。

表一1調 査 日程および訪問先

月 日 訪 問 先 特 徴

1月23日(月) サ ン トワ ンIIご み 斬新なデザインの

焼却工場(フ ラン 都市立地型焼却工
ス) 場

1月24日(火) シー メ ンス ごみ乾 資源 リサイクル型

留ガス化実験プラ ごみ乾留ガス化燃

ン ト(ド イ ツ) 焼実験プラン ト

1月26日 ㈱ ヘ ル ステ ボ/ス トゥ 燃料追い焚き型ス

ルーエル熱併給発 一パーごみ発電施

電所(デ ンマーク) 設

1月27日 ㈲ ホルセンス ・ガス
タービン複合ごみ
焼却熱併給発電所
(デンマーク)

蒸気結合型ガスタ
ービン複合ごみ焼

却発電所

1月30日(月) エルガー ド熱併給 世界初のガスター

発電所(ス ウェー ビン複合型スーパ

デン) 一 ごみ発電所

3.調 査結果

3.1サ ン トワンIIご み焼却 工場

(1)訪 問 先概 要
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サ ン トワン(Saint-Ouen)IIご み 焼却場 は,

パ リ市北部 にあ る「市街 地立地 型の焼却工 場」

で あ る。

図 一1に 見 られ るよ う外 観 が 非常 に斬 新

で,科 学 技術 館 な どを連想 させ,清 掃 工場 と

は とて も思 えないデザ インで ある。パ リ市 の

ごみ処理 は,1984年 に パ リ市 とその近 隣 自治

体 に よ り創 設 され た ごみ処 理 広 域行 政 組 合

(SYCTOM:SyndicatIntercommunalde

TraitementdesOrduresM6nag6res)が 行

ってお り,現 在 の加 入者は82団 体 に上 って い

る。 この組合 は,清 掃工 場 の管理 を都 市 ごみ

処理会社(TIRU社)に 委 託 してい る。

パ リ市及 びその周辺部 か ら発 生す るごみの

量 は1人 当た り0.5t/年 で,年 間合計 では235万t

発 生す る。その うち190～195万tを 焼却処理 し,

残 りを リサ イ クルや埋 め立て処分 して い る。

ごみ処理 は,パ リ市 北部 のサ ン トワン工場(63

万t/年),南 東 部 の イブ リー(Ivry-sur-Seine)

工 場(70万t/年),南 西 部 の イ ッシー(Issy-les

-Moulineaux)工 場(55～60万t/年)の3つ の

、灘

轍 、、狸

轡轡

工場 で焼却処 理 し,残 りの30～40万t/年 は 北

東部 の ロマ ン ビ ィレ(Romainville)で 埋 立 て

処分 してい る。 この埋 立処 分場 は2002年 で満

杯 に な るの で分 別 リサ イ クル を推 進 す る一

方,可 燃物 の焼却処 理 を徹底す るため,4番 目

の清掃 工場 として ビ トリー(Vitry-sur-Seine)

工 場 を1996年 の 完成予 定で建 設 してい る。

(2)設 備 概要

サ ン トワンIIご み焼却工 場 は,1990年 に総

工費10億 フラ ン(約200億 円)で 完成 した。パ

リ市 北西 地 区150万 人 の ごみ を対 象 に年 間約

63万 トンを焼却 す る。 ごみの組成 は,生 ごみ

10%,紙,木 片40%,鉄,金 属5%,プ ラ スチ

ッ ク10%,ガ ラ ス10%,粉 じん10%,そ の 他

15%と な ってお り,日 本 の ごみ よ り乾燥 して

い る。 ごみ発 熱量は8,400kJ/kg(2,000kca1/

kg)。

設 備概 要 を表 一2に 示す。 この設備 の特異

点 を述べ る と,受 入れ設備 の ごみ投 入 口は,

地 上16mの 位 置 にな ってい る。 これは工 場 の

す ぐそば をセー ヌ川 が流 れ て い るの に 配慮

ジニ5躍 ∵
・/∵輝 鍾噸 齢 蓋 堂

'次 帖侮演
v磐幅

㍉
^公 ワ灘蜘

樫鵬 鞠撫

灘銑
轡細 璽'

図一1サ ン トワンIIご み焼却工場外観モデル
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し,ご み ピットの地下部分を深 さ2mに とど

めたためである。

また,炉 内はクロム含有合金鋳鉄製の火格

子が傾斜角20.で 配置されてお り,灰 溶融を防

ぐため950～980℃ の温度に保 たれている。火

格子はTIRU社 が特許 を持ってお り,寿 命は

5年 位。落下物で壊れ ることがあり,そ の都

度交換 している。蒸気過熱管は,曲 が り部分

で腐食が発生するのでキャスターで保護 して

いるが,4年 に1回 交換する。

(3)不 燃物処理

不燃物比率は1～2%(最 大5%)で,鉄

分は回収 し売却する。残った固形物は成型 し,

路盤材 として売却 している。電気集塵機 の飛

灰は,水 をかけて固化させた後,埋 め立て処

分する。1995年3月 以降は重金属 による地下

水汚染に配慮 し,ガ ラス固化 した後の埋め立

てになった。

(4)地 域熱供給および売電状況

ごみ焼却熱は,4MPa(40bar)×380℃ の蒸

気で回収す る。蒸気発生量は,ご み1t当 たり

約3t。 発生蒸気は背圧蒸気 タービン(定 格10

MW)で 発電 した後,2MPa(20bar)×200℃

まで下 げて隣接 の地域熱供給会社 に売却す

る。売却量は160万t/年(平 均180t/h)。 発生 し

た電力 は,所 内電 力 を差 引 き年 間20,000

MWhを 売 電す る。売 電価格 は非常 に安 く

0.05フ ラン/kWh(約1円/kWh)。 また,蒸

気販売価格は60フ ラン/t(約1,200円)と なっ

ている。経営面では,ご み処理収入だけでは赤

字で,蒸気の売却により経営 を維持 している。

表一2サ ン トワンIIご み焼却工場設備概要

項 目

炉型式

炉及びボイラーの基数

ごみ処理能力

ごみピット容量

蒸気発生量

蒸気温度 ・圧力

蒸気タービン発電機

設備 内容

ス トー カー 方 式

4基,1基 予備

2,016t/日(672×3基)

15,800m3,8,000t

約3t/ご み 一t

(ご み発 熱 量:8,400kJ/kg)

380℃ ×4MPa(40bar)

定格10MW

3.2シ ーメンスごみ乾留ガス化実験 プラン ト

(1)訪 問先概要

このプロセスは,ド イツのウルム市郊外 に

あるシー メンス社の「ごみ乾留ガス化」実験プ

ラン トで,1980年 から自治体が中心 とな り開

発が行われてきた。当初はごみか ら発生させ

た熱分解ガスを精製 し,ガ スエンジン燃料 と

して使 う目的であった。ところが,熱分解ガス

の精製 コス トが嵩むことと熱分解カーボンを

有効利用できないこととで開発中止 となった。

1987年 よりシー メンス社がこの熱分解技術

を受け継 ぎ,「熱分解ガスとカーボンを高温燃

焼溶融炉で燃焼させ有機有害物 を焼却により

無害化す る一方,灰 分 をスラグ化する」 とい

う新 しい概念でプロセス開発 を始め,現 在に

至 っている。

(2)プ ロセスの特徴

シーメンス社 ではこのプロセスを 「廃棄物

の高温処理 リサ イクリング技術」(TherMal

WasteRecyclingTechnology)と 呼んでお り,

① 鉄,非 鉄金属,瓦 礫類が高品位の有価

物 として回収できる。

② 灰分の大部分が路盤材,建 築材など有

効利用可能 なスラグにな り,廃 棄に困る

灰がほとんど出ない。

③ 高温燃焼溶融炉 で1,300℃ の高温燃焼

を行 うため,ダ イオキシンなどの有機有害

物質は全 く出ない(0.01ng/Nm3以 下)。

④ 重金属の固定化比率が高 く,水銀を除 く
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殆どの重金属が99.99%以 上除去 される。

などの特徴 を有 している。

(3)設 備概要

図一2に プロセスフロー を示す。プロセス

は前処理,熱 分解,熱 分解固形物分別,燃 焼

溶融,排 ガス処理,発 電の6工 程からなる。

① ごみはピッ トと破砕機か らなる前処理

工程 を通 り,スクリューフィーダーで圧縮

されなが らロータ リーキルン方式の熱分

解 ドラムに入る。熱分解は,還元雰囲気下

で450℃ ×約1時 間の条件で行われ,熱 分

解ガス(約700kg/t)と 熱分解固形物になる。

② 熱分解 ドラム下部から排出された熱分

解固形物は,振 動籠により粗い成分 と細

〔前 処 理)

受入前処理設備

産議翻 または匝軸

廃棄物ピット

〔熱 分 解〕

熱分解ドラム

(固形物分離)
日0℃

鉄

タ腱 ぐ一 ・灘 ・・

不燃物分別設備

蟄灘 鋼

カーボン

1mm以 下

空気
余熱利用

電力

発電設備

図一2シ ー メンスごみ乾留ガス化プラン トのフロー
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かい成分に分別 され,粗 い成分か らは磁

石で鉄が,渦 電流スク リーンで非鉄金属

が取 り除かれ瓦礫が残 る。細かい成分は,

灰分を含む熱分解 カーボンで1mm以 下に

粉砕される。回収固形物は原型を保って

いるので,全 て リサイクル可能である。

③ 燃焼溶融工程では,熱 分解ガスと熱分

解 カー ボンは高温溶融燃焼炉で1,300℃

で燃焼される。溶融スラグは炉底か ら水

ピットに投入され,路 盤材 として利用可

能な水砕スラグとして回収される。熱分

解ガス中の有機有害物 は,高 温燃焼によ

り全て無害化 され,ダ イオキシンは0.01

ng/Nm3以 下になる。高温燃焼溶融炉の

排ガスは,高 温空気加熱器により熱分解

ドラム加 熱用 空 気 との熱 交換 に よ り

900℃ まで冷やされ,さ らに廃熱ボイラー

で蒸気の発生に使用 され220℃ 前後 まで

温度が降下す る。

④ 排ガス処理工程 では,廃 熱ボイラ底部

の捕集灰,電 気集塵機及びバグフィルタ

ーで除去 され るフライアッシュは,高 温

燃焼溶融炉 に戻 されスラグ化される。ス

プレー ドライヤか らは,湿 式洗浄塔 ダス

トのみがごみ1ton当 り25kg系 外 に排 出

され,こ れには水銀が多 く含まれるので

埋め立て処理 となる。

(4)設 備運転状況

炉内の耐火材は,ス ラグ溶融温度 より少 し

低い温度に水冷 されているので,固 化 したス

ラグが保護膜になりエロー ジョンなどによる

損傷はない。蒸気過熱管の腐食量の実績は0.1

mm/年 以下で トラブルはない。シーメンス社

とエア ランゲン大学 との共 同研究の結果 で

は,塩 化水素ガス と硫化水素ガスが共存する

と腐食が減 るとされている。熱分解 ドラムの

運転が最 もネ ックになる と予想 されていた

が,現 在まで約20,000時 間,問 題な く稼働 し

ていた。

(5)商 業化計画

現在,フ ユルス市に150,000t/年(20t/h)の

能力の焼却炉 を建設中で,他 に5基 内示され

ている。建設費は,ご み処理量(t/年)当 り約

2,000マ ルクで,総 額では2億8千 万マル ク

(約200億 円)。発電容量は,3MWh/t×20t/

h× 効率15%=9MWと なっている。

排ガス処理工程は,有 害物質の排出基準に

合格す る設計 となる。ちなみに,ド イツの第

17回連邦排出規制法に合わせたシーメンス社

排ガス処理系の代表的なフローは,① 電気集

塵機→②スプ レー ドライヤ→③バグフィルタ

ー→④湿式洗浄塔→⑤加熱熱交換器→⑥脱硝

装置→⑦活性炭フィルター(ダ イオキシン対

策)→ ⑧煙突,で ある。このフローの場合排ガ

ス処理装置の建設費は,全工費の30%に なる。

3.3ヘ ルステボ/ス トゥルーエル熱併給発電所

(1)訪 問先概要

このプラン トは,デ ンマー クのヘルステボ

市にある 「天然ガス追い焚 き方式のスーパー

ごみ発電施設」である。

デンマークは,1986年 の国会で,国 産燃料

かつ分散型コー ジェネレーションに よ り450

MWの 国内エ ネルギー供給設備 の増設 を決

議 してお り,本 プラン トはこの決議に基づ き

建設された。廃棄物,わ ち,ウ ッ ドチップ と

天然ガスを燃料 とし,1993年 に操業 を開始 し

た。15の 熱受給会社が共同設立したフェス ト

クラフ ト社(1/SVESTKRAFT)に より運営

されている。ごみは2つ の収集会社 に依託 し
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てお り,34市 町村の人口60万 人分 を処理す る。
く

日本では 「ごみ焼却炉」 とい うが,ヨ ーロッ

パでは,ご み焼却炉 も石油,石 炭,ウ ッ ドチ

ップ等の燃料 を使用す る他の一般ボイラー と

同様 に 「ボイラー」と呼んでお り,「ごみ」を

完全に燃料扱いしている。

(2)設 備概要

このプロセスの特徴は,ご み燃焼炉2基 と

並列にウッ ドチップ とわらを燃料 とした燃焼

炉があり,そ れに加 えて各 ボイラーに追い焚

き蒸気過熱器が独立 して設置されていること

である。設備概要お よびフロー を表一3,図 一

3に 示す。

廃熱ボイラーから6.7MPa(67bar)×412℃

で出て来た蒸気は,天 然ガス追い焚 き蒸気過

熱器で522℃ まで過熱され蒸気 ター ビンへ 入

る。ごみ焼却炉では,一 般に蒸気温度 を上げ

る と過熱 管の腐食が発 生す る。 この焼却 炉 で

は廃熱 ボ イラーの温度 を抑 え,温 度 の低 い分

をごみ以外 の ク リー ンな燃料 で補 ってい る。

この点,ガ ス ター ビン こそ使 わな いが,ス ー

表一3ヘ ルステボ/ストゥルーエル熱併給発電所の設備概要

項 目

ごみ焼却炉

ごみ焼却能力

ごみ焼却炉ボイラー

ウッドチップ,

わら用ボイラー

追い焚き蒸気過熱器

蒸気タービン発電機

蒸気温度 ・圧力

発電効率

熱出力

総合効率

建設費

設備 内容

ス トー カー 方 式

(フ ェ ル ン ト社 製)

432t/d(216t/d×2基)

9t/h×2基

わ らの と き:10t/h,

ウ ッ ドチ ップ の とき:13t/h

天 然 ガ ス 焚 き,

蒸 気 の410℃ →510℃ 過 熱用

定 格28MW

520℃ ×6.5MPa(65bar)

27%

67MW

90%(熱 出 力 を含 め た と き)

6億 ク ロー一ネ(96億 円)

排ガス

糎 ゴ
フライアッシュ

天然ガス焚き蒸気

過熱機

わ ら/ウ ッドチ"プ用ボイ
ラー

天然ガス
焚き蒸気過熱機

天然ガス焚き蒸気

温水加熱
器

温水加熱器

申

一 醜 軍 わら一麟
ウツドチツプ貯槽

わら置場

図一3ヘ ルステボ/ス トゥルーエル熱併給発電所 のフロー

60kV

変圧器

lOkV

地域熱供給用
アキュムレーター

給供熱域地

ル工卜

囎

防
り

糞

ス
送
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パー ごみ発電の一種 といえる。蒸気過熱管は

通常のボイラー鋼管を使用 し,2年 ごとぐら

いで交換 している。

(3)地 域熱供給および売電状況

発電には背圧蒸気ター ビンを用い,そ の排

熱か ら地域熱供給用の温水(75～90℃)を 作

っている。温水を安定供給す るため,5,000m3

のアキュムレータを設置 している。地域熱供

給の用途はほ とんどが暖房用のため,夏 期 に

は天然ガスの使用 を止め,ウ ッ ドチップ,麦

わらの燃焼炉 も停止す る。それで も熱が余 る

場合 は,空 冷コンデンサーにより大気放 出し

ている。発電量は熱供給に応じて変動するが,

ごみは常時定量搬入されるのでその分の発電

は行 う。電力会社向けの売電価格は,ご みな

どの再生可能エネルギー を用いた発電のとき

は0.4ク ローネ/kWh(6.8円/kWh)で,そ の

他 の発電方式では0.3ク ローネ/kWhと なっ

ている。国産エネルギーの有効利用の観点か

ら,優 遇価格になっている。

3.4ホ ルセンス ・ガスタービン複合 ごみ焼却

熱併給発電所

(1)訪 問先概要

このプラン トは,デ ンマー クのホルセンス

市郊外にあ り,ス キャルバック電力会社(1/S

SkeerbaekPowerCompany)が,運 転す る

「ガスター ビンとごみ焼却炉による"蒸 気結

合方式"複 合熱併給発電所」である。 このプ

ラン トも,前 述の1986年6月 の国会決議に基

づ き建設された。家庭ごみ,産 業廃棄物,天

然ガスを燃料 とするデンマークの1号 プラン

トで,1991年1月 の商用運転開始以来現在 ま

で,約4年 間順調に稼動 してい る。焼却する

ごみは,ホ ルセンス市を含む6自 治体 の広域

組合が収集,運 搬 を実施 している。デンマー

クでは,こ こでの成功をもとに,現 在2号,

3号 プラン トを建設中で,それぞれ1995年 末,

1996年 年初の完成予定 となっている。

(2)設 備概要

このプラン トは,ご み焼却炉で発生 した水

蒸気 を使用 した電熱併給をノーマルな運転状

態としている。ただし,地 域熱供給の維持 を

第一 とし,熱 需要が供給能力 をオーバー した

ときは,別 置のガスタービンを運転 し,タ ー

ビン出口蒸気 より温水 を作 り,供 給熱量 を確

保す るシステム としている。設備の概要,フ

ロー を表一一4,図 一4に 示す。

ごみ焼 却 ボ イ ラー は4.7MPa(47bar)×

425℃ の高温高圧形で,2炉 合計で30.8t/hの

蒸気 を回収 し,6MWの 発電 を行 な ってい

る。天然ガス燃料のガスター ビンで22MWを

発電 し,さ らに520℃ の排ガスか ら廃熱回収 ボ

イラーにより33t/hの 蒸気 を発生 させ7MW

の発電 を行 なう。蒸気タービン廃熱で90℃ の

温水 を発生させ,地 域熱供給に利用 している。

熱効率は94%と 極めて高い。これは,天 然ガ

表一4ホ ルセンス・ガスタービン複合 ごみ焼却熱

併給発電所の設備概要

項 目

焼却炉

ごみ焼却能力

発電出力

熱出力

年間総発電量

年間総熱出力

年間燃料消費量

ごみ焼却ボイラー

建設費

設備 内容

ス トー カー炉

(フ ェル ン ト社 製)

120t/日 ×2炉

合 計35MW

合 計43MJ/S

188,000MWh

(41,000戸の標準家庭消費相当分)

243,000MWh

(13,000人 の消費熱量相 当分)

ご み71,000t(775TJ)

天然 ガス26×106m3(1100TJ)

15.4t/h×2基

4.7MPa(47bar)×425℃

4.5億 ク ロー ネ(76.5億 円)

一61一



ス焚 きガスタービンの煙突出口排ガス温度が

70℃ と低いことや,ご み焼却 ボイラーの排ガ

ス温度を140～150℃ と低 くし,徹 底的に熱回

収 を行 なっていることによる。 日本みたいに

は地域住民 も発電所側 も,白 煙発生 を気に し

てない とみえる。

(3)運 転状況

運転上の問題 は腐食で,最 終蒸気過熱管に

排ガスが直角に当たる部分に発生 している。

この管は直径44.5mm,厚 さ4.5mmで,こ れ

までの実績では,1.25mm/年 の速度で腐食が

進行 し,2年 で部分取替を行なっている。ま

た,こ の管の排ガス流入部は,エ ロージョン

防止用にセラ ミック系耐火物 をプロテクター

に採用 しているが,交 換間隔は約6ヶ 月であ

る。過熱管材質はDIN規 格の15Mo3(JISの

STBA12に 相当する低合金鋼)を 採用 してお

り,高 級材 を使用す るより消耗品 として取替

えてい く方が経済的 と判断 している。

ガスタービンはGE社 製LM2500で,1995

年1月 末時点における延運転時間は12,124時

間,4年 平均で3,031hr/年,発 停 回数は771回

であるが,こ れまで運転上の トラブルはない。

(4)地 域熱供給お よび売電状況

このプ ラン トでは発電 した電力 を配電網

へ,熱 をホルセンス市とダグナスバ ッケルン

ドの熱供給会社へ供給 している。熱供給は,

2本 の埋設管(供 給用は直径360mm)を 利用 し,

90℃ で供給,45～50℃ で戻される。温水発生

量は常時一定 してお り,熱 需要の変動に対 し

ては容量8,000m3,最 大熱負荷の7時 間分の

アキュムレータで吸収するシステムを採用 し

ている。ガスター ビンは,地 域熱供給の負荷

がごみ焼却による供給熱量を上廻 ったときの

み運転す る。

3.5エ ル ガー ド熱併給発 電所

(1)訪 問 先概 要

エルガー ド(Elgard)熱 併 給発 電所 は,ス

ウェー デ ンの リンチェ ピング市に ある 「石 油

アキュム レーター

図一4ホ ルセンス ・ガスター ビン複合 ごみ焼却熱併給発電所のフロー
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活用型 スーパー ごみ発電」の第1号 機 であ り,

昨 年暮 か ら試運転 に入 っていた。

リンチ ェピン グ市は ス トックホルム市の南

西約200kmに あ るス ウ ェー デ ン 第5番 目の

都 市 で,入 口は130,000人 。 市が100%出 資 す

るテ クニス カ・ベル ケン(TekniskaVerken)

社 が 運転 管理 してお り,こ こで は発電,地 域

暖房,水 及 び下水 ごみ処理 を行 っていた。従

業 員650人,年 間売上1億5,000万USド ル,保

有発 電容 量 は223～228MWで あ る。 リンチ ェ

ピン グ市 は,1984年 に は総 電 力需要850GWh

の う ち約90%を 外 部 か ら購入 して いたが,次

第にテ クニ スカ ・ベ ルケ ン社か らの電 力が増

加 し,1994年 に は総 電力 需要1,100GWhの う

ち,外 部 よ りの購 入は約42%に ま で減 少 した。

地域 暖房 は1954年 に 開始 し,現 在,リ ンチ

ェ ピン グ市 の家庭 の90%を 賄 って いる。1980

年 頃 には地域 暖房 の熱 源は ほ とん ど石油 で あ

ったが,1994年 に は3/4以 上 が ウ ッ ドチ ッ

プ,ご み,下 水 排水等 に なった。

エ ルガー ド(Elgard)と い う名称 は,ご み焼

却 に よ る熱供 給 を行 ってい たGarstadプ ラ ン

トに発 電 設 備 を増 設 す るに 当 た り,電 力 の

Electricity(ス エ ー デ ン語 ではElf6rs6rjning)

のE1とGarstadを 組 み合 わせ た もの であ る。

(2)ス ー パー ごみ発電採 用の経緯

このプ ラン トは12年 前(1982年)に 建 設 さ

れたもので,約20の 自治体,お よそ65万 人か

らのごみを収集す る。焼却 能力 は20万t/年

(550t/日)で,フ ォンロール(VonRo11)社

製の焼却炉3基 か らな り,175℃ の温水ボイラ

ー を有 していた。電力需要 とごみ焼却量の増

大に伴 い,テ クニスカ ・ベルケン社 は熱併給

発電所 を計画 した。 このため,温 水ボイラー

を蒸気ボイラーに改造する必要があり,表 一

5に 示す4ケ ースの検討 を行った。ケース2

に示す追い焚き式蒸気過熱機により油か天然

ガスを焚 く方式よりは,ガ スター ビンで焚 く

ケース4の 方がよく,運 転費 も安い。以上の

検討結果か ら,20万t/年(550t/日)の 焼却量

に対する最適ガスター ビンを検討 し,ABB

社のGT10を 採用 した。

(3)設 備概要

このプラン トの特徴は,ご み焼却炉にガス

ター ビンを組合せ た,い わゆる典型的な 「ス

ーパー ごみ発電」 といえる。

プラン トの設備概要 を表一6に,フ ロー を

図一5に 示す。

ピッ トに受け入れ られたごみは焼却炉で燃

や され,廃 熱ボイラーで1.7MPa(17bar)×

207℃ の蒸気を発生 させる。この蒸気は,低 硫

黄石油 を燃料にしたガスター ビンからの排ガ

ス(535℃)で430℃ まで加熱 され,復 水ター

ビンに導かれる。ガスタービンと蒸気ター ビ

表一5設 備 改 造 検 討 結 果

ケー ス 蒸 気 条件
発電量

MW
熱/電 比 改 造 内 容

改造費用総額

億クローネ(億円)

建 設 単 価

クローネ/鰍円/副

1 1.5MPa×200℃ 10 0.16 温水ボイラーを蒸気ボイラー化 1(14) 10,000(140,000)

2 1.5MPa×475℃ 15 0.32 ケース1に 追焚き式蒸気過熱機設置 1.25(17.5) 8,000(112,000)

3 4.OMPa×400℃ 14 0.25 高温高圧ボイラー設置 5(70) 36,000(504,000)

4 1.7MPa×430℃ 47 0.31 ガス ター ビン複合 型スーパー ごみ発電 3(42) 6,000(89,000)

注:建 設費範囲は建屋(含 む土木),機 器,変 電所,130kW送 電線等などを含む。
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ンは一軸構造になっていて,そ れぞれ単独運

転はできない。出力は両方合わせて50MWe

で,ガ スター ビンと蒸気 ター ビンの割合 は

半々である。蒸気ター ビンの廃熱によ りリン

チェピング市への地域熱供給水 を約50℃ から

93℃ まで過熱する。夏期には熱需要が少ない

ためガスタービンおよび蒸気タービンは止め

発電 を行わなず,余 剰の廃熱ボイラー発生蒸

気は直接ダンプコンデンサに導いて温水 を作

り,熱 供給する。地域熱供給の必要量に合わ

せて発電す るという,非 常に合理的な考 えで

運営 されている。

4.お わ りに

今 回の調査 で特 に印象 に残 った こ とがい く

つ か ある。

ひ とつ は,ヨ ー ロ ッパ では 「ごみ」 を単 な

る廃棄物 として捕 らえず,「 燃料」として評価

している点である。今回訪れたごみ焼却場は

いずれも地域熱供給 と発電を行 っていたが,

地域熱供給に必要な熱量をまず 「ごみ」で確

保 し,不 足す る分をガスや石油燃料で補 って

いる。

2つ 目は,ご み焼却熱を高温か ら低温へ と

表一6エ ルガー ド熱併給発電所の 「スーパーごみ

発電」設備概要

項 目 設備 内容

ごみ焼却炉 ス トー カー 方 式

ごみ焼却能力 550t/日

ごみ焼却ボイラー 207℃ ×1.7MPa(17bar)

ガ ス ター ビン 定格出力25MW

蒸気 タービン 背圧タービン定格出力25MW

蒸気タービン入口温度 430℃

熱出力 85MW

建設費 3億 ク ロー ネ(42億 円)
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段階的に有効使用 している点である。まず,エ

ネルギー として質的レベルの高い高温水蒸気

によ りター ビンを運転 して発電す る。次にエ

ネルギーレベルの低 いタービン出口蒸気を使

用 して地域熱供給用の温水(100℃ 以下)を 作

り,供 給 している点である。使える熱エネル

ギーは質 を考え高温よ り低温へ と無駄なく使

い,ま さに団長の平 田先生がおっしゃる,「エ

ネルギー をしゃぶ り尽す」という印象である。

3つ 目は,焼 却場外観はシンプルなデザイ

ンと原色に近い彩色で非常にすっきりした印

象 を与え,ご み焼却場 というダーティなイメ

ー ジを払拭 している。

全体的には,上 述の3つ の印象に集約 され

るよう,ご みをエネルギー として把え,そ の

エネルギーを高温から低温までの温度 レベル

に見合 った有効利用 を図っているところは,

我が国の現状 より一歩進んでいるものを感 じ

た。特に,低 温熱源利用 としての地域熱供給

に関 しては,熱 供給温水配管網が整備 されて

いることが我が国との大きな相違である。

人々が生活す るための熱源確保 をまず考

え,そ の上でエネルギーの有効利用 を図 るた

め発電 して収支バ ランスに貢献す るという構

図ができ上っている。

したがって,熱 需要が低下する夏期 には,

天然ガスや石油などの化石燃料 は使用せず,

温存 している。

特に北欧では,夏 期は水力発電の出力が上

昇 し,売 電単価が低下するので,ご み焼却場

では発電を中止す るところがある。全体 を見

て,き め細か くエネルギーの有効利用 を図っ

ているのに感心させ られた。

日本 も熱供給ラインを含め設備費の投資の

あ り方や燃料 としてのごみの有効利用 など,

もっと見習 うべ きあろう。

最後に,調 査に当たって訪問先 との調整 を

して頂いたNKK,三 井造船(株),川 崎重工

(株)の 方々に感謝の意を表 して終わ りとし

たい。
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エネテクドリーム21(そ の11)

「Q究極 の石炭灰対策技術"

ア ッシュレス石炭火力立地技術の実証」

よ し や こう き

与志耶 劫 紀

湊潔灘慈潔潔潔潔潔湊濾灘慈潔潔湊灘 慈潔潔灘慈潔潔灘慈潔潔潔潔潔灘慈濾潔潔潔

§1.は じめ に

(1)平 成7年 度電力施設計画における石炭火

力の設備 出力の増大(表 一1参 照)

平成7年4月 公表された 「平成7年 度電力

施設計画」に よれば,平 成16年 度における電

源構成は,原 子力,石 炭火力,LNG火 力 を

中心 とする石油代替電源の着実な開発によっ

て電源の多様化が図 ちれる計画 となってい

る。 この中で,石 炭火力の設備出力は,平 成

11年 度末2,606万kW(構 成比11.4%),平 成16

年度末4,037万kW(構 成比15.2%)と 計画され

てお り,平 成6年 度末の石炭火力の設備出力

1,823万kW(構 成比9.2%)と 比較す ると,設

備出力の大幅な増大 とともに,全 事業用電源

設備における構成比が大 きく上昇 しているこ

とが注目される。これらの石炭火力の運転に

伴 う石炭灰の発生量は,平成11年 度約780万 ト

ン,及 び平成16年 度1,211万 トンと予測 され

る。平成6年 度における発生推定量約547万 ト

ンと比較すると,平 成11年 度迄の5年 間に約 .

233万 トン,更 に平成16年 度迄の5年 間に431

万 トンの発生量増加の見通 しとな り,石 炭灰

の処理問題 は大 きな立地対策上の課題 となる

と予想 される。

(2)最 近 における石炭火力の立地動向 と,余

儀な くされ る 「灰 すて場なき石炭火力」の

立地

石炭火力におけるSOx,NOx,ば いじんに

係る公害防止対策技術の高度確立によって,

これ らの排 出が石炭火力の立地における阻害

要因となることは殆んどな くなり,原 子力発

電所の場合 と比べて,石 炭火力発電所の立地

は順調に展開しているといえる。 しか しなが

ら,(1)で 予測したような大量の 「石炭灰」の

処理については,海 面埋立てによる灰すて場

の確保並びに陸上における処分場の確保 とも

に著 しく困難となってきてお り,特 にこれま

での処理量の大部分 を賄ってきた 「海域にお

ける灰すて場」の計画を全 く有 しない立地 を

余儀 なくされる地点が増えてきている。

また,灰 すて場の計画 を有 しうる場合で も,

十分 な広 さを有せず,将 来におけ る発電所の

運転継続に重大 な問題 を抱えていると考 えら

れるケースが多 く,石 炭灰の抜本的処理対策

の確立が喫緊の課題 となっている。

(3)「 海域における灰すて場」を有 しえない

事由

海域における灰すて場は,発 電所の出力が
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大 きいため,か な り広大な面積を必要 とする。

灰すて場 としての利用が済んだのちは,あ ら

ゆる用途に利用可能な平坦地が造成され るの

で,地 域活性化の中核地点 とな りうるもので

あるが,わ が国の海岸は相 当部分が人工的改

変の手が加えられているので,次 のような事

由により灰すて場の用地確保は今後 とも困難

さを加 えていくもの と考察 される。

(i)自 然公園区域 内の立地であるため,海

域での灰すて場が認められない場合

(ii)発 電所の立地地点が限 られて きてお

り,狭 い地形の地点に工夫 して立地す る

場合

㈹ 漁業への支障が生 じるとして,反 対が

提起 された場合

㈹ 潮流 ・潮汐への影響回避のため,海 域

等

における灰すて場の計画を見送 らざるを

得ない場合

§2.石 炭灰有効利用拡大の困難性 と,究 極の

解決策の着想

石炭灰の有効利用の拡大の必要性 と有効利

用技術の開発分野 とその見通 しについては,

既にエネテク ドリーム21(そ の9)「t。国産み

の技"か らぞ'国造 りの技へ",拓 けるか石炭灰

の有効利用技術の体系」において詳述 したと

ころであ り,海 域における石炭灰の処理か ら

発想を転換 して,わ が国の 「国造 り」すなわ

ち都市基盤,産 業基盤,社 会基盤等の整備構

築における資材 としての有効活用の方途の開

表一1平 成7年 度電力施設計画における年度末電源構成
(単位:万 即,%)

年 度

電 源

平成6年 度 末 平 成11年 度 末 平 成16年 度 末

(実 績) 構成比 (実 績) 構成比 (実 績) 構成比

水 力 4,056 20.5 4,514 19.8 5,148 19.4

一 般 1,969 10.0 2,043 9.0 2,133 8.0

揚 水 2,086 10.6 2,470 10.8 3,014 11.3

火 力 11,676 59.1 13,761 60.4 16,435 61.8

石 炭 1,823 9.2 2,606 11.4 4,037 15.2

LNG 4,260 21.5 5,751 25.2 6,861 25.8

地 熱 34 0.2 50 0.2 62 0.2

LPG 50 0.3 50 0.2 218 0.8

渥青質混合物

廃 垂 物

16

0

0.1

0.0

51

3

0.2

0.0

51

3

0.2

0.0

石 油 等 5,494 27.8 5,251 23.1 5,205 19.6

原 子 力 4,037 20.4 4,508 19.8 5,005 18.8

合 計 19,769 100.0 22,783 100.0 26,588 100.0

(注)1.

2.

(出典)

自家用発電施設を除く。3.

石炭,LNG及 び渥青質混合物4.

には石油混焼プラントも含む。

平成7年4月 資源エネルギー庁資料

LNGに は天然ガスも含む。

四捨五入のため,合 計値は合わないことがある。
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拓が必要であると提言 した。

しかしながら,石 炭灰有効利用の拡大は,

石炭灰 を粘土代替利用す る「新複合セメン ト」

の開発実証(昭 和59年 度～61年度資源エネル

ギー庁)に よって,こ こ数年セメン トの粘土

代替分野を中心に拡大 されてきたが,石 炭灰

の有効利用には輸送 コス ト等の地域性の問題

もあり,全 国的レベルの大口用途の開拓は相

当に難 しいと予想される。また,璽璽国造 り"へ

の利用拡大は,製 品化におけ る規格認証の問

題,製 品市場への強引な参入は既存業界 との

軋礫の招来,ひ いては著 しいコス ト増大をも

たらす ことが懸念される(表 一2参 照)

エネテク ドリーム21(そ の9)に おける論

旨は,「将来における大量の石炭灰 を有効利用

できる技術 を,発 想の転換をして'?国 造 り"

の分野で開発していかなければならない」 と

いうものであったが,そ の後の情勢 を考慮す

ると,「石炭灰 については究極的解決策を着想

することが必要である」と痛感される。

では,「 究極の石炭灰対策」とは何か。それ

は,「灰分 を含まない石炭 を輸入するこ と」で

ある。あるいは,灰 分 をごく僅か しか含 まな

い石炭 を輸入すること」である。

(注)岩 波国語辞典第4版(1989年)に よれ

ば,「 究極 ・窮極」=「 物事を押 し詰めて

いって,最 後に達す る所。とどのつ まり」

とされている。

本来,石 炭灰 という 「根本的原因を抜

き去る対策」とい う意味では,「 抜本的石

炭灰対策」と名付けることが適切である

が,い ろいろ苦労 して最後にたどりつ く

表一2石 炭灰処理方法と処理費等

業種

区分

処理方法

電 気 事 業 一 般 産 業

水 分

(%)

処 理 費

(円/ト ン)

回答事業所数 水 分

(%)

処 理 費

(円/ト ン)

回答事業所数

有 無 有 無

①産業廃棄物取扱

業者に委託

17～20
3,200～

5,940
3 23

0.2～75
310～

13,600 22 58

18 4,750 28.1 4,473

②自社で産業廃棄

物処理場に埋立

20～40
800,

4,000 2 24
7～50

481～

5,200 8 72

30 一 28.9 2,252

③自社で自社所有

地に埋立

20～35
991～

7,700 5 21

9.5～100
120～

12,000 10 70

25 2,292 34.6 2,425

④自社で他社利用

先に運搬

乾灰
1,200～

4,500 3 23
0.1～57

1,060～

6,000 15 65

2,420 25.1 3,285

⑤そ の 他

(他社に販売)

21 120,300

2 24

10～30
50～

2,000 6 74

一 一 19.4 475.8

(注)1.

2.

(出 典)

水分(%),処 理費とも,上 段は範囲(最 大～最小)

他社販売欄の処理費は売値。

石炭灰関連全国実態調査報告書(平 成4年3月)

(財石炭利用総合センター

と,下 段 は 平均 値 。
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所 という感慨が表現で きるよう 「究極の

石炭灰対策」 と表現することとした。

技術が実証できるか否かにかかっていること

になる。

§3.「 ア ッシ ュ レス石 炭火力立地技 術」 と,

ク リー ン ・コール ・テク ノ ロジー

(1)「 アッシュレス石炭火力」 とは

「アッシュレス石炭火力」 とは,本 稿にお

いて,「燃料 として使用する石炭の含有する灰

分が,現 状の10～15%の 含有率を大幅に下回

る(例 えば,現 状の1/5レ ベル,あ るいは更に

1/30レ ベル)よ う低減 されており,石 炭火力

の運転に伴い発生 する石炭灰の量 もそれに応

じて大幅に少量 となるため,実 質的 に石炭灰

処理問題 を伴わない石炭火力をいう」 もの と

する。

また,「立地技術」の4文 字を付加するのは,

石炭灰問題は立地問題 に属す るか ら,そ れ を

解決する対策技術 という主旨のためである。

石炭に含有される灰分 の割合 を,技 術的処

理によって低減す ることを,「脱灰処理」とい

う。経済的見地か ら,こ の石炭の脱灰処理 は,

採炭 される鉱 山の 「山元」で実施される。

すなわち,石 炭鉱山にて採掘 された石炭の

中の灰分の含有率は一様 でな く,ま た灰分が

少い方が石炭の発熱量は高いことか ら,従 来

か らも山元において精炭作業が行われ,灰 分

は10～15%に 低減 されている。

わが国が輸入する石炭の灰分の含有率 を現

状の10～15%か ら,1/5レ ベルあるいは更に1/

30レベル迄下げ るとい うことは,「石炭灰 を

そっ くり山元に残 して くる」ことである。

すなわち,大 量の石炭灰処理問題 を抜本的

に解決する 「究極の石炭灰対策」は,山 元に

おけるこのような 「高度脱灰」 を可能 とする

(2)「 クリーン ・コール ・テクノロジー」 に

おける高度脱灰技術の位置付け

① 「クリーン ・コール ・テクノロジー」の

開発の状況

石炭は,石 油代替エネルギーの主要な柱

の一つであり,よ り一層の利用拡大を図っ

てい くためには,

(i)石 炭 をクリーンで取扱いの容易 なエネ

ルギーに転換する必要がある(液 化,ガ

ス化等)

(ii)石 炭の利用に際 しては,技 術的な工夫

が ない限 り大量 のSOx,NOx,ば い じ

ん,CO2等 が発生す ることか ら,石炭利用

の拡大のためには,酸性雨,地 球温暖化等

地球環境問題へ の対応 も不可欠である。

このような見地か ら,石 炭利用分野におけ

る課題 を解決す るとともに,地 球環境に調和

した石炭利用の仕組み を定着させ ることを目

的 として,「 クリーン・コール・テクノロジー」

の開発 と普及が推進 されている。

現在,新 エネルギー ・産業技術総合開発機

構(NEDO)で は,石 炭液化技術について,

「渥青炭液化」及び 「共通基盤技術」の研究

開発を実施 中であ り,石 炭ガス化技術につい

ては「石炭利用水素製造」「噴流床石炭ガス化

発電」等のプロジェク トを実施中である。

また,革 新的なクリーン ・コール ・テ クノ

ロジーの開発 を目指す「次世代石炭利用技術」

の研究開発 も進められている。

② 「次世代石炭利用技術」の研究開発にお

ける高度脱灰技術の位置付 け

地球環境問題への対応 として21世 紀初頭
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におけるCO2等 の環境負荷 の低減 を図 る

ため,革 新的なクリーン ・コール ・テクノ

ロジーを開発することを目指 して,平 成4

年度から 「次世代石炭利用技術開発」プロ

ジェク トが実施 されている。

具体的には,① 地球温暖化 の原因 といわ

れるCO2やSOx,NOx等 の大気汚染物質

の一層の低減を図る革新的な石炭燃焼技術

分野,② 石炭を生産 ・流通段階において吉

度 に脱灰・脱硫するための石炭改質分野(ア

ドバンス ト・コール ・クリーニング技術),

③石炭 を熱分解 し,ガ ス等の総合的利用 を

目指す石炭熱分解分野の3つ の分野につい

て調査研究が進め られている。

「ア ドバ ンス ト・コール ・クリーニング

技術」に関しては,NEDOク リーン ・コー

ル ・テクノロジーセンターか ら,働 石炭利

用総合センターに委託 して技術開発調査プ

ログラムが進められている。同プログラム

によれば,平 成4年 度～平成6年 度の第1

段階(ラ ボ試験を含む調査研究,基 礎研究),

及 び平成7年 度～平成10年 度の第2段 階

(ウル トラ・クリーン・コールの用途探索,

出力実証装置(PDU)に よる製造試験,燃

焼試験)か ら構成 されている。

このプログラムの第1段 階においては,

数種類の高度脱灰 ・脱硫技術 について,並

列的にラボ試験を含む調査研究が行われ,技

術的特性及び経済性の見通 しについて,中 間

評価が行われた。脱灰を主たる性能 とする技

術 と,脱硫 を主たる性能 とする技術の双方に

ついて対象 とされている。(表一3参 照)

ア ドバンス ト・コール ・クリーニング技

術 を含む「クリーン・コール・テクノロジー」

の 目指す所は,「石炭の使用者に対 して,使

用後における排煙処理を基本的に必要 とし

ない 曜硬クリーンな石炭"を 供給すること」

であると看取 され,経 済性 と利便性が要求

され る石炭の産業用利用分野,小 型自家発,

IPP(電 源調達市場の創設によ り,新 しく登

場 して くると予想 される独立電気事業者)

用の燃料 としての実用が期待 される。

しか しなが ら,事 業用大型石炭火力の場

合 にあっては,大 気汚染防止対策に対する

地域社会の要求は厳 しい実状にあるため,

「クリーン ・コールを使用 しても,更 に排

煙処理対策の実施は余儀な くされる」 と予

想 され る。従 って,石 炭灰のわが国への持

込量を減 らす という立地対策技術 としての

「ア ッシュレス石炭火力立地技術」では,

脱灰 ・脱硫に係 る技術的特性及び経済性に

関する要求は,自 ら異なったものとなろう。

(3)石 炭火力か らの石炭灰の発生量の原単位

ここで,ア ッシュレス石炭火力で採用 され

る高度脱灰技術 の脱灰性能を評価する位置付

け として,石 炭火力から発生す る石炭灰の量

について,オ ーダーエスティメー トしてお く

こととする。

石炭の発熱量:6,500kcal/kg(渥 青炭の場

合)

発電効率:40%(燃 料消費率=0.33kg/

kWh)

年間設備利用率=75%

電気出力:100万kW

の標準石炭火力発電所における年間石炭消費

量は約220万 トンである。

一方
,海 外輸入炭の灰分含有率 を10～15%

と想定すると,石 炭灰の年間発生量は約22万

～35万 トンと試算され る。
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従 って,「 出力100万kWの 石 炭火 力発 電所 か

らは,年 間30万 トン程 度の石炭灰 が発生 す る」

とオー ダーエ ステ ィメー トして,考 察 を進 め

るこ ととす る。

§4.「 アッシュレス石炭火力立地技術(高 度

脱灰CMS)」 のシステム構想

(1>山 元における高度脱灰の実施 と,脱硫効果

① §2で述べたとお り,「究極の石炭灰対策」

とは,「灰分 を含 まない,あ るいは灰分 をご

く僅かしか含 まない石炭 を輸入すること」

である。また,石 炭灰処理問題の抜本的解

決の方途は,「石炭灰をそっ くり山元に残 し

て くることである」 とも言い換えることが

で きる。このためには,山 元において,「高

度脱灰処理技術」 を適用 して物理的方法あ

るいは化学的方法により石炭中の灰分を高

表一3「 高度脱灰技術」の概要

プ ロ セス
除 去率1)(wt%) 石炭回収率

原 理 ・特 徴
灰分 無機硫黄 (wt%)

開発段階 問 題 点

・比重による分離 ・微粒域の分離精度の

微粒子重液サ

イクロン

・従来型では不可能な

0.5mm以 下 の微粒の 60～80 70～85 50～75 パ イ ロ ッ ト

低下

・使用重液の環境,安

分離により脱灰性向 全への対策

上 ・処理量の限界

・表面の濡れ性による ・微 粉 炭 の脱 水
,ハ ン

分離 ドリン グ
カ ラム フロー ・微細な粒子と気泡に 80～90 50～80 70～95 デモ～実用 ・低い黄鉄鉱除去性

テー シ ョン
よる衝突確率の向上 ・石炭表面性状の影響

により分離効率向上 大

・表面の濡れ性による ・油 の使 用 に よ る コス

分離 ト増

オイルアグロ ・油の添加による石炭 ・低い黄鉄鉱除去性

75～90 50～80 80～95 パ イ ロ ッ ト
メ レー シ ョン の凝集を行い,高 い ・石炭表面性状の影響

脱灰率,回 収率と良 大

好な脱水性

・磁性特性による分離 ・微 粉 の乾 燥 ,ハ ン ド

磁気分離
・乾式分離が可能であ

40～70 50～90 70～95 パ イ ロ ッ ト
リン グ

り高い脱硫率 ・装置処理量の限界

・エ ネ ル ギー コス ト大

微生物脱硫

・生物化学反応

・高い脱硫率が得 ら

れ,浮 選等の組合せ

により脱灰も可

70～852) 80～90 70～95

実験室段階
～

パ イ ロ ツ ト

・反応時間が長い

・侵出法では脱灰に効

果ない

・装置容量が大

(注)L脚(%)一 〔・一欝 篇 亥%]× …

2.表 面処理法での灰分除去率(侵 出法では灰分はほとんど除去されない)

(出典)石 炭利用次世代技術開発調査一高度石炭改質技術分野(平 成5年3月)

新エネルギー ・産業技術総合開発機構/㈲ 石炭利用総合センター
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度に除去する必要がある。

現在,粗 選炭 によ り灰分 は10～15%程 度

に調整 されているが,

(i)「 高度脱灰技術」の適用により,灰 分

を 現 状 の1/5レ ベ ル(灰 分 含 有 率2

～3%)ま で下げる

(ii)「 超高度脱灰技術」の適用により,灰

分 を現状 の1/30レ ベ ル(灰 分含 有率0.

1～0.5%)ま で下げる

ことができれば,石 炭灰処理の問題 は 「実

質的に」又は 「抜本的に」解決されたこと

になる。即ち,こ れが「究極の石炭灰対策」

ということになる。

② 高度脱灰の際,或 る程度(20～40%程 度)

の脱硫 も行われるので,排 脱コス トの低減

が可能 となる。

以上の見地か ら,「高度脱灰技術」は,石

炭火力 の立地対策技術 のキー ・テ クノロ

ジー として,そ の確立実証が必要である。

② 高度脱灰石炭(微 粉炭)の 「流体ハン ド

リング技術」確立の必要性

① 高度脱灰後の微粉状 の石炭の輸送には,

鉄道輸送,ト ラック輸送では乾燥工程が必

要であるので,「 流体化ハ ン ドリング技術」

の適用による流体化輸送が適切である。

② 本来,内 陸部の山元から積出港迄の輸送

コス トは,石 炭価格の構成において大 きな

割合 を占めてお り,流 動性に優iれた流体化

輸送,即 ち,パ イプ ラインによる輸送 コス

ト低減の有力な手段 となりうる。

③ 石炭の流体化輸送技術 としては,国 内で

既にCOM,CWMが 一部実用化 されてい

るが,海 外炭の輸入プロジェクトにおいて

は,そ れぞれ技術的,経 済的要因等により

未だ採用されるところとはなっていない。

従って,新 たな海外炭輸入プロジェク ト

に適 した要件 を充たす 「流体ハ ン ドリング

技術」 を実証確立す る必要がある。

④ 即ち,新 たに確立実証すべ き海外炭輸入

プロジェク トに適 した 「流体ハ ン ドリング

技術」が充たすべ き要件 は,次 のとお り。

(i)輸 送用流体(ス ラ リー)を 製造する原

材料が山元ですべて確保 しうること

(COMの 場合,積 出港より山元まで石

油 を別途輸送する必要があり,高 コス ト

の要因 となる。)

(ii)全 輸送過程における輸送効率がよいこ

と

(CWMの 場合,30%程 度の大量の水分

を輸送することとな り,輸送効率が悪い)

㈹ 広い範囲の外気温の変化があって も,

流動1生が失われず,か つ,輸 送期間にお

ける分離沈降が進行 しないこと

㈹ タンク内,タ ンカー 内における十分長

期間の貯蔵が可能であること

(v)燃 焼時における燃焼効率がよく,高 効

率発電が可能であること

(CWMは,水 分 を含有 しているので,

燃焼効率 は悪 くなる)

「CMS(コ ール ・メタノール ・スラリー)」

は,こ れ らの要件 を充すものであり,高 度脱

灰処理後の微粉状の石炭の輸送 ・ハン ドリン

グ技術 として,そ の実証確立が不可欠である。

(注)「CMS(コ ール・メタノール・スラリー)」

とは,「微粉化 した石炭 をメタノール と混

合 し,微 量の添加剤 を加えて流体化 した

もの」をいう。固体の石炭の空隙部に液体の

メタノールが入 り込んだ形になっているた

め,エ ネルギー輸送効率に優れている。
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§5.ア ッシュレス石炭火力立地技術(高 度脱

灰CMS)体 系 〔図一1参 照〕

(1)山 元における高度脱灰の実施

① 「高度脱灰技術」(微 粒子重液サイクロン

技術,カ ラムフローテーション技術等)に

よる石炭の脱灰処理(第1ス テージ)

灰分除去効率80～90%の 「高度脱灰技術」

の適用により,灰 分 を粗選炭 レベル(灰 分

10～15%〉 の1/5レ ベル(灰 分2～3%)ま

で低下させる。

② 「超高度脱灰技術」(ア ルカリ侵出技術,

選択凝集技術等)に よる石炭の脱灰処理(第

2ス テージ)

灰分除去効率95～98%の 「超高度脱灰技

術」の適用により,灰 分 を粗選炭レベル(灰

分10～15%)の1/30レ ベ ル(灰 分0.1～0.

5%)ま で低下 させ る。

② 石 炭 利 用 に よ る メ タ ノール の 合 成 と

「CMS(コ ー ル ・メタ ノール ・スラ リー)」

の製 造

① 石 炭利用 に よるメ タノールの合成

(i)HYCOL技 術 等に よる石 炭 のガ ス化 と

メタ ノール の合 成

(ii)CBM(コ ー ル ・ベ ッ ド・メタン)の 採

掘 に よるメタ ノー ルの合成

㈹HYCOLとCBMを 組 み 合 わせ て 水 素

経済 を達 成す る「ハ イブ リッ ド・メタ ノー

ル製造 シス テム」 に よるメタ ノー ルの効

率 的合成

② メ タノール利用 に よ る 「CMS(コ ー ル ・

メ タノール ・ス ラ リー)」 の製 造

脱灰 精炭微 粉(水 分10～20%)に メ タ ノー

ル を加 え,メ タノー ル をベ ー ス としたス ラ

リーのCMSを 製造する。

混合割合:石 炭分70～80%

メタノール分30～20%

③CMSの 輸送,貯 蔵

(i)山 元～積出港:

パイプラインによる輸送 と流体ハン ドリ

ング

(ii)海 上輸送:

大型タンカー(20万 トン級)に よる輸送

㈹ 受入基地又はコールセンターにおける

受入貯蔵 と小口需要への払出し

④ 発電所におけるCMS直 接利用

(i)「 高度脱灰CMS」:

(イ)ボ イラーにおける燃焼 とUSC等 高

効率発電

(ロ)IGCC,PFBC等 高効率発電への利用

(ii)「 超高度脱灰CMS」:

(イ)ボ イラーにおけ る燃焼 とUSC等 高

効率発電

(ロ)IGCC,PFBC等 高効率発電への利用

の 内燃機関,ガ スター ビン等での直接

燃焼

⑤ 石炭 ・メタノール分離後利用

(i)メ タノールの利用

(イ)メ タノール複合発電

(ロ)メ タノールの化学工業利用

(ii)微 粉炭燃焼

§6.「 ア ッシュレス石炭火力立地技術(高 度

脱灰CMS)」 の有用性

① 石炭灰処理問題の実質的解決

(i)「 高度脱灰CMS」 の場合

石炭灰の量は従来の1/5と なり,石炭灰

処理問題は実質的に解決され る。
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産 炭 地 原 炭

粗選炭(従 来法)

(灰分10～15%)

HYCOL
石 炭 ガ ス 化

シ フ ト 反 応

CBM採 取 ・集荷

水 蒸 気 改 質

高度脱灰精炭

(灰分2～3%)

超高度脱灰精炭

(灰分0.1～0.5%)

メタノール合成 メタ ノール合成

メ タ ノ ー ル

CMS(コ ー ル ・メ タ ノー ル ・ス ラ リー)製 造
[要遷参ノ!璽～フヨ⊃§8呈≦i20%]

高度脱灰CMS

(石炭灰分2～3%レ ベ ル)

超高度脱灰CMS

(石 炭灰 分0.1～O.5%レ ベ ル)

タ ン ク 貯 蔵

パ イプ ラ イ ン 輸 送

タ ン ク 貯 蔵

ス ラ リー タ ン カー 輸 送

ス ラ リ ー 揚 炭

タ ン ク 貯 蔵

CMS直 接利用 石炭 ・メタノール分離

USC等 高効率発電 メタノール燃焼 微 粉 炭 燃 焼 化学工業利用

メタノール複合発電

図一1「 ア ッシュレス石炭火力立地技術(高 度脱灰CMS)」 系統説明図
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(ii)「 超高度脱灰CMS」 の場合

石炭灰の量は従来の1/30と な り,石 炭

灰処理問題は抜本的に解決される。

② スラ リー状であり,山 元か ら発電所まで

の輸送,貯 蔵過程全体にわた り流体ハン ド

リングが可能である。

(i)山 元～積出港:

パイプラインによる輸送

CMSは 流動性がよく,広 い温度範囲に

わた り加温 を必要 としない。

(ii)海 上輸送:

大型タンカー(10万 トン～20万 トン級)

による大量輸送 と流体ハン ドリング。

輸送期間中の分離が少な く,CWMよ

り輸送が容易である。

㈹ 受入基地(タ ンクヤー ド)又 はコール

センターにおけ る受入貯蔵 と流体ハ ン ド

リング

㈹'発 電所 までのパイプライン輸送又は流

体ハ ン ドリングによる内航タンカーへ の

積替 え

(v)ボ イラー等への流体供給

③ 「高度脱灰CMS」 の燃料工学的評価

(i)ス ラリー化剤 としてメタノール を使用

す るので,CWMに 比べて高カロリー で

あり,従 ってボイラー燃焼時における熱

損失が少ない。

(ii)高 度脱灰(灰 分2～3%)し ているの

で,固 形炭輸送(灰 分10～15%)の 場合 と

比べて相対的に約10%前 後発熱量の高 い

燃料体 をハン ドリングしていることにな

る。これは,全体 として設備の利用効率 を

約10%高 めることを意味してお り,経 済

性の高いエネルギーシステムである。

④ 高度脱灰 に伴 う脱硫効果(期 待値)

粗選炭 灰分10～15%

脱硫率0%

高度脱灰精炭 灰分2～3%

脱硫率20～40%

超高度脱灰精炭 灰分0.1～0.5%

脱硫率50%

⑤CMSメ タノール は,山 元での現地製造が

可能

CMSメ タノールは,図 一2に 示すCase

1～3の いずれかの方法により山元で現地

製造す ることができる。

⑥CBM利 用メタノール合成の地球環境対

策上の意義

CBMを メタノール合成に利用す るこ と

は,石 炭の採掘等におけ る炭層からメタン

の放出抑制の効果 を有 している。

§7.「 高度脱灰CMS」 の コス ト低 減の可能性

と,CMSコ ス トに関す る考 察

(1)石 炭灰の有効利用,処 分(委 託処分)コ

ス トの相殺(表 一2参 照)

今後,新 規立地す る石炭火力における石炭

灰の有効利用 もしくは処分(委 託処分)の コ

ス トは次第に上昇 し,少 なくとも4,000円/ト.

灰～8,000円/卜.灰 程度になると予想される。

これを灰分15%の 石炭で換算すると,600円/

㌧石炭～1,200円/㌧ 石炭 となる。

この石炭灰の有効利用 もしくは処分(委 託

処分)コ ス トは,次 の とお り軽減され るから,

これ を相殺 して評価す ることができる。

・高度脱灰精炭の場合:

灰分は1/5と な るか らその軽減量は,

480円/ト.石炭 ～960円/㌧ 石炭

・超高度脱灰精炭の場合=
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灰分 は1/30と な るか ら,580円/㌧ 石 炭

～1160円/㌧ 石 炭

(2)石 炭の流体ハン ドリング化 による全輸送

過程におけるコス ト低減

固体輸送 より流体輸送の経済性は広 く認識

されているところであ り,CMSに ついても次

のとお り大幅な輸送 コス ト,ハ ン ドリングコ

ス トの削減の可能性がある。

① 山元～積 出港までの輸送

CMSは パ イプラインによる輸送が可能

であ り,大 幅なコス ト低減が可能 と見込ま

れる。

② 積 出港からわが国までの海上輸送

(i)タ ンカー積込みにおけるハン ドリング

の採用による荷役費(滞 船料を含む)の

削減

(ii)大 型 タンカーの採用による運賃の低減

㈹ 発電所の受入基地,又 は コール セン

ターへの荷揚げにおける流体ハ ン ドリン

グの採用による荷役費の削減

③ コールセンターから発電所までのパイプ

ライン輸送の採用によるコス ト低減,並 び

に内航タンカーへの積替えにおける流体ハ

ン ドリングの採用による荷役費の低減

④ 発電所内における流体ハン ドリングの採

用によるコス ト削減

粗粒炭での輸入の場合,微 粉化するため

の ミル系統の運転のための機械設備費の削

除及び所内の動力の節減が可能 となる。

(3)貯 蔵場の縮小,灰 捨て場の不要化による

発電所建設費の削減

(CMSタ ンクヤー ドは,貯 炭場 よりはるか

〔Case1〕HYCOL石 炭 ガス化によるメタノール合成(変 換効率約65%)

石炭一 辮 曳化 一 シフト反応 一國

H'・CO(竪 ぴ2/5)鼎(H'/CO-2/1)

』→ メ タ ノー ル合 成 → メ タノー ル

1200℃320～450℃

〔Case2〕CBM(コ ー ル ・ベ ッ ド ・メ タ ン)採 取 に よ る メタ ノー ル 合 成

H、,CO(H、/CO・3/1)/

CBM→ 水蒸気改質 → メタノール合成 →メタノール水蒸気
→

850～860。C

1.9～2.2MPa

〔Case3〕 水 素 有 効 利 用ハ イ ブ リッ ド ・メ タ ノー ル 製造 プ ロセ ス の採 用

H2,CO(H2/CO=3/1)

/CBM→ 水 蒸 気 改質

(変換効率約70%)

(変換効率約80%)

水蒸気N水

石炭一砦罵 化 尺 シフト反応 一脱硫

H2,CO(H2/CO=2/5)

メ タ ノー ル合 成 → メタ ノー ル

＼
H2,CO(H2/CO=2/1)

図一2CMS用 メタノールの現地 山元製造方法
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に狭い面積 でよい)

(4)山 元におけるメタノール合成 と,大 型化

によるメタノール価格の低減

(i)大 型メタノール合成プラン トの採用 に

よるメタノールコス トの低減(NEDOに

おいて研究開発中)

(ii)HYCOL等 高効率ガス化炉 の採用によ

る設備費 と操業費の削減

㈹ 水素有効利用ハ イブ リッド・メタノー

ル製造プ ロセスの採用による効率 向上

と,大 幅コス ト削減

(5)CMSはCWMに 比べ高発熱量燃料である

ため,輸 送効率の向上,発 電所設備効率の

向上による発電原価の低減が可能(CMSの

エネルギー密度はCWMよ り約30%以 上高

くなる)

以上のコス ト低減に係 る各項 目を総合的に

勘案すると,「高度脱灰CMS」 は,石 炭灰処理

問題 を実質的,抜 本的に解決す るだけでな く,

コス ト面において も微粉炭燃焼やCWMに 劣

らない経済性を有する可能 性がある と予想 さ

れ,技 術確立実証調査 を実施する十分な意義

を有 していると考えられる。

§8.む すび一 立地担当者の夢,「 アッシュ

レス石炭火力」

(1)立 地担当者の夢,そ して悪夢

電力会社 において,発 電所の立地を担当す

る部局の苦労の種 はつ きない。SOx,NOx,ば

い じん対策技術の高度完成によって,漸 く公

害問題が石炭火力の立地の大 きな阻害要因 と

ならなくなったと安堵できるようになったの

は,ご く近年のことにすぎない。

まさか,石 炭灰の処理問題が今後の石炭火

力発電所の立地における重大な阻害要因とな

ることを,誰 が予測 したであろうか。昔,石

炭灰の海面埋立処理は,新 しい国土を創造す

る 掴 産み"の 業であった。出力100万kWの 石

炭火力発電所 を運転す ると,毎 年30万 ト.の石

炭灰が継続 して発生す る。今,灰 すて場を有

しない石炭火力の立地 を余儀 な くされた電力

会社では,数 年後の運転開始以降確実 に発生

す る石炭灰の大量かつ長期的な処理計画を探

して決めていかなければならない立場 に立た

されている。有効利用の分野は限られている

し,契約先 を同業他者に奪われる心配 もある。

これぞ悪夢 といわず して,何 といえようか。

(2)究 極の石炭灰対策技術

本シ リーズでは,1995年1月 号掲載のエネ

テクドリーム21(そ の9)「't国 産みの技"か

ら 聖?国造 りの技"へ,拓 けるか石炭灰の新た

な有効利用技術の体系」において,今 後開拓

に取組むべ き有効利用分野について探 ったと

ころであるが,本 稿では更に効果的な石炭灰

対策はないものか と,新 たな視点で着想 した

ものである。

この結果,辿 り着いたのが,「そんなに灰の

処理が立地上の大問題 になるのなら,い っそ

のこと,灰 を山元に置いて くれば よいのでは

ないか」 とい う発想である。 この技術体系を

今 回,「 アッシュレス石炭火力立地技術」 と

ネー ミングして,技 術体系 を紹介させて頂い

た。「アッシュレス石炭火力立地技術」は,「高

度脱灰技術」と 「CMS(コ ール・メタノール・

スラリー)技 術」を組合せ た,「高度脱灰CMS

火力」技術なのである。
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(3)「 高度脱灰技術」と 「クリーン・コール・

テクノロジー」プロジェク ト

石炭鉱山で採掘 した石炭には,未 燃分(灰

分)が 多 く含 まれてい るか ら,粗 選炭 を行

い,出 荷の際渥青炭で10～15%の 灰分 となる

よう調整されている。灰分 を落 とす脱灰技術

は,従 って石炭利用技術の夢 として,ず っと

以前か ら研究開発 が行 われ て来 た。現に,

NECOに おける国家プロジェクトとして,高

度脱灰技術 の開発調査 が進め られて来て い

る。

本稿において,実 用化 を期待 している 「高

度脱灰技術」(灰 分 を現状の1/5レ ベル(灰 分

2～3%)ま で脱灰する技術),及 び 「超高度

脱灰 技術(灰 分 を現状の1/30レ ベル(灰 分

0.1～0.5%)ま で脱灰す る技術)は,い ずれ

もNEDOに よりクリーン ・コール ・テ クノロ

ジー研究開発の一環 として進められている,

「次世代石炭利用技術」開発プロジェク トの

スコープに含まれている脱灰技術 なのである

から,由 緒正 しい技術であるといえる。

(4)CMS(コ ール ・メタノール ・スラ リー)

技術の研究開発(参 考一1参 照)

わが国におけるCMS製 造技術については,

参考1に 示す とお り,三 井 グループ19社 に

よって,昭和55年5月 ～昭和59年3月 迄の間,

通産省工業技術院の 「石油代替エネルギー関

係実用化開発費補助金」の交付 を受けて研究

開発が実施され,CMSは 製造可能 との成果が

得 られている。但 し,当 時は高度脱灰技術の

適用の構想はなかったので,通 常の石炭灰の

含有率の石炭 が対象 とされた とのこ とであ

る。

本稿においては,メ タノール確保 を山元で

の完全 自給 に よるこ ととし,「石炭 ガ ス化

メタノール合成」のシステムを採用 して

あ り,COM(石 油 を持込む こ とが 必要),

CWM(大 量の水源が必要)の 場合 と異なって

いる。

外国においてもCMSの 研究開発が行 われ,

実際の石炭供給プロジェク トへの適用が提案

されたが,採 用 されるには至らなかった。そ

の理由は,メ タノールの価格がCMSの 経済性

評価に与える影響が大 きかったためと思われ

る。表一4に おいて,CMSの 利用形態 として

「石炭 ・メタノール分離」後の使用が提案さ

れているのは,「 メタノールを分離 したのち,

化学工業用に使 うことにより,コ ス ト回収 を

図る」 との見地からである。エネルギー関係

者か ら見れば,メ タノールの高価格問題は極

めて厄介なのである。メタノールの原料 をす

べ て石炭に求め ることは,当 事者による価格

調整が可能 となるので,将 来における大幅なコ

ス トダウンが可能となるという主旨である。

(5)高 度脱灰技術の好き嫌い一 炭種適合性

高度脱灰技術の研究取組みの歴史は古い。

なおかつ,各 脱灰技術がその原理,特 性に応

じて処理す る炭種の好き嫌いが強いか ら,各

炭種に適合する(灰が よく取れ るとい うこと)

高度脱灰技術 を用意 してや らなければならな

いことになるが,こ の点についてはNEDOに

よる次世代石炭利用技術プロジェク トにおい

て明らかにされるこ ととなっている。

(6)「 ア ッシ ュ レス石炭 火力」(高 度脱灰CMS

火 力)は 立地 担 当者 の夢

以上 の よ うに見 て くる と,「 ア ッシュレス」

な 「ク リー ン ・コー ル」 の供 給は,技 術 的に
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は将来十分可能になると予測される。そして,

電力会社の立地担当者のもう一つの夢は,メ

タノールの経済性の実現 である。 さすれば,

高度脱灰CMS石 炭火力は,石 炭灰処理問題か

ら解放 された 「クリーン&チ ープ・コール(ト

リプルC)火 力」となる。

(参考一1)

「ア ッシュ レス石炭火力立地技術」 に関連す る他の研究プロジェク ト

(1)CMS基 礎技術

昭和55年 に三井 グループ19社 が 「石炭流体化研究共同体」を結成し,工 業技術院の 「石油代替

エネルギー関係技術実用化開発費補助金」の交付 を受けて研究開発 を実施 し,昭 和59年 に基礎研

究を成功裡 に終了している。この間,CMSの 製造法の検討のほか,ス ラリーの輸送・貯蔵試験,

分離試験,燃 焼試験等 を行 っている。

ただし,こ の研究開発では脱灰後の石炭の使用は考 えていなかった。

(2)脱 灰脱硫技術

NEDOの 委託によ り,働 石炭利用総合センターが 「石炭利用次世代技術開発調査」を平成4

年度より7年 間の計画で実施中であ り,そ の中の 「高度石炭改質技術分野」にて石炭の脱灰 ・脱

硫技術に関する研究開発が進め られている。

対象 としている技術は,

・微粒子重液サイクロン ・微生物処理

・カラムフローテー ション ・アルカ リ侵 出

・改良OA(オ イルアグロメレーション)・ 選択凝集

・磁気分離

(3)石 炭ガス化技術

・工業技術院のサンシャイン計画の一環 として,NEDOか ら石炭利用水素製造技術研究組合

に委託 して,「 石炭利用水素製造技術開発(HYCOLプ ロジェクト)」が昭和55年 度 より平

成6年 度 まで実施された。

平成3年 度か ら3年 間にわた りパイロットプラン ト運転研究 を実施し,安 定ガス化運転に成

功している。
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とまりん

訪 問 記

北海道電力(株)原 子力PRセ ンター

『とまりん蟷』&

今回私たち(姫 野 ・清水)2名 は、北海道電力㈱原子力PRセ ンター 「とまりん館」と、ほりかっぷ発

電所 『泊ウインドヒルズJに 伺いました。

ロケーション 蓋

北騰 騰 の南西雌 す1銚

る泊村 の"ト マ リ。とは、 アイヌ ・ 〃 壁
語で入 り江、"ホリカップ。(堀株)XlAV'

とは、山陰 の上 よ り流れ てくる

川 ・後戻 りする川、そして積丹と

は"シ ヤツク'コ タス で夏の部 藩 藻

謹繋 熊凝 娠 懸燕議趨
春から秋にかけて魚を求めて多く 審輔灘鐸鑓欝
の人々が集まった地でもありまし

「とまりん館」と 「泊ウインドヒルズ」

た。

ほりかっぶ発電所付近一帯を"い つもニシンの沢山とれる所.と いう意味のヘロカルウスといい、今に

その名を残 しています。
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lAE女 性研究員取材チーム

ほ りかっぷ発電所

『泪ウイン ドヒルズ』

北海道電力㈱泊発電所は、1号機が平成元年6月 に、2号機が平成3年4月 に営業運転を開始し、

現在では道内電力の3割 をまかなっているそうです。年に1回 原子炉を止めて点検していますが、

大した異常も認められす、いまだ記憶に新しい"北 海道南西沖地震。の際も無事だったとのこと。

残念ながら私たちはこの優秀な発電所を見学する時間がなく、丘の上の展望台から外観をながめた

だけでした。「原子力発電所」というと、硬くて冷たい・近寄りがたいイメージを持っていましたが、

泊発電所独自のものと言われる1・2号 機の鏡対称の配置は整然としており、しかもなだらかな丘

のグリーンと穏やかな海のブルーに溶け込んでいて、まったく違和感はありませんでした。

テーマパーク『とまりん館』

『とまりん館Jは 、同社泊原子力事務所の原子

力PRセ ンターとして、平成3年6月 にオープン

しました。ふつう原子力発電所のPR施 設は、ま

す地域の皆さんに親しみを持ってもらおうという

目的から、発電所建設に先立って設置されるもの

だそうです。もちろん、とまりん館もそのような

重要な役割を果たしていますが、「原子力のPR」

にとどまることなく、ご当地西積丹の自然や歴史

の紹介の場、そして地域の皆さんの憩いの場とし

ても親しまれています。「北海道では一応テーマパ

ークのような扱いを受けています」とおっしゃっ

たのは、今回私たちの案内役をして下さった吉田

稔さんです。特に宣伝しているわけではないそう

ですが、道内だけでなく全国から"クチコミ。で、

年間13万人もの来館者を迎えているとのことで

韓華騨 灘難灘聖嬰

鑑顯 蜂繋聯
泊発電所

館内のようす
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す。4月30日 には来館者が50万 人に達 し、記念イ

ベントが行われました。「やはりピークはゴールデ

ンウィークなんですねえ」と感心 しましたが、土

地柄お盆のほうが多いそうで、「1日3000人 くらい

になりますね」(吉 田さん)と のことです。

.嚇 パ 欝 、 ・
、1.属

∴1避1
案内役の吉田稔さん(左)

見 ど こ ろ 回匝 回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回回亜 回回回回回回塵 回回[

とまりん館にはf原 子力展示Jの 他にe科 学展示」f地 域展示」のコーナーがあります。

論 ∵ ジ 」 ご.ピ幽譲
錘 講蟻∫ 、MrOvt".窺 轟鍵 、,『 原子 力展示Jで は、実 物大の部分 模型 が用い

1噸癖磯 癒
1§'"t

{

転

欝

く麟

㎝
幅

饗羅

ざ

～蜘亮 嚢
'轡 難

、

噛
原子力展示

一方 『科学展示Jは おもに小学生を対象として

いるので、ゲームや実験によって科学の不思議を

確かめようという楽しいコーナーになっていま

す。

醗 灘 離
鞍 瀞
心て

地域展示

郵晦饗

/繋 オ ソ憐 零

、

慧噸.鐵

蕊轟欝

られていて、難しい原子力発電のしくみを目で楽

しみ、触れて楽しみながら理解することができま

す。

科学展示

『地域展示Jで は、西積丹の風土と歴史が紹介

されています。偶然にも泊は、幕末の開国政策の

一環として北海道最初の石炭採掘が行われ、その

後、道内最初の水力発電所、そして道内唯一の原

子力発電所が建設されました。まさに北海道のエ

ネルギーの歴史とともにある土地と言えるでしょ

う。
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また、発電所建設に伴って出土した縄

文式土器がすらりと並べられてあり、と

ても迫力があります。私たちはガラス張

りの展示室の中に入ってじかに「文化財」

を見せていただき、取材そっちのけで感

激してしまいました。

職、
一 漁_繍厩壬

tftl/li'illlllllkliliiiilj'iri'ii:f
埋蔵文化財収蔵展示室

地域の皆さんとの触れ合い囹翻 翻 圓翻 翻 翻囹翻 翻囹翻 囹囹翻 翻 翻 翻翻 翻囹盟

1Fに は、なんと無料で開放された室内フール

があります。私たちが見学している時も数人がゆ

ったりと泳いでいました。こちらではインストラ

クターによる水泳教室や水中工アロビクス教室が

開かれていて、大盛況とのことです。お昼休みに

は、職員の皆さんも泳いでいるそうで、本当に羨

ましいかぎりです。ちなみに温水は空気熱源ヒー

トポンブの熱でまかなっています。

また、180人を収容できる2F『 オリエンテーシ

ョンホールJで は、春と秋のコンサートや映画鑑

賞会が催されています。

この他にも、カルチャースクールのように写真

教室やフラワーアレンジメント教室などが開かれ

ています。このようなところに、地域の皆さんと

ともにあろうとする姿勢が反映されているんです

ね。

羅魏 鑓穐

麟騨羅
撫 麟薄

畿齢
ノ　

繍縫
1噸 懸

灘i;'

室内プール

オリエンテーションホール
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ほりかっぶ発電所 『泊ウインドヒルズ』 《
泊発電所を眼下にして日本海を見渡す小高い丘の上に、ブロペラ型の風力

/<

灘
鼠
る
冒襲

・一灘 耀

1号 風 車 発 電 機

● 出力/250kW

●運転で きる風速/4.5～20.Om/s

● タワーの高 さ/33m

● プレー ドの直径/33m

乍 　 '
,

鹸鐡嚢

研 究内容

O風 速の変化に伴う出

力 ・電圧の変動が配

電線と連系 した時に

及ぼす影響など問題点の把握

○積雪寒冷地における着雪 ・着氷の影響

○各風車ごとの耐久性 ・信頼性の評価

2号 風 車 発 電 機

●出力/300kW

●運転できる風速/5,0～25.Om/s

●タワーの高 さ/30m

●ブ レー ドの直径/30m

発電設備が4基 設置されています。3枚 羽根2基 と

2枚 羽根1基 は国内メーカー製、1枚 羽根1基 はイ

タリア製です。発電所は無人で、風車につけられた

"自 動センサーで発電を行い
、

.遠 く離れた札幌から遠隔監視

,避 制御を行っているそうです・
～

難嚇鐡
轍
薫脚

孟

膨稲

翫経
帝
沈
魏
み

罫

塾

.
瀧

騎

嫉
謀
〃

曽恥
罫
羅灘灘 レ奪益/

韓

3・4号 風 車 発 電 機

● 出力/275kW(1基 あた り)

●運転できる風速/5.0～24.Om/s

● タワーの高 さ/30m

● ブレー ドの直径/28m

訪れた時はそよ風程度、それ

でもゆっくりと動き始めたの

を見ると思わす歓声を上げて

しまいました。4基 の総出力

は、一般家庭の約370軒分に相

当する1,100nvで、電気はとま

りん館に供給されているとの

ことでした。

風力発電設備は常にある程

埋もれているアイヌ文化の発掘

泊発電所では、道路の拡張工事に伴い、今も新たな発掘が行われていて、今回特別に発掘現

場を案内していただきました。発電所の建設地から遺跡が発見されるというのはほとんど例が

ないそうです。発掘が行われていた遺構轟 は江戸時代のものということでしたが、

北海道では、私たちが学校の教科書

縄文時代以降、続縄文時代(弥 生

平安 ・鎌倉時代相当)へ と弓1続

それからアイヌの人々の時代へ

の女性の首飾りと思われる十数個

たのですが、現在に生きている私

した。発掘現場からは、"此処だけ。

竃貝
の吉田玄一

で教わる日本の歴史と異なっていて、

時代相当)か ら擦文時代(奈 良 ・

き土器を使用する文化が続き、

と移っていくそうです。アイヌ

の青いガラス玉が地表に現れてい

たちの目にもとても美しいもので

という海越しにまだ雪を頂いた羊蹄

山を望むことができ、しばしの間、遠い昔のアイヌの人々の暮らしに思いを馳せました。
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度の風を必要しますが、風が強すぎても(24m/s以 上)保 安上動かせないとか。

1か所に1枚 羽根 ・2枚羽根 ・3枚羽根といった数種類の大型風車が設置されたのは日本では初めてと

のことで、また積雪寒冷地でもあるという特殊な気象条件の地でもあることから、未来をめざした本格的

な風力発電の実用化に向けて、種々の実証試験が積重ねられています。

白く大きな風車と日本海の光景は実に美し

く、昨年ほりかっぶ発電所内の敷地を開放して

地元の写真愛好家を集めた写真撮影会を行い、

その作品をとまりん館に展示したところ大変好

評で、今年は札幌からバス2台 で写真愛好家の

人達が訪れ、札幌の北海道電力㈱本店に作品を

展示する予定だそうです。「なぜだか理由はわか

らないのですが、タ日が海に沈む時、ピンク色

ttl.'1
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斉藤所長、コンパニオンの吉田さんと一緒に

?
箭
譲

ぐ

鷲

　

碗

轟

.

麟
幽
》
義
詳

…鷹

になるんですよ。それがたまらなくきれいなん

です」と語ってくださった吉田稔さんの幸せそ

うな表情が印象的でした。「冬は厳しいですが、

本当によい所ですJと お会いした方々皆さんが

いっておられました。

その他、地元の岩内町は、夏目漱石が徴兵を

逃れるために本籍を移した地(北 海道は明治29

年まで徴兵令が施行されなかった)であるとか、

有島武郎の 『生れ出つる悩み」の主人公のモデ

ルとなった画家木田金次郎を生み出した地で、

昨年11月にオーブンした木田金次郎美術館まで

案内していただいたり、エネルギーにとどまら

ない貴重なお話を伺ってきました。

最後になりましたが、お忙しい中、快く取材

に応じて下さった斉藤所長、渡辺主査、最後ま

でお付き合いくださった吉田稔さん、学芸員の

吉田玄一さん他皆様に厚くお礼申しあげます。

*糟 繰 糟 糟 繰 懸 触 勲 勲1π ∫07初 碗 ゴoπ懸 勲 糟 勅 懸**懸 糟 懸*

Φ 北海道電力
原子力PRセ ンター 『とま りん館』

〒045-02古 字郡泊村大字堀株村字古川45番1

ft(Ol35)75-3001

●休 館 日/毎 週月曜日・年末年始

●開館時間/展 示棟9:00～17=00

プール10=00～21=00

車利用 の場 合

●札幌～小樽～とまりん館

●札幌～中山峠～とまりん館

●千歳空港～支笏湖～喜茂別～とまりん館…

●函館～長万部～とまりん館

路線バ ス利 用の場合

●札幌～岩内バスター ミナル

●岩内バスターミナル～とまりん館

約HOkm〈 約2時 間15分 〉

約130km〈 約2時 間40分 〉

約130km〈 約2時 間40分 〉

約230km〈 約4時 間30分 〉
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研究所のうごき
(平成7年4月1日 ～6月30日)

◇ 第42回 理事会

日 時:6月16日(金)12:00～13:15

場 所:経 団連会館(9階)906号 室

言義 題:

第一号議案 平成6年 度事業報告書および

決算報告書(案)に ついて

第二号議案 寄付行為の一部変更について

第126回 月例研究会

日 時:6月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中ホール

議 題:

L自 動車 とクリーンエネルギーにつ いて

(㈹ 日本 自動車工業会 技術部長 中田榮

一氏)

2.燃 料 電池の研究開発動 向につ いて

(新 エネルギー ・産 業技術総合 開発 機構

燃料 ・貯蔵技術開発室(兼)燃 料電池プ

1ロ ジェク トチー ム リー ダー 室長代理

中岡 章氏)

◇ 主なできごと

◇ 月例研究会

第124回 月例研究会

日 時:4月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中ホール

議 題:

1.WE-NETプ ロジェク トとは何か

一電力のエネルギー担体輸送技術の実現に

向けて一

(WE-NETセ ン ター プロジェク トマ

ネー ジャー 副主席研究貝 福田健三)

2.WE-NETプ ロ ジェク トの現況

一水素エネルギー技術開発の多面的展開一

(働エ ンジニ ア リング振興協会 技術部

WE-NET推 進 室 研究理事 岡野一

清氏)

第125回 月例研 究会

日 時:5月26日(金)14:00～16:00

場 所:霞 山会館 まつ ・たけ

(霞山ビル9階)

議 題:

1.住 宅用太陽光発電 システムモニタ事業に

つ いて

(勧新エネルギー財団 導入促進本部太陽

光発電部長 岡本靖夫氏)

2.我 が 国におけるコージェネレーションの

現状 と課題

(日本 コージェネレーシ ョン研究会 事務

局長 峠 達男氏)

4月7日(金)

5月31日(水)

6月1日(木)

7日(水)

16日(金)

22日(木)

27日(火)

・第1回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第1回 メタノール利用発電技術

総合評価調査委員会
・第1回 国際的視点に立った将来

型軽水炉の設計のあり方に関す

る調査委員会
・第1回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委員会
・第1回 メタノール利用発電技術

総合評価調査作業会
・WE-NET安 全委員会

・第1回 石油活用型スーパーごみ

発電システムの普及促進に係わ

るモデル調査委員会
・第2回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会

◇ 人事異動

04月1日 付

(採用)

仁科恒彦 プロジェクト試験研究部 副主

席研究貝

高真新一 新水素エネルギー実証ラボラト

リー 主任研究員

宮下 茂 新水素エネルギー実証ラボラト

リー 研究員

村野 徹 プロジェクト試験研究部 専門

役(平 成8年3月31日 迄)

和達嘉樹 プロジェクト試験研究部 専門
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役(平 成8年3月31日 迄)

大木昌美 非常勤嘱託(平 成8年3月31日

迄)

(昇任)

田村 至 プロジェクト試験研究部兼W

E-NETセ ンター 主任研究員

坪井 仁 経理部主任

05月31日 付

(退任)

長谷川規史(新 水素エネルギー実証ラボラ

トリー 研究員,出 向解除)

06月1日 付

(採用)

久保田章彦 新水素エネルギー実証ラボラ

トリー 主任研究員

06月30日 付

(採用)

川野忠昭 プロジェクト試験研究部 主管

研究員

(退任)

中山雄幸(プ ロジェクト試験研究部 主管

研究貝,出 向解除)

松本一彦(プ ロジェクト試験研究部 主任

研究員,出 向解除)

山本信幸(プ ロジェク ト試験研究部兼W

E-NETセ ンター 主任研究

員,出 向解除)
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編集後記

本年4月15日 付けで東京工業大学原子炉工

学研究所長藤家洋一教授は原子力委員に就任

された。

今回の当所山本理事長 との対談は,そ の原

子力委貝にご就任早々の藤家教授にご登場頂

き,「最近の原子力情勢について想う」という

テーマで語っていただいた。

原子力界の権威であられる両氏の原子力発

展への想いが随所にあふれた格調高い話が交

わされ,原 子力関係者のみならずエネルギー

と環境に関心を持たれる一般の方々にとって

も,興味ある語題を提供されたものと考える。

巻頭言は,こ こ暫 く当研究所の理事の方々

の中からお願いしているが,今 回は先の阪神

大震災を身近に経験された鈴木腓大阪大学教

授に 「大震災とエネルギーシステム」という

テーマで寄稿いただいた。

関連施策紹介は,昨 今の規制緩和に対応し

て改正が行なわれた電力,石 油等のエネル

ギー関連諸法につき,そ の骨子をそれぞれの

所轄官庁の関係者に紹介いただいた。

内外情勢紹介としては異色の記事ではある

が,ス イスにおける低 ・中レベル放射性廃棄

物処分施設のサ イ ト決定経緯 をスイスのエ ン

ジニア リング会社の コレンコ社 ツナボイル博

士から寄稿いただいた。

これは,本 年2月 仏か ら我が国への放射性

廃棄物返還に期 を合 わせて開催 した当所 月例

研究会で同氏が講演 された内容 を,そ の後の

状況変化 も加味 した最新情報 として纒められ

た ものである。

エネテク ドリーム21(そ の11)は,余 儀iな

くされ る灰捨て場な き石炭火力増大 に備 え,

将 来は 「ア ッシュレス石炭火力立地技術の実

証」の必要から,高 度脱灰CMS(コ ー ル ・メ

タノール ・スラリー)の 実用化体系が提案 さ

れてい る。同 ドリーム(そ の9)に 引 き続 き

石炭灰 問題解決への一つの提言として読んで

いただければ幸いである。

昨今,景 気停滞への緊急提言 として 「新産

業」,「情報」,「環境」 に的を絞 った減税 と規

制緩和 の必要 を訴 える意見が新聞紙上等で紹

介 されているが,益 々,エ ネルギー と環境の

調和ある発展およびその適確 な情報把握 ・伝

達の重要性を痛感するこの頃である。

ノ」、川糸己一良5言 己
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